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一般社団法人 日本建設機械施工協会

巻頭言　ICT導入による建設施工の生産性向上に向けて
CM方式を活用した震災復興事業の現状報告行政情報● マシンコントロール機能を搭載した油圧ショベルの開発

● UAV 搭載レーザ計測システムの開発
● 大分川ダム建設工事
● 大規模土工事におけるICT施工とCIM化への対応
● 近頃の土工技術　他

技術報文

アスファルトプラントの変遷（その3）部会報告

海洋探査技術の現状交流の広場
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　本協会では、国内における建設機械の実態を網羅した『日本建設機械要覧』を1950

年より3年ごとに刊行し、現場技術者の工事計画の立案、積算、機械技術者の建設機械の

データ収集等に活用頂き、好評を頂いております。

　本書は、専門家で構成する編集委員会の審査に基づき、良好な使用実績を示した国産

および輸入の各種建設機械、作業船、工事用機械等を選択して写真、図面等のほか、主

要緒元、性能、特長等の技術的事項、データを網羅しております。購読者の方々には欠

かすことのできない実務必携書となるものと確信しております。

　2016年版日本建設機械要覧購入の方への特典として、当協会が運営するWebサイト

（要覧クラブ）上において2001年版、2004年版、2007年版、2010年版及び2013

年版日本建設機械要覧のPDF版が閲覧及びダウンロードできます。これによって2016年

版を含めると1998年から2015年までの建設機械データが活用いただけます。

B5判、約1,340頁／写真、図面多数／表紙特製

一般価格　52,920円（本体49,000円）

会員価格　44,280円（本体41,000円）

（注）送料は1冊900円（税込）となります。

　　（複数冊の場合別途）

2016年版

発刊ご案内

2016年版　内容目次

WJ工法、CSG工法、タイヤ、ワ

イヤロープ、燃料油、潤滑剤およ

び作動油、検査機器等

　「日本建設機械要覧」の電子版も作成し、より利便性の高い資料とするべく準備してお

ります。御期待下さい。

今後の予定

平成28年3月末

発 刊 日
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2016年版

〒980-0014　仙台市青葉区本町3-4-18　太陽生命仙台本町ビル5F

さつけんビル

2-4-30 いわきビル

http://www.jcmanet.or.jp/?page_id=422
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1 商品名
日本建設機械要覧2016

電子書籍（PDF）版
建設機械スペック一覧表、

電子書籍（PDF）版

2 形態 電子書籍（PDF） 電子書籍（PDF）

3 閲覧
Web上で閲覧

パソコン、タブレット、
スマートフォンからアクセス

Web上で閲覧
パソコン、タブレット、

スマートフォンからアクセス

4 内容 要覧全頁 spec一覧表

5 改訂 3年毎 3年毎

6 新機種情報 要覧クラブで対応 要覧クラブで対応

7 検索機能 1.単語検索 1.単語検索

8

附属機能
注）タブレット・ス

マートフォンは、
一部機能が使え
ません。

・しおり　・拡大・縮小　・付箋機能 
・ペン機能　・目次からのリンク　・各
章ごと目次からのリンク　・索引からの
リンク　・メーカHPへのリンク

・しおり　・拡大・縮小　・付箋機能 
・ペン機能　・メーカHPへのリンク

9
予定販売
価格

（円・税込）

会員 54,000（3年間） 48,600（3年間）

非会員 64,800（3年間） 59,400（3年間）

10 利用期間 3年間 3年間

11 同時ログイン 3台 3台

12 認証方法 ID＋パスワード ID＋パスワード

13 購入方法 WEB上にて申込み（HP参照下さい） WEB上にて申込み（HP参照下さい）

お問合せ先：業務部　鈴木英隆　TEL：03-3433-1501　E-mail：suzuki@jcmanet.or.jp

関係部署に回覧ください。新製品
平成28年6月

一般社団法人日本建設機械施工協会

　当協会では、国内における建設機械を網羅した『日本建設機械要覧』を2016年3月に刊行し、現場技術者の

工事計画の立案、積算、機械技術者の建設機械のデータ収集等に活用頂き、好評を頂いております。

　このたびこの建設機械要覧に関して更に便利に活用いただくよう新たに次の2種類の電子書籍（PDF）版を発

売いたしますので、ここにご案内申し上げます。

　是非とも活用いただきたく、お願い申し上げます。

発売時期

平成28年5月末　HP：http://www.jcmanet.or.jp/

Webサイト　要覧クラブ

　2016年版日本建設機械要覧およびスペック一覧表電

子書籍（PDF）版購入の方への特典として、当協会が運

営するWebサイト（要覧クラブ）上において2001年

版、2004年版、2007年版、2010年版及び2013年版

日本建設機械要覧のPDF版が閲覧及びダウンロードでき

ます。これによって2016年版を含めると1998年から

2015年までの建設機械データが活用いただけます。

　また、同じ要覧クラブ上で新機種情報も閲覧およびダ

ウンロードできます。

今後の予定

　更に高機能の「日本建設機械要覧」の検索

システム版も作成し、より利便性の高い資料

とするべく準備しております。御期待下さい。

様々な環境で閲覧できます。

タブレット、スマートフォンで外出先でもデータ

にアクセス

2016年版

日本建設機械要覧電子書籍（PDF）版
発売通知
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一般社団法人日本建設機械施工協会　発行図書一覧表（平成 28年 11月現在）

№ 発行年月 図　　　　書　　　　名 一般価格
（税込）

会員価格
（税込） 送料

 1 H28 年 9 月 道路除雪オペレータの手引 3,240 2,160 500

  2 H28 年 5 月 よくわかる建設機械と損料 2016 6,480 5,508 500

  3 H28 年 5 月 大口径岩盤削孔工法の積算　平成 28 年度版 6,480 5,508 500

  4 H28 年 5 月 橋梁架設工事の積算　平成 28 年度版 10,800 9,180 600

  5 H28 年 5 月 平成 28 年度版　建設機械等損料表 8,640 7,344 600

  6 H28 年 3 月 日本建設機械要覧　2016 年版 52,920 44,280 900

  7 H26 年 3 月 情報化施工デジタルガイドブック【DVD 版】 2,160 1,944 400

  8 H25 年 6 月 機械除草安全作業の手引き 972 864 250

  9 H23 年 4 月 建設機械施工ハンドブック　（改訂 4 版） 6,480 5,502 600

10 H22 年 9 月 アスファルトフィニッシャの変遷　　 3,240 400

11 H22 年 9 月 アスファルトフィニッシャの変遷【CD】 3,240 250

12 H22 年 7 月 情報化施工の実務 2,160 1,851 400

13 H21 年 11 月 情報化施工ガイドブック 2009 2,376 2,160 400

14 H20 年 6 月 写真でたどる建設機械 200 年 3,024 2,560 500

15 H19 年 12 月 除雪機械技術ハンドブック 3,086 500

16 H18 年 2 月 建設機械施工安全技術指針・指針本文とその解説 3,456 2,880 400

17 H17 年 9 月 建設機械ポケットブック　（除雪機械編） 1,029 250

18 H16 年 12 月 2005 「除雪・防雪ハンドブック」 （除雪編） 5,142 600

19 H15 年 7 月 建設施工における地球温暖化対策の手引き　 1,620 1,512 400

20 H15 年 6 月 道路機械設備 遠隔操作監視技術マニュアル（案） 1,944 400

21 H15 年 6 月 機械設備点検整備共通仕様書（案）・機械設備点検整備特記仕様書作成要領（案） 1,944 400

22 H15 年 6 月 地球温暖化対策　省エネ運転マニュアル 540 250

23 H13 年 2 月 建設工事に伴う騒音振動対策ハンドブック（第 3 版） 6,480 6,048 500

24 H12 年 3 月 移動式クレーン、杭打機等の支持地盤養生マニュアル（第 2 版） 2,675 2,366 400

25 H11 年 10 月 機械工事施工ハンドブック　平成 11 年度版 8,208 600

26 H11 年 5 月 建設機械化の 50 年 4,320 500

27 H11 年 4 月 建設機械図鑑 2,700 400

28 H10 年 3 月 大型建設機械の分解輸送マニュアル 3,888 3,456 500

29 H9 年 5 月 建設機械用語集 2,160 1,944 400

30 H6 年 8 月 ジオスペースの開発と建設機械 8,229 7,714 500

31 H6 年 4 月 建設作業振動対策マニュアル 6,172 5,554 500

32 H3 年 4 月 最近の軟弱地盤工法と施工例 10,079 9,565 600

33 Ｓ 63 年 3 月 新編　防雪工学ハンドブック【POD 版】 10,800 9,720 500

34 Ｓ 60 年 1 月 建設工事に伴う濁水対策ハンドブック 6,480 500

35 建設機械履歴簿 411 250

36 毎月　25 日 建設機械施工【H25.6 月号より図書名変更】
864 777 400

定期購読料　年12冊　9,252円（税・送料込）

購入のお申し込みは当協会 HP　http://www.jcmanet.or.jp の出版図書欄の「ご購入方法」の「図書購入申込書」をプリン
トアウトし，必要事項を記入してお申し込みください。

1/1
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目　　次

土工　特集

2016 年（平成 28 年）11 月号 PR 目次
【ア】
朝日音響㈱……………………………… 表紙 3

【カ】
コベルコ建機㈱………………………… 後付 1

コマツ…………………………………… 表紙 4
【タ】
大和機工㈱……………………………… 表紙 2
㈱鶴見製作所…………………………… 後付 5

【ハ】
日立建機㈱……………………………… 後付 2

【マ】
マルマテクニカ㈱……………………… 後付 3

三笠産業㈱……………………………… 後付 6
 【ヤ】 
吉永機械㈱……………………………… 表紙 2

　ICT施工中の土工現場のCG（コンピュータグラフィッ
ク）である。UAV空撮測量による現況地形モデリングは，
重機の走行轍も細かく捉えている。重機は GNSS 情報
化施工を行い，クラウド経由で現況地形や稼働データ等

の情報を現場と本支店が共有している。デジタルアース
ムービングとは，計画段階から施工管理までデジタル処
理する土工事である。
　下のはめ込み画は，左から飛行中の UAV モニタ画面，
空撮ポイント画面，地形情報処理システムによる点群処
理画面，クラウド経由による現況のリアルタイム表示画
面である（本文 p.69 ～ 75）。

デジタルアースムービング
写真提供：山﨑建設㈱

◇表紙写真説明◇

 100 新工法紹介 ……………………………機関誌編集委員会
 105 新機種紹介 ……………………………機関誌編集委員会
 110 統　　　計　平成 28 年度 主要建設資材需要見通し
   ………国土交通省土地・建設産業局　建設市場整備課

 114 統　　　計　建設工事受注額・建設機械受注額の推移
   …………………………………………機関誌編集委員会
 115 行 事 一 覧（2016 年 9 月）
 118 編 集 後 記 ……………………………………岡本・竹田

 3 巻頭言　ICT 導入による建設施工の生産性向上に向けて ……………………… 渡辺　和弘
 4 行政情報　CM 方式を活用した震災復興事業の現状報告 ………………………… 渡部　英二
 8 「機械の声を聞く」i-Construction を含有した総合的建機ソリューションの提供 

Cat Connect Solution の提案 ……………………………………………………… 本郷　　毅
 14 i-Construction における重機 ICT コミュニケーション 

ライカ アイコン テレマティックス ………………………………………………… 高木　徳雄
 17 加速度応答システムの適用性評価………………… 橋本　　毅・茂木　正晴・梶田　洋規
 22 マシンコントロール機能を搭載した油圧ショベルの開発 

ICT 油圧ショベル「ZX200X-5B」 …………………………………………………… 泉　　枝穂
 27 セミオートマシンコントロールシステムを搭載した油圧ショベルの開発 

施工効率向上を実現する Cat Ⓡ グレードアシスト ………………… 松村　秀雄・白澤　博志
 32 UAV 搭載レーザ計測システムの開発 …………………………………………… 河村　倫明
 38 土工用建設ロボットの開発における新たな挑戦 

無人化施工機械から地盤探査ロボット開発の概要紹介 古屋　　弘・森　　直樹・小林　和彦
 46 大分川ダム建設工事………………………………………………………………… 奈須野恭伸
 53 大規模土工事における ICT 施工と CIM 化への対応 

陸前高田市震災復興事業での取り組み……………… 中牟田直昭・山本　修一・定月　良倫
 58 シェル型浸透固化処理工法　新しい注入形態 …………………… 林　健太郎・秋本　哲平
 63 ジオシンセティックス補強土構造物による災害復旧対策 

剛壁面補強土工法（RRR（スリーアール）工法）による強化復旧対策 …………… 岡本　正広
 69 近頃の土工技術　デジタルアースムービング ……………………………………… 岡本　直樹
 76 交流の広場　海洋探査技術の現状　水中音響計測技術の応用例紹介 … 水野　勝紀・浅田　　昭
 79 ず い そ う　裁判員制度に参加して ……………………………………………… 田中　洋二
 81 ず い そ う　夢が渡る越佐海峡 …………………………………………………… 池野　正志
 83 CMI  報  告　補強土壁工法の新技術　帯状ジオシンセティックス補強土壁の紹介 … 鈴木　健之
 86 部 会 報 告　アスファルトプラントの変遷（その 3）昭和 32 年～ 36 年 

 ………… 機械部会　路盤・舗装機械技術委員会（アスファルトプラント変遷分科会）
 90 部 会 報 告　平成 28 年度夏季現場見学会 福岡県伊良原ダム建設工事， 

大分県の大分川ダム建設工事 ………………………………………………… 建設業部会
 93 部 会 報 告　ISO/TC 127/SC 1/WG 5（ISO 5006 土工機械―運転員の視野） 

2015 年 9 月フランス・パリ市 国際作業グループ会議報告 ………………… 植田　洋一
 96 部 会 報 告　ISO/TC 127/SC 1/WG 5（ISO 5006 土工機械―運転員の視野） 

2015 年 12 月英国・ロンドン市 国際作業グループ会議報告 ……………… 植田　洋一
 98 部 会 報 告　ISO/TC 127/SC 1/WG 5（ISO 5006 土工機械―運転員の視野） 

2015 年 5 月フランス・パリ市 国際作業グループ会議報告 ………………… 高山　　剛



▲ ▲

協 会 活 動 の お 知 ら せ ▲ ▲

第 10 回 日本建設機械施工協会 研究開発助成について

1．研究開発助成の対象
建設機械又は建設施工（施工に伴う

調査を含む）に関する研究であって，
以下のいずれかをその目的として，新
規性・必要性・発展性が高いと判断さ
れるものを助成の対象とします。
①施工の合理化，生産性向上
②施工の品質管理
③建設工事における安全対策
④建設工事における環境保全
⑤災害からの復旧及び防災

⑥  社会資本の維持管理・保全技術の向
上又は合理化

⑦  その他建設機械又は建設施工に関す
る技術等の向上と普及

2．助成対象者
大学，高等専門学校及びこれらの附

属機関，もしくは法人格を有する民間
企業等の研究者及び研究グループ
3．公募期間

平成 28 年 9 月5日～ 10 月31日；終了

4．助成決定
平成 28 年 12 月中旬

5．助成期間
助成決定の翌日～平成 30 年 3 月31日
詳細問合せ先：
一般社団法人日本建設機械施工協会
研究開発助成事務局
TEL：03-3433-1501
FAX：03-3432-0289
http://www.jcmanet.or.jp/

2016 年版 日本建設機械要覧 電子書籍（PDF）版 発売のお知らせ

2016 年 3 月に発行した「日本建設機
械要覧」の，2 種類の電子書籍（PDF）
版を発売。PC，タブレット，スマートフォ
ンからアクセスでき，現場技術者の工
事計画の立案，積算や，機械技術者の
建設機械のデータ収集等に活用できま
す。購入は HP（http://www.jcmanet.
or.jp/）からお申込みください。

1．商品名，価格（3年間，税込）
・  日本建設機械要覧 2016 電子書籍
（PDF）版
会員 54,000 円／非会員 64,800 円

・  建設機械スペック一覧表 電子書籍
（PDF）版
会員 48,600 円／非会員 59,400 円

2．購入特典
Web サイト「要覧クラブ」において，

過去の日本建設機械要覧が閲覧，ダウ
ンロード可能。
詳細問い合わせ先：
一般社団法人 日本建設機械施工協会
TEL：03-3433-1501
http://www.jcmanet.or.jp/

日本建設機械施工協会「個人会員」入会のご案内

個人会員は，日本建設機械施工協会
の定款に明記されている正式な会員
で，本協会の目的に賛同され，建設機
械・施工技術に関心のある方であれば
どなたでも入会頂けます。
会費：年間 9,000 円
★個人会員の特典
○  機関誌「建設機械施工」を毎月お届

け致します。

  　本誌では，建設機械・施工技術に
関わる最新情報や研究論文，本協会
の行事案内・実施報告等のほか，新
工法・新機種の紹介や統計情報等の
豊富な情報を掲載しています。

○  協会発行の出版図書を会員価格（割
引価格）で購入できます。

○  シンポジウム，講習会，講演会，見
学会等，最新の動向にふれることが
できる協会行事をご案内するととも

に，会員価格で参加できます。
お問い合わせ・申込書の送付先
※  お申し込みには本誌差込広告ページ

の申込用紙をご利用ください
一般社団法人日本建設機械施工協会
個人会員係
TEL：03-3433-1501　
FAX：03-3432-0289
http://www.jcmanet.or.jp

平成 28 年度版 建設機械等損料表 発売のお知らせ

建設工事で使用される各種の建設機
械や建設設備等に関する機械損料諸数
値を掲載。工事費の積算や施工計画の
立案，施工管理等，いろいろな場面に
おいて有効・有益な資料です。
1．内容・特長
・  国交省制定「建設機械等損料算定表」

に準拠

・  機械経費・損料等に関する通達・告
示類を掲載

・  燃料・電力消費率を掲載
2．発売日

平成 28 年 5 月
3．体裁

A4 版，約 460 ページ

4．本体価格（送料別）
一般：8,640 円
会員：7,344 円

詳細問い合わせ先：　
一般社団法人 日本建設機械施工協会
TEL：03-3433-1501
http://www.jcmanet.or.jp
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巻 頭 言

ICT 導入による 
建設施工の生産性向上に向けて

渡　辺　和　弘

昨今，第 4 次産業革命というフレーズに触れる機会
が多くなってきた。ものづくり分野では，AI や IoT
導入による生産性革命と女性の活躍の機会の増大，こ
れらを支える人材育成と研究開発の推進が，重要な政
策課題の一つとなっている。建設分野に目を向ける
と，この 9 月に，政府の「未来投資会議」において，
第一弾として『建設現場の生産性革命』に向け，次の
方針が決定されたところである。「建設現場の生産性
を 2025 年までに 20％向上させる。そのため，3 年以
内に公共工事の現場で，施工・検査に至る建設プロセ
ス全体を 3 次元データでつなぐ新たな建設手法を導入
する。3K のイメージを払拭し多様な人材を呼び込む
ことで，人手不足も解消し中小の建設現場も劇的に変
わる。」というものである。

これに先立ち，国土交通省は，2016 年を「生産性革
命元年」と位置づけ，建設施工分野では「i-Construction」
と銘打って，トップランナーとして ICT 土工を強力
に推進してきている。この背景には，建設業従事者の
顕著な高齢化と，わが国が人口減少・少子高齢化の段
階に突入したことがある。建設業団体の試算による
と，2025 年までに 128 万人が離職し，90 万人の新規
入職を確保，35 万人分の省人化を達成する必要があ
り，そのため，若手技術者にとっての魅力の創出，女
性の進出できる環境の醸成等が急務であるとされてい
る。今まさに，『生産性革命』着手の機運が高まって
いるところである。

一方で，発注者側も，行政ニーズの多様化に伴い，
慢性的な人材不足に陥っている面は否めないといえ
る。工事の監督・検査を担うべき職員数に限界のある
中で，品質確保に向けた制度の充実による負担も高ま
り，受発注者相互の関係性からの生産性低下も大いに
危惧されている。施工技術のみならず，発注者側にお
ける監督・検査技術にも，今一層 AI や IoT を導入し，
生産性向上に寄与することが望まれている。施工者の
社内管理では既に導入されている画像共有システム等
の IoT を駆使したツールを，受発注者間の監督・検
査で活用する等の取り組みが，是非とも推進されるよ
う期待するところである。

ところで，今回の「i-Construction」の一連の施策は，
生産性向上を主たる目的とするものであり，90 年代後
半の「建設コスト縮減」の施策とは異なるものである。
生産性向上とコスト縮減とを混同することなく施策を推
進して頂きたいと考えている。一般に，生産性は，付加
価値労働生産性（＝付加価値額÷従業者数）で代表さ
れることが多く，他に，物的労働生産性（＝生産量÷従
業者数）の概念もある。付加価値労働生産性は，請負
型であり公共調達中心の土木施工の生産性の物差しと
しては，必ずしも実情を的確に表現できるとは限らない
とされているが，敢えて引用してみる。ICT 土工の導
入により，現場の多数の技能労働者が少数の技術者に
取って代わることにより，2 割の人員削減を達成できた
としても，人件費については相対的に高額な給与の技
術者の投入により，削減は困難であり，さらに IT 機器
への投資も考慮すれば，直接工事費が必ずしも減少す
るとは限らない。従って，付加価値分を含む一般管理
費も積算上は減少が見込まれ難いはずである。一方で，
現場では 2 割の人員削減が図られており，現場におけ
る一人あたりの付加価値労働生産性は確実に 2 割向上
していることとなる。生産性向上とコスト縮減は必ずし
も連動するものではない。生産性向上の取り組みにより，
建設施工現場が技術者にとって処遇面でも技術力発揮
の面からも魅力あるものとなることを期待している。

最後に，「近年，トンネル工に比べ土工の生産性向
上が相対的に遅れている」という土工関連技術者に
とって不名誉な状況があるが，戦後，他工種に先立ち
真っ先に「建設の機械化」により劇的な生産性向上を
図った工種こそが土工であり，その後，土工の成熟期
にトンネル工などの工種が追い上げる形で生産性を上
げたため前述の表現が使われたものと解している。い
ま，再び AI・IoT の導入により，土工が第 4 次産業
革命のフラッグシップを担うべき時期にさしかかって
いる。社会資本の整備の担い手であり，安全・安心な
地域の守り手である建設産業の健全なる発展のため
に，「i-Construction」施策の成就を願っている。

─わたなべ　かずひろ� �
（一社）日本建設機械施工協会　業務執行理事─
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CM 方式を活用した震災復興事業の現状報告
行政情報

渡　部　英　二

UR 都市機構では，東日本大震災で被災した市街地の早期復興に向けて，新たなマネジメント技術（復
興版 CM 方式）の構築を図っている。同技術を活用した復興まちづくりは，12 市町，19 地区で展開して
いる。いずれの地区においても，大規模な土工事が概ね完了し順次宅地の完成，移管を進めるなど，着実
に復興が進んでいる。とりわけ大規模な土工事を伴う高台移転地造成においては，マネジメント技術の活
用による施工効率の最大化等，大幅な工程短縮が実現できている。
キーワード：震災復興，高台移転，機械土工，土工計画，工程短縮，CM 方式，官民連携

1．はじめに

UR 都市機構では，東日本大震災で被災を受けた市
町からの要請を受けて，復興市街地の整備及び災害公
営住宅の建設を実施している。現地に震災復興支援本
部（盛岡市，仙台市の 2 か所）及び震災復興支援事務
所（12 か所）を設置し，平成 28 年 9 月現在，460 名
体制で業務を進めている。

復興市街地整備事業の実施に当たっては，早期復興
を実現するために，多くの事業地区に関わるなど UR
都市機構の人的資源を有効に活用するとともに，より
上流側から官民連携で事業を進めるためのマネジメン
ト技術を構築した復興版 CM 方式を導入している。
復興版 CM 方式は，発注者である UR 都市機構が，
受注者とプレコンストラクションサービスを含む調
査，測量，設計及び施工を一体的に契約することで，
双方の連携による関係者等調整の推進，民間の優れた
施工技術や調達能力の活用による工程短縮を目指した
ものである。

東日本大震災からの復興に向けて，平成 28 年度か
ら「復興・創生期間」を迎えている中で，UR 都市機
構が実施する復興市街地の整備については，高台移転
地等における大規模な土工事が概ね完了し，整備スケ
ジュールを遵守しながら，順次自立再建のための宅地
の完成，引渡しを進める状況となっている。

本稿では，復興版 CM 方式の意図や狙いを簡単に
紹介したうえで，概ね工事が完了した大規模造成に焦
点を当てて，新たなマネジメント技術を導入した効果
等について紹介する。

2．マネジメント技術の構築

（1）復興版 CM 方式
復興市街地整備の開始に当たっては，高台移転希望

等，地元の意向を踏まえて策定される整備計画が変動
する可能性が高いこと，物価の高騰や労務，資材，機
械の調達が逼迫していることなどから，着工時期や工
程が大きく遅延する要素を抱える状況下にあった。こ
うした中で早期復興を実現するためには，様々な知恵
と工夫を凝らし工程短縮や工程遅延を回避する仕組み
の構築が不可欠であった。一方では，公共事業として
の性格に鑑みて，適正なコストでの整備の実施やコス
ト縮減の追及，透明性や公正性の確保，品質や安全の
確保，地元経済への貢献等についても満足できる仕組
みが必要であった。復興版 CM 方式は，こうした発
注者ニーズを具現化するために構築したもので，アッ
トリスク型のコンストラクションマネジメントを基調
とした事業執行システム（図─ 1）である。事業執行
システムとしては，設計・施工の一体的実施に加えて，
マネジメント業務の包含，コストプラスフィー契約及
びオープンブック方式の導入等を図っている。

さらに，事業執行システムを現場で運用させるため
には，新たな試みであり実施経験もないことから，具
体的な実施方法等を決めることが不可欠な状況であっ
た。そのために事業執行システムと関連づけて，様々
な実務ツールの整備（図─ 1）を図っている。業務全
体の進め方を規定した基本協定書，コストプラス
フィー契約やオープンブック方式を行うための実施基
準，適切な専門業者選定を行うための選定基準である。

特集＞＞＞　土工
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（2）事業執行体制
復興版 CM 方式のもとで事業を円滑に進めるため

には，事業主体である地方公共団体，一体的な業務の
発注者である UR 都市機構，受注者（コンストラクショ
ンマネジメント実施者で，以下「CMR」という。）が，
相互に連携することが不可欠であり，各々の役割分担
を明確にした事業執行体制（図─ 2）を構築している。
UR 都市機構は，関連する他事業を含む計画調整や事
業全体のコントロールを行う。CMR は，調査，測量
及び実施設計を含んで施工に係るマネジメント及び専
門業者の選定，契約を行うものである。なお，専門業
者の選定においては，地元企業の活用を図るものとし
ている。

（3）導入地区
復興版 CM 方式は，平成 24 年 10 月に契約を締結

した女川町を皮切りに，12 市町，19 地区で展開して
いる（表─ 1）。UR 都市機構が実施している土地区画
整理等の復興市街地整備事業は，いずれも規模が大き
いものであり，市町から受託している内容も計画策定
段階から事業完了段階までのフルパッケージである。

3．マネジメント技術の展開

（1）主な地区（地域）の土工規模
高台移転地造成を伴う震災復興市街地整備事業は，

大規模な土工事（表─ 2）を伴っているのが特徴であ
る。なかでも切土量が 100 万 m3 を超えるものが 7 地
区（複数地区の運土計画を一体的に行っている場合に
は，1 地区としてカウント）に及んでおり，陸前高田
市高田・今泉地区では 1,000 万 m3 を超えたものとなっ
ている。また，地区別に見た切土量，盛土量の収支は，
バランスを基本としつつも現況地形や使い勝手を考慮
した宅盤高の設定等で，不足土の場外からの搬入，余
剰土の場外搬出と多様なものとなっている。

（2）施工効率の向上
大規模な土工事を効率良く進めるためには，施工効

率を向上させ最大化を図ることが不可欠である。マネ
ジメント技術は，こうした施工効率の最大化（図─ 3）
に向けて広く展開されている。具体的に展開されたマ
ネジメント技術は，以下の通りである。

①  制約条件の解除や効率良く土量配分や運搬を行う
ための各種調整における発注者，受注者の連携

図─ 1　事業執行システムの構築

図─ 2　事業執行体制

表─ 1　CM方式導入地区

市町名 地区名 契約日
女川町 中心部地区，離半島部地区 H24.10.19
東松島市 野蒜北部丘陵地区 H24.11.02
陸前高田市 高田地区，今泉地区 H24.12.10
山田町 山田地区，織笠地区 H25.04.16
宮古市 田老地区 H25.06.14
大槌町 町方地区 H25.06.21
気仙沼市 鹿折地区，南気仙沼地区 H25.07.10
南三陸町 志津川地区 H25.07.24
大船渡市 大船渡駅周辺地区 H25.10.18
釜石市 片岸地区，鵜住居地区 H25.10.29
いわき市 薄磯地区，豊間地区 H25.11.12
山田町 大沢地区 H25.11.26
石巻市 新門脇地区 H26.03.27

表─ 2　土工規模の大きな地区（地域）

地区 切土（万m3） 盛土（万m3） 搬出入
女川町中心部 410 583 搬入
東松島市野蒜北部丘陵 560 280 搬出
陸前高田市高田・今泉 1,200 1,200 バランス
山田町山田・織笠 370 110 搬出
宮古市田老 100 100 バランス
南三陸町志津川 420 420 バランス
いわき市豊間・薄磯 260 220 搬出
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②  マイルストーンや調達計画を織り込んだマスター
スケジュール等，工程管理ツールの整備，管理

③  地区の地形状況や施工を取り巻く周辺環境の入念
な分析，分析結果を踏まえた施工段階における工
夫

特に，地区の実情に応じてケースバイケースで様々
な工夫を凝らすことで，施工ヤードの拡大や制約条件
の解除等が図られ，ベルトコンベアや大型機械のフル
稼働が可能となっている。

復興版 CM 方式を導入した地区おけるベルトコン
ベアの稼働状況（表─ 3），大型機械の稼働例（表─ 4）
を示した。こうした設備や機械の導入が，復興市街地
整備事業のスピードアップに著しく貢献したものであ
る。また，ベルトコンベアについては単なるスピード
アップに留まらずに，一部の地区では児童，生徒の通

学路の安全確保や周辺環境の保全等に対しても有効手
段となっている。

4．マネジメント技術の導入効果

大規模な土工事については，施工効率を向上させる
ことで大幅な工程短縮が図られたが，復興市街地整備
事業全体に眼を転じると，発注者及び受注者が連携し
て関係機関調整，周辺工事との調整，各種ライフライ
ン調整を効率良く進めたこと，受注者の施工能力や調
達能力を最大限に発揮し得たことが工程短縮に大きく
貢献している。さらには，設計・施工一体型の利点を
活かした究極のファストトラック方式が，大幅な工程
短縮に繋がっている。こうしたように復興版 CM 方
式は，大幅な工程短縮等を実現するために導入したも
のであるが，意図した効果が十分に発揮できるものと
なっている。

東北復興は，女川町中心部地区における駅や商業施
設の開業（写真─ 1），東松島市野蒜北部丘陵地区に
おける仙石線の全面再開や駅の開業（写真─ 2）を始
めとして多くの地区でまちびらきがなされ，また，高

表─ 3　ベルトコンベア稼働状況

諸元 単位
野蒜北
部丘陵

今泉 織笠 山田

ベルト幅 mm 1,800 1,800 900 900
ベルト速度 m/ 分 120 250 90 100
最大運搬能力 m3/ 日 9,200 21,500 2,500 3,000
設置延長 m 1,215 2,985 224 300
搬出土量 万 m3 310 756 50 93
実稼働期間 月 12 17 14 11

表─ 4　大型機械の稼働例

機種 現場で稼働した主な規格
バックホウ 5.0 m3，6.3 m3

ホイールローダ 11.5 m3，12.0 m3

ダンプトラック 32 t，36 t，40 t，50 t，52 t，60 t

図─ 3　施工効率の最大化

写真─ 2　東松島市野蒜北部丘陵地区の状況

写真─ 1　女川町中心部地区の状況
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写真─ 3　宮古市田老地区の状況

台移転地の全宅地の引渡しが完了した宮古市田老地区
（写真─ 3）を始めとしてすべての地区で宅地の引渡
しが計画的に進められるなど，いずれの地区において
も復興まちづくりが着実に進んでいる。

5．おわりに

復興版 CM 方式は，事業の上流段階から民間の技
術力を活用することで，体制の確保が困難な発注者に
おいても事業のスピードアップ等の発注者ニーズが実
現できるものである。発注者と受注者が連携できる環
境，受注者が有する施工能力や調達能力をフルに発揮
できる環境を整えることは，今後，複雑な事業や急を
要する事業が生じた場合に，大きな効果を発揮するも

のと思われる。その際には，震災復興事業で導入した
マネジメント技術やその一部を活用することが有効な
場面もあると思われる。こうした状況に臨機に対応す
るためにも，復興版 CM 方式の経験や評価を通して
公共調達技術として発展させていくことや公共調達技
術をデザインできる技術者の育成を図ることが重要で
ある。公共工事におけるマネジメントの活用は，十分
に浸透したと言える段階になく，今後，発注者と受注
者の意識改革が進んでいくことを期待している。

最後に，震災の発生から 5 年余が経過したが，未だ
復興の途上である。UR 都市機構としても，現場で生
じる様々な課題に迅速に対応し，事業完了に向けて全
力を傾ける所存である。平成 28 年度には，集中復興
期間から復興・創生期間と新たなステージを迎えてい
る。中心市街地のビルドアップの促進等，真の意味で
の復興に向けて関係機関と連携を図りながら，引き続
き支援を行っていきたいと考えている。

 

［筆者紹介］
渡部　英二（わたなべ　えいじ）

都市再生機構
復興支援統括役
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「機械の声を聞く」i-Construction を含有した 
総合的建機ソリューションの提供
Cat Connect Solution の提案

本　郷　　　毅

i-Construction により建機を使用した現場の生産性は向上するが，施工管理のみでなく，機械管理，生
産管理，安全管理の分野を総合的に提供するソリューションとして Cat Connect Solution を提案する。
キーワード：i-Construction，ICT 建機，3D，アップグレード

1．はじめに

4 月独ミュンヘンで開催された「BAUMA 2016」
に久々に訪れた。このBAUMAは世界で開催される，
多くの建設機械機展示会の中でも，全世界の新技術が
発表される場として，常にその斬新性で注目を集めて
いる。3 年毎開催の今回の目玉はズバリ「建機搭載デ
ジタルテクノロジー祭り」の様相であった。国産メー
カーはもとより，米国や欧州メーカー，そして測器メー
カーの出展ブースは大変な賑わいを見せていた。中で
もひときわ多彩なデジタルテクノロジーの数々を展示
していたキャタピラー（以下「当社メーカ」という）ブー
スには「Cat Connect」（以下「本システム」という）
という文字が大きく躍っていた。

当社メーカのディーラーは全世界に約 180 社ある。
そのうち 100 社を超えるディーラーが総合的建機ソ
リューションである本システムを導入している。それ
ぞれのディーラーが，それぞれの国で，お客様の環境
に合わせたテクノロジーを組み合わせて，お客様の仕
事を効率化するための最適なソリューションを展開し
ている。日本においても，生産性を上げる為に現場ベ
テラン従事者の豊富な経験と知識に頼るのではなく，
現場の状況を的確に把握し問題の顕在化やその具体的
な対処において，これらテクノロジーの活用の場は多
く存在すると考えている。

我々日本キャタピラー（以下「当社」という）はディー
ラーである。日本においてメーカとディーラーの関係
はメーカが戦略を立案し，ディーラーがそれを実行す
るというのが一般的である。しかしながら，当社の資
本が 100％外資になったのに伴い，この関係性も変化
をしており，日本における戦略の立案と実施が当社に
課せられたミッションである。本レポートではメーカ

提供による技術も当社技術として紹介する。
お客様（＝現場）に最も近いディーラーという立場

を生かし，建設産業を取り巻く様々な課題に対し，総
合的なソリューションを本システムという名で提案す
る。

海外のテクノロジー機の出荷状況
【参考】日本においては，約 14 万台の当社製品が稼働
しており，そのうち約 3 万台が，すでに Connect（接
続）している。日本国内においては，2D，3D 機能を
もつ IoT 建機は i-Construction の導入で一気に認知度
があがったが，米国や豪州では既に半分近くを IoT
建機が占めている。

2．総合的建機ソリューションの概要

総合的建機ソリューションのイメージ図を示す（図
─ 2，3）。

Connect とは日本語に訳すとツナガルという意味で
あり，当社の最新テクノロジーを搭載した建設機械か
ら発せられた様々な情報は，現場に従事する人だけで
なく，関係する全ての人に「つなげる」ことが可能と

特集＞＞＞　土工

図─ 1　油圧ショベル出荷比率
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なる。これにより，リアルタイムに機械と人，人と現
場がつながり，お客様に最適なソリューションをタイ
ムリーに提供する事が可能となった。このサービスの
総称を本システムと呼んでいる。

このサービスは 4 つの大きな要素で構成されてお
り，「機械管理」「生産管理」「施工管理」「安全管理」
に大別される。従来からその単一要素を使ったサービ
スは存在していたが，ICT の活用により 4 つの側面
を統合的に管理する事が可能となった。建設現場は
日々状況が変化しており，問題を解決する要因は様々
である。例えば…日々の生産性が上がってない⇒施工
面？機械管理面？それぞれの原因を多角的に原因追究
する事が可能となる。又，機械の突発的な故障が発生
した場合，日々の生産・施工への影響を即座にシミュ
レーションし，その後の施工計画の見直しをする事が
出来る。

これらの情報は，クラウドサービス「VisionLink（ビ
ジョンリンク）」を通じて得ることが出来，当社の機
械のみならず各社メーカーの機械の情報も得る事が出
来る。その情報を使って，機械の位置や稼働状況の把
握に留まらず，現場の生産性，施工の状況，そして安
全についても「見える化」することが可能となった。

3．施工を管理する（施工の進捗／設計変更）

ICT 技術を活用した情報化施工は，従来の勘や経験
に頼った施工から脱却し，省人化・熟練工不足にも対
応できる大きな機会である。しかし，i-Construction
で使用が求められる 3D マシンコントロール，マシン
ガイダンス仕様の建機は標準機と比べて高価である。
もちろん，i-Construction で施工される現場の単価は
この費用を考慮してはいるが，お客様から投資に踏み
切れないとの言葉も聞く。この状況に対して当社は

「アップグレード」というソリューションを提供して
いる。これは，3D で使用することが可能なように，
出荷時に各種センサーが取り付けられ，配線の取り回
しもされている。このため，標準機を 3D に改造する
ことと比べて極めて低コストかつ短時間でセットアッ
プが可能である。当社ではこれらの仕様を油圧ショベ
ルでは CGC，ブルドーザ，モータグレーダでは ARO
という名称で発売されており，既に数年前から日本市
場に投入している。

3D は機械の位置・方角が設計面と常にリンクし，
施工の進捗も記録できるほか，丁張りも不要となり，
大規模な現場や複雑な地形での作業の効率化に大いに
役立つ。

また，2D は少ない初期投資で，作業効率を改善，
小規模な現場や単純な地形での作業等，あらゆる現場
で精度向上が図れる。更に，座標軸を持った 3D 機と
組み合わせることにより，相対測地の 2D 機の施工現
場の品質安定も実現出来る。

土工用コンパクターでは転圧回数を記録／可視化す
る事によって，転圧ムラや過転圧による施工時間の無
駄を省くことができる技術が市場投入されているが，
当社製品でも提供している。

これらの技術の普及は，勘や経験に頼らず一定の精
度を維持する事が可能となることから，熟練オペレー
タ不足への対処という課題にも一役買うはずである

（図─ 4）。
施工管理の一例を紹介する。図─ 5 は画面右側が

海岸線，上側が仙台空港となる当社岩沼 ICT センター
を VisionLink 画面上に表示したものである。

ここは東日本大震災により壊滅的被害を受けたが，
2013 年に岩沼 ICT センターとして復活を遂げた。そ
の ICT センターでデモ用作業場を製作するために 3D
起工測量，データ作成・管理，ICT 建機による施工
を行った例である。設計図面を入力し 3D 化したも
の，つまり予め想定した切盛土の施工計画に則して，
実際の施工状況が表示されている。設計通りの施工高

図─ 2　CAT�CONNECT�SOLUTIONS　概念図

図─ 3　CAT�CONEECT�SOLUTIONS　技術一覧
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を表すon Gladeが緑，設計高との差異が0.2 m，0.1 m，
0.05 m の場所をそれぞれ濃赤，赤，ピンクで表現し
ている。もちろん車載モニターから確認できるが，こ
の画面は私自身が VisionLink を通して当時の施工進
捗を，東京本社の自分の席で毎日確認していたもので
ある。

本年 4 月より国土交通省が推進する「i-Construction」
がスタートした。15 の基準及び積算基準を見直し，
従来の情報化施工がリニューアルされた。例年 1200
件以上ある直轄工事の 20％程度の発注が見込まれ，

既に多くの i-Construction 施工が各地で実施されてい
る。当社の総合ソリューションにおける ｢施工管理｣
は，「i-Construction」に対して，それぞれ 6 つの段階
に分けて一貫してサポートが可能となる（図─ 6）。

4．  生産を管理する（積込量／運搬量／生産
効率）

積込や運搬に関わる作業量の計測は，従来，重量計
を現場に持ち込み実際の荷重計測を行うことが必要で
あったが，各種センサーが取り付けられた最新の建設
機械に於いては，遠隔でその情報を取得する事が可能
である。生産管理機能では機械一台毎に積込・運搬デー
タを取得し，一日の生産量を管理することができる。

この他に VisionLink で閲覧可能な情報には，運搬
回数や運搬距離，サイクルタイムなどがあり，現場内
の最適な機種編成や運搬走路の検討が可能となる。

又，取得した燃料消費量や稼働時間の情報を加味
し，燃料 1 リットル当たりの生産量を容易に把握でき
る。これによって，お客様の生産性向上やコスト削減
に向けた，最適な機種選定や現場効率の改善提案が可
能となる（図─ 7）。

図─ 4　施工管理　概念図

図─ 5　施工管理画面

図─ 6　i-Construction 対応図

図─ 7　生産管理画面

図─ 8　ペイロード画面
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生産管理機能ではキャブ内に搭載されたモニターに
より，積込車両の積込量を管理できる。また，ダンプ
トラックの積荷重量や積込機の積込回数も見易い画面
で「見える化」することができ，規定重量を設定する
事により過積載の把握が容易となり，その防止に役立
てることが出来る（図─ 8）。

更に VisionLink は，日・週・月毎に作業量を管理
することも可能であり，積込機のエンジンハイアイド
ル時とアイドル時の作業量を同時にグラフ化すること
により，無駄なダンプ待ち時間の短縮や，現場内に潜
在的に存在する非効率要素を顕在化することが出来
る。

5．  機械を管理する（稼働時間／位置／燃料
消費）

過去より当社が提案してきた機械管理は，S.O.S（定
期オイル分析サービス）や豊富な修理歴から得られる
修理予測等，定性的かつ定量的なデータを基に，知識
と経験を持ったメカニックによる機械点検／修理を組
み合わせる事によって，未然に故障を防ぐ「予防整備」
であった。

現在の ICT 建機は，機械に備えられた自己診断シ
ステムからのデータを豊富に蓄えており，その情報を
リアルタイムで把握する事により，従来からの「予防
整備」に加え，機械不具合の兆候を把握する事はもと
より，その原因を把握する事が可能となってきた。

当社が提供する機械管理サービスは，以下の 5 つの
要素から構成されている（図─ 9）。
①電子データ

ProductLink （PL）を通じて取得し，稼動時間／場
所／不具合情報が遠隔地でもリアルタイムに把握出来
る。

又，運転／操作情報の記録から，不具合に至る原因
究明に役立てることが出来る。
② S.O.S 分析

定期的なオイルや冷却水等の分析結果。目に見えな
い機械内部の摩耗や劣化の状態を把握。故障の兆候を
早期に発見することが出来る。
③インスペクション

プロメカニックによる機械点検情報。機械の性能維
持に必要な項目を網羅した点検は，数値化出来る計測
項目だけでなく，目視による点検項目も映像として記
録。
④修理歴データ

新車納入時からの車両の生涯修理歴データを記録。

その履歴情報を分析する事により，故障発生時の原因
究明やその後の予防整備に役立てる。
⑤サイトコンディション

メンテナンス実施状況や運転操作状況等の機械情報
に限らず，車両の稼働する現場環境の情報を記録。機
械を取り巻く環境についてもデータ化する事により，
現場にあった運転操作や，機械に合った現場改善に役
立てる。

2015 年 11 月に当社秩父ビジターセンターに設立し
たコンディションモニタリングセンターでは，全国で
稼働する全ての車両のデータを総合的に収集／分析
し，お客様の機械稼働の最大化，コストの最小化を実
現するサポートを行っている。

図─ 10 はその秩父ビジターセンターにある車両を
VisionLink で閲覧した画面である。

地図上にプロダクトリンクで取得した車両の稼動場
所が示されている。

これらの車両から，車両の識別や資産番号，シリア
ル，保有者，稼働時間情報と共に，車両側で発生して
いる様々なイベント（出来事）や不具合情報がリアル
タイムに送信される。その情報の一部はスマートフォン

図─ 10　所在情報

図─ 9　機械管理概念図
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へも配信可能で，どの様な場所であっても VisionLink
画面を通して機械情報の取得が可能となった（図─
11，12）。

6．安全を管理する（警告／異常）

お客様は車両毎に必要な警告情報を選択し受信する
事が出来る。機械から発せられる警告や異常は常に機
械側に原因があるとは限らない。警告データの蓄積に
より，その要因は機械にあるのか，作業現場にあるの
かを特定し，その原因を取り除く事が出来る。これに
より作業員の安全を確保することが可能となる。

又，VisonLink 画面の地図上で任意の境界を設定す
る事が可能である。現場内に境界を仮想設定すること
で危険個所への侵入を防ぎ，車両の盗難防止等に役立
てることが出来る。

機械から発せられる異常や警告のデータは，車両の
状況をリアルタイムに把握する事だけでなく，その記
録を基に不安全行動への対処にも利用できると考えて
いる。今まではオペレータだけに発せられていた警告

（例：シートベルト未装着警告など）が現場内で共有
できるようになり，不安全行動の把握やハザードマッ

プの作成等もでき，現場における事故災害を未然に防
ぐ事に役立つ（図─ 13）。

7．ICT 建機ラインナップの展開

当社の海外販売店では ICT 建機と呼ばれる製品ラ
インナップとして，以下の様な商品を販売している。
海外では生産性の向上という観点から，2D，3D の機
能が以前から求められてきたため，製品ラインナップ
が多彩である。日本国内への導入は，お客様のニーズ
や適合性等の検証が必要であるが，世界の優れた技術
をできるだけ導入したいと考えている（図─ 14）。

8．総合的なソリューションへの期待と自覚

去る 7 月 12 日より 3 日間に亘り，秩父ビジターセン
ターにて「Solution Days」と称して i-Ccnstruction の
普及も含めた「ICT セミナー」を開催した（写真─ 1）。
多くのお客様に足を運んで頂き当社のテクノロジーの
数々を披露させて頂いた。その中でお客様の当社に対
する期待を強く感じ，改めて気を引き締めた。海外に

図─ 11　イベント情報

図─ 12　コンディションモニタリングセンター

図─ 13　安全警告

図─ 14　ラインナップ
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比べその歩みは決してトップランナーのそれではない
国内に於いて，「どのように ICT を見せて，説明して
いくのか？」という問いに改めて向き合っている。

9．おわりに

4 月に情報化施工担当に着任し，その時期を境にし
て多くのプレスから取材や各地で講演をさせて頂い
た。建設産業と建設機械にスポットがあたっている今
こそ，わが業界の大きなチャンスであり，現場へ提案
出来る大きな機会と強く感じている。今後も，日本建

設機械施工協会の委員会や各支部での活動に参加しな
がら，海外で導入されているソリューションの紹介に
努め，当社が提唱している「機械の声を聞く」という
大きな波をお伝えしていきたいと感じている。

 

［筆者紹介］
本郷　毅（ほんごう　つよし）
日本キャタピラー
執行役員 広域営業事業部長 兼 情報化施工推進担当
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i-Construction における 
重機 ICT コミュニケーション
ライカ アイコン テレマティックス

高　木　徳　雄

国土交通省 i-Construction がスタートし建設業界に次々と新しい技術が導入される昨今，情報化施工技
術の進化もまた目覚ましい。今後予測される建設業界の人員不足を補完し，土工現場における施工効率と
安全性を向上させるためのマシンガイダンス・マシンコントロールシステムのコミュニケーション機能を
使った最新動向を紹介する。
キーワード：  土工，油圧ショベル，ブルドーザー，マシンガイダンス・マシンコントロール，三次元デー

タ，通信機能，遠隔管理，運行管理

1．はじめに

i-Construction では，従来工法による測量・丁張り・
トンボ等を使った施工方法に代わり，起工測量～設計・
施工～出来形確認・管理を一貫して三次元データで行
うが，ここで必須となる 3D MG/MC（マシンガイダ
ンス／マシンコントロール）システムが重機オペレー
タの作業効率を一気に向上させるソリューションであ
る事は周知の事実である。完全な三次元データと高精
度の GNSS を搭載した 3D MG/MC システムを導入
し，油圧ショベルではキャビン内に設置されたコント
ロールボックスの表示器にターゲット面とバケット刃
先位置をグラフィックで示す事でオペレータは丁張り
を不要とする。ブルドーザーの場合ブレード最下点が
設計データの高さ通りに自動で上下するマシンコント
ロール機能を使えば，重機操作が非常に簡単になり高
精度な高速施工が可能となる。これが 3D MG/MC の
基本的なメリットであるが，ICT コミュニケーショ
ンによってさらに利便性がアップする。

2．  重機 ICT コミュニケーションの機能とメ
リット

土工現場における重機に搭載された 3D MG/MC の
通信機能はシステムメーカー各社が提供しているが，
以下“Leica iCON telematics（ライカ・アイコン・テ
レマティックス）”（重機 ICT コミュニケーション）
の主な機能について説明する。

（1）View

重機キャビン内に設置されたコントロールボックス
に表示されている画面を携帯回線や WiFi などの通信
チャネルを使って事務所の PC で共有することができ
る（図─ 1）。これにより遠隔で現場状況をリアルタ
イムで把握しデータ共有することで，施工時の問題な
どに対してアドバイスなどを与えることができる。ま
た，オペレータがシステム操作について不明点がある
場合や操作ミスによりトラブルになった場合でも，販
売代理店やシステムメーカーがリモートサポートする
ことができる。この機能によりトラブル発生から解決
までの時間を大きく改善することができる。

（2）Sync

三次元設計データの変更などがある場合でも遠隔操
作でデータを送信・更新することが可能になる。これ
まで設計変更などがあった場合に USB メモリーなど
でデータの受け渡しをしているとすれば大幅に効率を
アップすることができる。重機オペレータ側で現場状
況に応じて設計データ変更を加えた場合にも逆に事務

特集＞＞＞　土工

図─ 1　View：通信システムによるリモートアクセス
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所側のデータへフィードバックすることができる（図
─ 2）。

（3）Track

Google マップなどの地図データサービスなどで提
供されるマップ情報に対して，設計データをかぶせて
表示させ，なおかつ重機位置をリアルタイムで示す事
ができる機能である（図─ 3）。また，タイムスタン
プを確認することで重機の位置履歴を把握することが
できる。

3．システム構成

油圧ショベルのバケット・アーム・ブームに取付け
られた角度センサーとキャビン内のコントロールボッ
クスを CAN ケーブルで接続すると同時に，GNSS と
アンテナからの位置情報を取り込む（図─ 4）。ブル
ドーザーも同様にブレードに取付けられた角度セン
サーとコントロールボックスを接続する。GNSS をブ
レード上に取付けることでブレード刃先位置がリアル
タイムに表示される。

コントロールボックスに搭載されている通信モ
ジュールとしては SIM カード利用の携帯回線と WiFi
があり，クラウドコンピュータを介してデータ通信す
る。現場で使用される重機に搭載されているコント
ロールボックスに三次元設計データをインプットし現
場座標値を把握することでリアルタイムに設計面と現
況との差を表示する。

図─ 2　Sync：現場事務所やオフィスと重機間で双方向のデータ通信

図─ 4　3Dマシンガイダンスシステム構成図

図─ 5　��A）単独GNSSシステム�
B）クラウド利用による通信システムのイメージ図�
C）各重機の稼働状況集計データ

図─ 3　Track：地図データ上で重機位置を把握
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4．拡張機能と統合運行管理

3D MG/MC が搭載されている重機だけでなく，そ
れらが搭載されていない重機についても運行管理がで
きるシステムを紹介する。

スタンドアローン（単独設置）タイプの GNSS モ
ジュールをダンプトラックなどに搭載し，運行情報を
リアルタイムで把握することができる。これは位置情
報だけでなく重機のエンジン振動をセンサーで感知
し，実際に動いているのかアイドリングしているだけ
なのかも把握することができる上に，計画土量に対す
る実際の土の動きを比較したデータも確認できるた
め，現場のリアルな統合運行管理を可能にする画期的
なシステムである。スマートフォン等のアプリで自由
にアクセスできる利便性もある（図─ 5）。

5．おわりに

3D MG/MC が必須となった i-Construction の現場
をさらに進化させる重機 ICT コミュニケーション
は，今後ますます利便性を追求される事になるが，最
先端の機器と通信ネットワークを活かしたシステムで
さらなる省力化・省人化・安全性向上に寄与する。

 

［筆者紹介］
高木　徳雄（たかぎ　のりお）
ライカジオシステムズ㈱
マシンコントロール事業部
事業部長
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加速度応答システムの適用性評価

橋　本　　　毅・茂　木　正　晴・梶　田　洋　規

振動締固め機械の振動挙動が接している地盤の剛性に影響を受けることを利用し，振動締固め機械に搭
載した加速度計の信号を解析して地盤剛性を推定するシステムが，振動ローラや前後進コンパクタなどで
商品化されている。このシステムは地盤剛性を面的に施工しながら確認できるため，効率化や省力化など
を可能とする技術として注目されている。
（国研）土木研究所では民間企業 10 社と共同で「盛土施工手法及び品質管理向上技術に関する共同研究」

を平成 23 ～ 25 年度に実施し，国内で商品化されている複数のシステムの地盤剛性測定器としての適用性
を調査してきた。本報ではその実験結果について報告する。
キーワード：締め固め，振動ローラ，振動コンパクタ，加速度応答システム

1．はじめに

振動ローラや平板式振動コンパクタなどの振動締固
め機械の振動挙動は，接している地盤の剛性の影響を
受ける。このことを利用し，振動締固め機械に搭載し
た加速度計の信号を解析して地盤剛性を推定するシス
テムが，これまで大型の振動ローラや小型の前後進コ
ンパクタなどで商品化されている。このシステムは国
内では一般的に「加速度応答システム（以下「システ
ム」という。）」と呼ばれ，地盤剛性を面的に（多点で），
かつ締固め施工を行いながら確認できるため，品質の
確保や地盤剛性計測作業の省力化などを可能とする技
術として注目されている。

現在，世界の各メーカから様々なシステムが商品化
されているが（表─ 1，2），すべて振動締固め機械の振
動部に取り付けた加速度計からの信号を各メーカ独自

の手法で解析し，地盤剛性推定値をリアルタイムで表
示するものである。振動ローラ用システム（図─ 1）で
は車載 PC 等にて結果を記録し，GNSS 等による位置情
報と組み合わせることが可能であるメーカが多い。一方
前後進コンパクタ用システム（図─ 2）では，現在は記
録や位置情報とのリンクを行うことができず，解析結果
を機体に登載された複数の LED などによりオペレータ
に表示している（点灯個数が多いほど剛性が高い）。
（国研）土木研究所では民間企業 10 社と共同で「盛

土施工手法及び品質管理向上技術に関する共同研究」
を平成 23 ～ 25 年度に実施し，その中で国内で商品化
されている複数のシステム，複数の振動締固め機械，
複数の土質条件によるシステムの表示値と地盤剛性と
の関係を同一の実験条件下で測定し，システムの地盤
剛性測定器としての適用性を調査してきた。本報では
その実験結果について報告する。

表─ 1　主な振動ローラ用加速度応答システム

システム名 α CCV Evib ACE DCA CMV CompAnalyser HCQ

メーカ
αシステム

研究会
（日本）

酒井重工
（日本）

BOMAG
（ドイツ）

AMMANN
（スイス）

Dynapac
（スウェーデン）

Caterpillar
（米国）

VOLVO
（スウェーデン）

HAMM
（ドイツ）

表─ 2　主な前後進コンパクタ用加速度応答システム

システム名 COMPASS ECONOMIZER ACE COMPATROL

メーカ
三笠産業
（日本）

BOMAG
（ドイツ）

AMMANN
（スイス）

Weber
（ドイツ）

特集＞＞＞　土工



18 建設機械施工 Vol.68　No.11　November　2016

2．実験概要

（1）使用システム・使用締固め機械
実験では国内で入手が可能なシステム，締固め機械

を使用した。本実験で使用したシステムの詳細情報を
表─ 3，4 に，締固め機械の仕様を表─ 5，6 に示す。

（2）実験土質・実験パターン
本実験で使用した土の物理特性を表─ 7 に，粒径

加積曲線を図─ 3 に示す。また，実施した実験パター
ンを表─ 8 に示す。実験は，本共同研究全体の計画
や予算の都合等により，表─ 8 の全パターンについ
て実施できなかったが，多くの条件によるデータを取
得できた。

（3）実験フィールド
実験は写真─ 1 に示す土木研究所土工実験施設内

の実験ピット（幅 5 m，長さ 44.8 m，深さ 4 m）を使
用した。ピット底面の影響を受けないように，振動ロー
ラの場合は，山砂を用いてピット底面より高さ 2.8 m

表─ 3　実験に使用した振動ローラ用加速度応答システム

システム名 α CCV Evib

メーカ
αシステム

研究会
酒井重工 BOMAG

出力値 乱れ率 CCV 値 Evib 値

表─ 4　実験に使用した前後進コンパクタ用加速度応答システム

システム名 COMPASS ECONOMIZER
メーカ 三笠産業 BOMAG
出力値 LED 点灯個数 LED 点灯個数

表─ 5　振動ローラ仕様

メーカ 酒井 BOMAG
型式 SV512D BW141AD-4AM
総質量 （kg） 11050 8700
振動輪荷重（kg） 5700 4550
起振力 （kN） 226 144
振動数 （Hz） 27.5 45
締固め幅 （m） 2.13 1.5
搭載システム α，CCV α，CCV，Evib

表─ 6　前後進コンパクタ仕様

メーカ 三笠 三笠 BOMAG

型式
MVH-306
DSC-PAS

MVH-406
DSC-PAS

BPR45/55D

総質量 （kg） 330 410 396
起振力 （kN） 45 50 45
振動数 （Hz） 73 73 70
締固め幅 （m） 0.445 0.5 0.55
実験 F 溝幅（m） 0.5 0.55 0.6

搭載システム
COM
PASS

COM
PASS

ECONO
MIZER

図─ 1　振動ローラ用システム概略

図─ 2　前後進コンパクタ用システム概略

表─ 7　材料の物理特性

呼称 土質（1） 土質（2） 土質（3） 土質（4）
土粒子密度ρs

（g/cm3）
2.647 2.666 2.675 2.681

最大粒径 Dmax

（mm）
9.5 9.5 9.5 19.0

細粒分含有率
Fc（％）

4.3 14.8 15.3 33.4

最大乾燥密度
ρdmax（g/cm3）

1.571 1.625 1.674 1.666

最適含水比 wopt

（％）
18.2 17.8 16.0 18.8

注）最大乾燥密度，最適含水比：JIS A 1210 A-c 法

図─ 3　粒径加積曲線
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まで十分に締固められた基礎地盤をピット内に製作
し，その上に表─ 7 に示す実験材料を表─ 8 に示す
目標含水比付近になるよう調整し，仕上がり厚さ 300 
mm になるよう盛り立てて実験フィールドを製作し
た。前後進コンパクタの場合は，同様の基礎地盤を高
さ 3.0 m まで作成し，その基礎地盤の壁際に，各締固
め機械の接地幅に応じて設定された溝幅（表─ 6 の
実験 F 溝幅）×長さ 25 m ×深さ 0.3 m の溝を掘削し，
そこへ同様に実験材料を仕上がり厚さ 300 mm になる
よう盛り立てて実験フィールドを製作した。 

（4）データ計測方法
上記実験フィールド上を，各締固め機械にて 16 回

締固めを行い（8 往復），0，2，4，6，8，12，16 回時
の地盤剛性，システム表示値を測定した。実験状況を
写真─ 2，3 に示す。

地盤剛性値は超小型動的平板載荷試験装置（アプラ
イドリサーチ社製：IST03）を用いて実験フィールド
区間内の 3 点で行い平均値を採用することとした。測
定状況を写真─ 4 に示す。この装置は平板載荷試験
や小型 FWD などと同様の地盤反力係数 K30 値を測定
できることが文献 1）や予備実験などによって確認さ
れている。またシステム表示値は，振動ローラにおい
ては車載 PC にて各締固め回数時の値を記録し平均値
を算出した。前後進コンパクタにおいては各締固め回
数時の LED 点灯状況をビデオ撮影し「平均 LED 点

灯個数」を算出した。

3．実験結果

実験結果の一例として，MVH-306 における平均
LED 点灯個数と地盤剛性値との関係を図─ 4 に示す

（近似曲線と相関係数も併せて示す）。
図─ 4 の土質（1）および（4）のように，システ

ム値（平均 LED 点灯個数）と地盤剛性値の両者に強
い正の相関がある場合は，システム値から地盤剛性値

表─ 8　実験パターン表

土質 （1） （2） （3） （4）
目標実験時
含水比（％）

16.0
付近

16.0
付近

17.0
付近

10.0
付近

15.0
付近

16.0
付近

18.0
付近

SV512 ○ ○ ○ ○ ○ ○
BW141 ○ ○ ○ ○ ○

MVH-306 ○ ○ ○
MVH-406 ○ ○

BPR45/55D ○ ○ ○

写真─ 1　実験ピット

写真─ 2　振動ローラ実験状況

写真─ 3　前後進コンパクタ実験状況

写真─ 4　地盤剛性測定状況
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を推定することが可能であり，システムの適用性が高
いといえる。しかし，土質（2）のように，両者に相
関がない場合は，システム値から地盤剛性値を推定す
ることが困難であり，システムの適用性は低いことに
なる。文献 2）などによると，一般的な目安として，
相関係数が 0.7 以上あれば両者にかなり強い正の相関
があると判断できる。そこで本報では相関係数が 0.7
を超えているか否かで，システムの適用性を評価する
こととした。

すべての実験ケースにおける相関係数を算出し，0.7
以上の強い正の相関を示す場合を黒丸にて表したもの
を，表─ 9 に示す。なお，表には実験時含水比も併
せて示している。

表─ 9 によると，相関係数が 0.7 以上か否かは，締
固め機械，システムの違いによる明確な傾向はない。
また，土質（2），（3）の結果から，同じ土質でも含水
比が低い場合は相関係数が 0.7 以上あり，高い場合は
0.7 未満となっている。従って相関係数が 0.7 以上か
否かは締固め機械やシステムではなく含水比に影響を
受けていると考えられる。

これは，実験中の土表面状態が，相関係数が 0.7 を
下回る場合は表面に水がしみ出ていることが多く，逆
に 0.7 を上回る場合は表面はほぼ乾燥したままであっ
たことからも推察できる。

そこですべての実験ケースにおける相関係数を，各
実験時の含水比と各土質の最適含水比との差（実験時
含水比─最適含水比（％））でまとめたものを図─ 5

に示す。なお，図中では相関係数が負になった場合は
すべて 0（ゼロ）にて表している。

図─ 5 によると，実験時含水比－最適含水比が，
約－1％を境に傾向の相異があり，より小さい（実験
時含水比が乾燥側）場合は，相関係数がおおむね 0.7
以上あり，より大きい（実験時含水比が湿潤側）場合
は相関係数が 0.7 より低くなっていることがわかる。

以上から，システムの適用性は含水比の影響を受
け，施工時含水比を最適含水比（JIS A 1210 A-c 法
で求めた）より 1％以上乾燥側にて締固め施工を行え
ば，適用性が高いことになる。

4．含水比に影響を受ける理由の考察

システムの適用性が含水比に影響を受ける理由を考
察するために，土粒子間の水の状態を表す指標のひと
つである飽和度にてデータを整理することを考える。

表─ 9　強い正の相関の有無および実験時含水比

土質 （1） （2） （3） （4）
最適含水比（％） 18.2 17.8 16.0 18.8

目標実験時
含水比（％）

16.0
付近

16.0
付近

17.0
付近

10.0
付近

15.0
付近

16.0
付近

18.0
付近

SV512
α

●
16.2

○
17.0

●
10.1

●
14.7

○
15.9

○
18.3

SV512
CCV

●
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図─ 4　平均 LED点灯個数と地盤剛性値の関係（MVH-306）

図─ 5（実験時含水比─最適含水比）と相関係数の関係
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図─ 5 の相関係数を施工終了後（16 回締固め後）の
飽和度にて整理したものを図─ 6 に示す。飽和度は
16 回締固め後の地盤 3 カ所の含水比と密度をコアサ
ンプルにて測定し，平均値から算出した。図─ 6 に
よると，ばらつきはあるが概ね飽和度 70 ～ 80％を境
とする形で図─ 5 と同様な傾向の差異が見られるこ
とがわかる。これは地盤剛性測定器（本実験では
IST03）とシステムが表す測定値の傾向が，飽和度 70
～ 80％を境に異なっていることを示している。

文献 3）によると，外力によって土が変形するとき
の抵抗力は，飽和度約 70％程度より低い場合では土
粒子間に懸架された水の表面張力によって発生する土
粒子間摩擦力が主体であり，約 70％程度より高い場
合では土粒子間からの水の排出抵抗が主体であるとし
ている。このことを参考にすると，IST03（や小型
FWD）などのように単発の衝撃を与える地盤剛性測
定機器と，細かい振動を与える加速度応答システム
は，土粒子間摩擦力が主体の場合は同じ傾向を示す
が，排出抵抗が主体の場合は土粒子間から水を排出さ
せるメカニズムが異なるため両者の傾向に違いが生
じ，それにより両者の相関が低下する，すなわち加速
度応答システムの適用性が悪化するのではないかと考
えられる。

今後さらにデータを蓄積するとともに，水の排出メ
カニズムについても研究を進め，加速度応答システム
の適用範囲の拡大を検討していきたい。

5．おわりに

本研究の結果，本実験条件の範囲内であれば，以下
のことがいえる。

1）  加速度応答システムの適用性は，締固め機械の
違い，システムの違いに影響を受けない。

2）  加速度応答システムの適用性は，含水比に影響
を受け，施工時含水比を（JIS A 1210 A-c 法で
求めた）最適含水比より 1％以上乾燥側で施工
を行えば適用性が高い。

3）  システムの適用性が含水比に影響を受ける理由
には，飽和度が関わっていると考えられる。今
後さらなる研究が必要である。

本研究をさらに進め加速度応答システムの適用範囲
を明らかにすることにより，システムの現場導入が加
速され施工の効率化や地盤剛性計測作業の省力化など
が可能となることが期待できる。また，現行商品化さ
れているシステムの課題の一つとして，図─ 4 の例
のようにシステム表示値が土質条件によっては非常に
低い値となってしまうため，値の読み取りが困難にな
ることが挙げられる。今後，土質条件等に応じた表示
レンジの調整機構などの開発に期待したい。

 

《参考文献》
 1） 境，極檀：重錘落下による地盤反力係数の測定，第 41 回地盤工学研

究発表会論文集，pp.975 ～ 976，2006.
 2） 柳井，高値：新版多変量解析法，p.10，朝倉書店，1985.
 3） 地盤工学会：土の締固め，pp.7 ～ 9，2012.

図─ 6　16回締固め後飽和度と相関係数の関係
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マシンコントロール機能を搭載した 
油圧ショベルの開発
ICT 油圧ショベル「ZX200X-5B」

泉　　　枝　穂

国土交通省は，土木建設現場の ICT 活用により生産性，安全性を大きく高める取り組みとして，2016
年度より国の直轄工事に「i-Construction」を導入することを発表した。

これは 3D データをベースに，測量・設計から施工，管理，検査にいたる全プロセスに ICT の活用を
展開するものである。

本稿では，施工目標面情報とショベルの位置，姿勢情報を照合しながらフロントを半自動制御すること
で，効率的な作業が行えるマシンコントロール機能を備えた ICT 油圧ショベル「ZX200X-5B」（以下「本
機種」という）のマシンコントロール機能の概要とその特徴について述べる。
キーワード：油圧ショベル，情報化施工，マシンコントロール，ICT

1．はじめに

近年，ICT の発達に伴い，建設事業においても生
産性や品質，安全の向上を目的として，電子情報の活
用が急速に普及しつつある。特に，施工に関して，先
進国では人口減少や少子高齢化，新興国では施工数の
急増により，建設機械の熟練オペレータ不足が懸念さ
れている。この問題を解決する手段の一つとして，
ICT を活用した情報化施工がある。情報化施工とは，
調査，設計等の各プロセスで得られる電子情報を用い
て高効率，高精度な施工を実現し，さらに施工で得ら
れる電子情報を維持，管理等の他のプロセスで活用す
ることで，建設生産プロセス全体における生産性の向
上や品質，安全の確保を図るシステムである。

図─ 1 に従来の工法と情報化施工機を活用した場合
の作業効率の改善例を示す。このように，i-Construction
で提案されている 3D データを用いた情報化施工機を
活用することで，丁張りや検測作業を大幅に削減し生
産性と品質，安全の向上を実現できる。

これまでに，情報化施工に対応するため，施工目標
面とバケット爪先の距離をモニタに表示する，あるい
は音によってオペレータに知らせるマシンガイダンス
機能を搭載したショベルが使用されているが，操作は
オペレータが実施するため，出来形は技量に依存する
部分が大きく，生産性及び品質向上の面で課題があっ
た。

そこで，施工目標面情報とショベルの位置，姿勢情

報を照合しながらフロントを半自動制御することで効
率的な作業が行える，マシンコントロール機能を備え
た油圧ショベルを開発した。

2．マシンコントロール機能概要

マシンガイダンスの表示例を図─ 2 に示す。図─ 2

に示すように，従来のマシンガイダンス機では，施工
目標面とバケットの位置関係やバケット角度などの情
報がモニタに表示されるため，位置を確認するために
は表示を気にしながら操作を行う必要がある。

それに対し，マシンコントロール機では，施工目標
面に対して掘り過ぎを防止する機能を備えるため，モ
ニタを気にせずに操作が可能であり，またオペレータ
の技量に依存する部分が減り，生産性，施工品質，安
全の面で改善が期待できる。

特集＞＞＞　土工

図─ 1　情報化施工機の活用
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本機種に搭載したマシンコントロール機能の特徴に
ついて以下に示す。

（1）掘り過ぎ防止機能
本機能は，施工目標面とバケットとの距離情報を基

にフロントを半自動制御することで，施工目標面に対
する掘り過ぎを防止し，効率的な掘削を可能とするも
のである。

各操作におけるマシンコントロールの動作につい
て，それぞれ説明する。
（a）ブーム下げ動作
ブーム下げ操作によりバケットが施工目標面に近づ

くと，ブーム下げ動作を減速し，施工目標面上で停止
するように制御する。

本制御は，掘削動作を開始する際に，バケット先端
を掘削開始位置に合わせたり，バケットの先端を用い
て測量を行ったりする場合に有効な機能である。

また，バケット底面のうち，目標面と最も近い部分
を選択して制御するため，バケット先端のみでなく，
後端部の目標面への侵入も防止することができる。
（b）掘削動作
アームまたはバケット操作によりバケットが施工目

標面に近づくと，必要に応じて施工目標面とバケット
の位置関係によってフロント速度を制御する。本操作
においても，前述した内容と同様に，バケット底面の

うち，目標面と最も近い部分を選択して制御する。アー
ム引き操作により自動でブームが上がる例についての
概念図を図─ 3 に示す。

掘削方向に連続した複数の施工目標面に対して掘削
操作をした場合には，面のつなぎ目に対して減速をか
ける。これによって，掘削操作の途中で角度が変化す
るような施工目標面においても，連続して掘削するこ
とができる。

（2）バケット角度保持機能
本機種は，バケット角度を一定に保持する機能を備

えており，この作業モードで使用する際には，バケッ
ト操作をしなくても，バケット角度を一定に保つこと
ができる。本機能は，目標面とバケットの距離，角度
が所定の条件を満たす場合に有効となる。

バケット角度保持機能の概念図を図─ 4 に示す。
本機能を用いることで，ブームとアームの操作のみで
法面形成も行うことが可能となる。また，本機能が有
効であっても，オペレータによりバケット操作が行わ
れた場合には，オペレータの操作を優先してバケット
を動かすことが可能である。さらにその際にも，ブー
ム上げ操作を自動で行う為，目標面を掘り過ぎること
を防止することができる。

（3）作業モード
本機種ではマシンコントロールの作業モードとし

て，速度を優先する粗掘削モードと，精度を優先する
仕上げモードとを備えている。粗掘削モードではオペ
レータの操作を優先するために，レバー操作に対する
減速を弱めに設定している。一方，仕上げモードでは
オペレータ操作よりも精度を優先するため，オペレー
タのレバー操作に対し減速を強めに設定している。こ
のようにアクチュエータの速度を抑えることで，施工
目標面に対する高精度な制御を実現している。

オペレータは，施工目標面まで距離が遠い場合には

図─ 2　マシンガイダンス表示例

図─ 3　掘り過ぎ防止機能　掘削動作

図─ 4　バケット角度保持機能
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粗掘削モードを選択し，仕上げ時には仕上げモードを
選択して使用することで，作業速度と精度の両立が可
能となる。

図─ 5 に作業モードの切替え表示例を示す。
作業モードの切替えや，バケット角度保持機能の有

効化は，操作レバー上のスイッチで容易に変更可能な
構成としている。

また，本機種のマシンコントロール機能は，操作レ
バーに設けられたスイッチによりレバーから手を放す
ことなく ON/OFF を変更可能であり，マシンコント
ロールが不要な状況下での使い勝手を高めている。さ
らに，使い勝手と安全性を両立させるために，走行状
態や，車体の傾斜角度といった条件により，マシンコ
ントロールの ON/OFF を自動で変更する機能を設け
ている。

3．システム構成

本機種のシステム構成と共に，マシンコントロール
を実現するために必要な機器について説明する。

（1）全体システム
本機種のシステム構成を図─ 6 に示す。ショベル

に設置された角度センサ，ストロークセンサ，車体傾
斜センサにより，ショベルの姿勢を検出する。

また，操作レバーの操作量に応じてパイロットバル
ブから圧力が出力される構成となっており，この操作
パイロットラインの圧力センサにより，オペレータの
操作量を検出する。レバー入力装置やディスプレイコ
ントローラからは，マシンコントロール機能の設定変
更要求を受け取る。また 3D システムコントローラか
ら，目標施工面情報を取得する。情報化施工コントロー
ラは，これらの情報からフロントを半自動制御するた
めの指令値を演算し，後述する油圧制御ユニットへ出
力することで，マシンコントロール機能を実現する。

（2）油圧システム構成
油圧ショベルは，オペレータのレバー操作によりパ

イロットバルブが駆動し，生じた圧油によってコント
ロールバルブ内のスプールが動き，油圧シリンダの動
作を制御する。油圧機器のシステム構成を図─ 7 に
示す。

本機種の油圧システムは標準機と同一であるが，パ
イロットバルブとコントロールバルブの間に，マシン
コントロール用油圧制御ユニットを搭載している。こ
の油圧制御ユニットには，電磁比例弁が含まれてお
り，これらは情報化施工コントローラからの指令によ
り駆動される。これらの電磁比例弁の駆動により，オ
ペレータ操作によるパイロット圧に対して介入し制御
することで，マシンコントロール機能を実現してい
る。さらに，油圧式遮断弁，電磁式遮断弁を搭載する
ことで，電磁比例弁故障時の安全性を確保している。
また，マシンコントロールを用いない場合は標準機と
同等の操作感を確保できる構成としている。

図─ 5　マシンコントロール（MC）モード切替え表示

図─ 6　システム構成
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4．3D マシンガイダンス機器との連携

図─ 8 に 3D マシンガイダンス（MG）システムと
の連携機能の概念図を示す。

3D マシンガイダンス機器とのインタフェース機能
により，3D マシンガイダンス機器から施工目標面と
なる 3D 設計データを取り込み，車体システムと連動
することで，3D 施工に対応可能なマシンガイダンス
やマシンコントロールを実現する。

図─ 9 に 3D マシンガイダンス用の搭載機器を示
す。3D マシンコントロール機では，3D マシンガイダ
ンス機器から衛星測位および姿勢センサによる機械の
位置・姿勢情報と，施工目標面の 3D 設計データに基
づいて，機械のフロントをリアルタイムに半自動制御
を行うことが可能である。

また本機種は 3D ガイダンス機器を搭載しない，2D
のシステムにも対応している。

3D システムは GNSS などの衛星測位によりグロー
バルな座標系を用いたシステムであるが，2D システ

ムはショベルの車体基準のローカルな座標系を用いた
システムである。

2D システムは，小規模な工事から導入が容易で，
手軽に情報化施工が可能であり，衛星測位が困難な場
所においても有効なシステムである。

本機種ではスイッチ式ボタンやアナログ入力を備え
たレバー装置を用いて簡単に目標面の設定を行うこと
ができる。

2D システムの目標面設定モードの一つとして図─
10 に「目標設定ダイレクトモード」を示す。本モー
ドでは，バケットを接地しスイッチを押すと，その時

図─ 7　油圧システム構成

図─ 9　3Dマシンガイダンス用機器

図─ 10　目標設定ダイレクトモード

図─ 8　3Dガイダンス機器との連携
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のバケットの背面角度と爪先位置で施工目標面を作成
することができ，数値入力の手間を省くことができる
モードである。

5．おわりに

ICT を活用した情報化施工対応機として，マシン
コントロール機能を備えた本機種 ICT 油圧ショベル

「ZX200X-5B」を開発，市場投入を開始した。
マシンガイダンス，マシンコントロール機能は土木

建設現場の生産性，安全性を改善する重要な技術の一
つである。

今後もマシンガイダンスのユーザーインターフェー
スやマシンコントロールの機能など，ユーザーの皆様
の意見を聞き改善していく所存である。

 

［筆者紹介］
泉　枝穂（いずみ　しほ）
日立建機㈱
研究本部　IoT 事業化プロジェクト
主任技師
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セミオートマシンコントロールシステムを搭載した
油圧ショベルの開発
施工効率向上を実現する Cat Ⓡ グレードアシスト

松　村　秀　雄・白　澤　博　志

マシンガイダンスシステムを発展させた 2 次元セミオートマシンコントロールシステムを搭載した油圧
ショベルを開発し，国内供給を開始した。情報化施工に対応可能となるこのシステムを搭載した油圧ショ
ベルを現場に投入する事で，設計図面通りの掘削作業が容易となり，建設施工の作業効率向上，サイクル
タイムの短縮，燃料消費量の低減が実現できる。その技術について本文で紹介する。
キーワード：油圧ショベル，情報化施工，マシンコントロール，法面整形，溝掘削

1．はじめに

土木・建設施工分野では，2008 年 7 月に国土交通
省が設立した情報化施工推進会議にて「情報化施工推
進戦略」が策定されたのを機に，情報化施工（ICT）
が普及し始めた。建設機械における情報化施工技術に
は，主にマシンコントロールとマシンガイダンスが挙
げられる。マシンコントロールは設計図面に従って車
両が自動制御されて施工するシステムであり，マシン
ガイダンスはオペレータに設計図面通りに施工できる
様にガイドするシステムである。そこで，市場ニーズ
にいち早く呼応する，油圧ショベルのオプションとし
て，2次元マシンガイダンスシステムであるCatグレー
ドコントロール 2D ガイダンス（以下「本基本システ
ム」という）を 2012 年に市場導入した。本基本シス
テムは容易に情報化施工に対応できる機能として，土
木工事の情報化施工や圃場整備などで幅広く活用さ
れ，好評を得た。

現在，国土交通省は昨年より建設施工における ICT
技術の全面活用を目指す「i-Construction」を推進し，
情報化施工の更なる普及に取り組んでいる。そこで，
更なる作業効率向上をもって情報化施工の普及に貢献
すべく，本基本システムから機能を発展させた 2 次元
セミオートマシンコントロールシステム「Cat グレー
ドアシスト」（以下「本改良システム」という）を搭
載した油圧ショベルを開発した。本報では，この本改
良システムの特長について紹介する。

2．本改良システムの特長

（1）  2 次元セミオートマシンコントロールシステム
概要

油圧ショベル用の 2 次元マシンガイダンスシステム
である本基本システムは，車両に入力された目標施工
面の深さ・勾配の 2 次元データに対し，車両に装着さ
れたセンサ群が車体姿勢をリアルタイムに計測して，
目標施工面とバケット刃先との高さの差異をフィード
バックし，車両側からオペレータにガイダンスを行う
システムである。3 次元システムに比べて，必要とな
る設計図面情報，車両側計測機器が少ない為，容易に
導入できる情報化施工対応システムである。本基本シ
ステムは± 3 cm の高い精度を発揮可能であり，オペ
レータはモニタに表示されるガイダンスの通りにブー
ム・アーム・バケットを操作して掘削作業を行えば，
高品質の施行が実現できる。一方で，ガイダンス通り
に掘削作業を行う為には，オペレータにはある程度の
操作技量が求められる。

これに対し，2 次元セミオートマシンコントロール

特集＞＞＞　土工

写真─ 1　��2 次元セミオートマシンコントロールシステムを搭載した油圧
ショベル
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システムの本改良システムは，入力した目標施工面
データに対し，ブーム・アーム・バケットが半自動制
御される事から，経験の浅いオペレータでも容易に目
標通りの深さ・勾配に掘削作業を行う事ができる。

（2）本改良システム システム構成
本改良システムは本基本システムをベースに開発さ

れた 2 次元セミオートマシンコントロールシステムで
ある。車両・フロント作業機姿勢を把握する為のセン
サ群は本基本システムと共通ながら，フロント作業機
の半自動制御を行う為に，EH（Electro-Hydraulic）
コントロールシステム（以下「本電子油圧コントロー
ルシステム」という）を追加採用している。
（a）ピッチ／ロールセンサ
スイングフレーム部に設置されたピッチ／ロールセ

ンサは，車両の前後方向及び左右方向の傾き角度をセ
ンシングしている。作業足場が傾斜している場合で
も，正確にマシンコントロールを行う事ができる。
（b）ポテンションメータ（角度センサ）
ブーム後端部ピンに装備されたポテンションメータ

がブームの姿勢（角度）をセンシングし，ブーム先端
部ピンに装備されたポテンションメータがアームの姿
勢（角度）をセンシングしており，ブーム及びアーム
の姿勢を検知する。センサの応答性は高く，フロント
作業機を早く動かした場合でもリアルタイムに姿勢を
計測する事ができる。
（c）ストロークセンサ付バケットシリンダ
バケットの姿勢（角度）を把握する為，バケットシ

リンダロッドの動きをセンシングするシリンダ内蔵型
センサである。また，強固なバケットシリンダガード
を装備する事で，センサのハーネスコネクタ部への飛

来物等による損傷を回避しており，耐久性／信頼性も
確保されている
（d）本電子油圧コントロールシステム
フロント作業機を自動制御する為に，本電子油圧コ

ントロールシステムを採用している。上述のセンサ群
で車両・フロントの姿勢を検知した上で，操作レバー
の動きを油圧パイロットラインに装着した圧力センサ
が検知し，コントローラに電子信号として入力，ター
ゲット施工面をトレースできるフロント姿勢を保持す
る様に，コントローラがブームシリンタ／アームシリ
ンダ／バケットシリンダの油圧パイロットラインに装
着されたソレノイドバルブを電子制御する事で，正確
な自動掘削が可能となる。
（e）  本改良システム情報表示機能付き標準モニタ
本改良システムの情報はキャブ内の標準モニタ内に

搭載されており，追加ディスプレイを設置する必要は
なく，オペレータの視界を遮ることがない。モニタ上
では掘削の高さ指示やバケット表示の確認，目標施工
深さ／勾配の設定が可能である。
（f）モジュレーションスイッチ付き操作レバー
本改良システムの各種設定をリモート操作できるス

イッチ付きの専用レバーを採用している。オペレータ
は操作レバーから手を離すことなく施工深さや勾配を
スムーズに設定できるため，オペレータの負荷の軽
減，作業効率の向上に繋がる。
（g）レーザ受光器
アーム側面にはレーザ受光器を装着しており，車両

を移動させての施工が必要となる長い距離の溝掘削で
は，レーザ機能を使用することで効率よく作業でき
る。車両が移動した際に，レーザ面に受光器を合わせ
てシステムを設定することで，施工面までの高さ情報

図─ 1　本改良システムのシステム構成
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を継承できる。

（3）本改良システムの機能
（a）セミオートマシンコントロール機能
本改良システムは，ブーム・アームの姿勢によらず

にバケット角度を自動制御で一定に保つ機能を有して
いる。本機能を活用すると，施工面とバケット底部を
平行に自動保持する事もできるので，法面整形や水平
均し作業での効率が期待できる。

また，本改良システムにベンチマークを基準とした
施工目標深さ（高さ），勾配を入力して掘削作業を行
うと，バケット角度固定機能に加えてオーバカット防
止機能により，バケット角度を一定に保持しつつ，目

標施工面より深くブームが下がらなくなる制御が働
く。これにより，オペレータは左手の操作レバー一本
でアームを引く操作を行えば，ブームとバケット動作
は自動で制御され，施工目標通りの深さ・勾配の掘削
が行える。水平引きでの整地作業，法面整形，溝掘削

（水平・勾配付き）等の高い技量を有する作業が，本
機能を活用する事で容易に行える。
（b）E- フェンス機能
E- フェンス機能（以下「本高上制限機能」という）

は，橋梁・電線下での作業やガス管等の埋設物がある
箇所での作業など，車両フロント部の垂直方向の稼動
範囲が限られている現場において，あらかじめ作業範
囲の上 ･ 下限を設定することで，車両フロント部が上・
下限に近づいた際にまずは警告アラームによってオペ
レータに注意を促した後，フロント部を自動停止させ
る機能である。この機能を使用することにより，周囲
構造物との誤接触の危険性を低減し，車両・オペレー
タ・周囲作業者・施工現場の安全性を確保する事がで
きる。
（c）3 次元仕様へのアップグレード
大規模な現場や複雑な設計面の現場等 3D マシンコ

ントロールが最適な場合は，Cat AccuGrade（以下「本
3 次元用コンポーネント」という）を追加装着するこ
とによって容易に 3D（3 次元）仕様のセミオートマ
シンコントロールにアップグレード可能で，国土交通
省「i-Constrution」に対応。

GNSS アンテナ，GNSS 補正情報用無線機，3 次元
用コントロールボックス等の追加コンポーネントを簡
単に装着可能な配線，ブラケット類が予め装備されて

図─ 3　本改良システムを活用できる施工例

図─ 2　��本改良システム情報を表示する標準モニタ及びスイッチ付ジョイ
スティック
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いるため，ボルトオン作業のみで短時間で 3 次元仕様
に変更できると共に，2 次元仕様でのキャリブレー
ションデータがそのまま 3 次元仕様でも自動的に引き
継がれるため，面倒なフロント作業装置のキャリブ
レーションが不要。

3．  本改良システム導入による施工効率向上

（1）アシスト機能による生産性向上効果
（a）施工時間を短縮
従来型の施工では，実際の機械施工の結果が目標設

計通りに仕上がっているかの確認（検測）を行い，そ
の結果手直しが必要な場合は再度修正作業を行う必要
があり，現場によってはオペレータ自らが機械から降
りて検測作業を行わなければならず，この間作業は止
まった状態となっている。

これに対してセミオート機能を利用することでバ
ケット刃先が自動的に施工目標深さ（高さ）に合わせ
た施工が可能になるため，従来型の施工に比べ最大
45％施工時間が短縮（社内比較）され，生産性が大幅
に向上する。
（b）少ない労力でより多くの作業
セミオート機能により，オペレータはアームを操作

するだけで法切り作業や床付け作業を正確に行えるた
め，ブームとバケットが不要になりジョイスティック
操作量が大幅に低減すると共に 3 連動操作が不要にな
るため疲労低減にも大きく貢献する。

オペレータが油圧ショベルから降りて検測する必要
もなくなるため，疲労を大幅に軽減することが可能。
（c）勘に頼らず自信をもって作業
目標設定通りの高さや勾配を正確に仕上げることが

できるため，掘過ぎや手直しを無くし，作業回数や時
間を大幅に短縮可能。

不慣れなオペレータでも容易に法切り作業を行うこ
とができるため，現場での人材確保・人材活用を進め

ることができる。
（d）現場全体にわたって精度を確保
2D（2 次元）仕様は測量機器を使わずに本改良シス

テム単体でセミオート機能を使用できるため，現場で
特別な準備を必要とせず，手軽に生産性を向上。

広範囲な水平均し，天端・床付けの高さ決め，溝掘
削など，油圧ショベルを移動させながらの作業では
レーザ発光機を利用することで，正確な作業を行うこ
とができる。

さらに複雑な仕上げ形状の現場では，3D（3 次元）
仕様へアップグレードして GPS と 3 次元図面を利用
することで，施工効率をさらに向上させることが可能。
（e）現場コストを削減。
丁張りの数を削減，検測作業の人手や時間を不要に

することで，施工時間の短縮，人件費の削減，機械の
摩耗を低減，現場の材料の無駄を無くすことができる
ため，この分のコスト削減も図ることができる。
（f）安全な施工
本高上制限機能を使って予め上方や下方の高さ制限

を設定することで，頭上や地中の障害物への接触を防
止するため，オペレータは施工対象に集中して安全に
作業することができる。
（g）施工管理の手間を削減
3 次元仕様は，オンラインで VisionLink Ⓡ 3D プロ

ジェクト モニタリングを使用すると，LINK テクノ

図─ 4　本 3 次元用コンポーネント機器装着イメージ（※図は GNSS 仕様）

写真─ 2　本改良システムを使った溝掘削

図─ 5　VisionLink Ⓡ 3D プロジェクト モニタリング 
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ロジを経由して毎日の生産性データを確認可能であ
る。切盛り作業の進捗を 3D マッピングデータで自動
的に離れた事務所で把握できるため，予定通りに作業
を進めるための判断をいつでも容易に行うことができ
る。
（利用登録とハードウェアの追加が必要）

4．おわりに

油圧ショベルの自動化は作業装置の構造の複雑さか
ら，ブルドーザやモータグレーダに比べて遅れていた
が，セミオートコントロールシステムとして自動化の
第一歩を踏み出した。

今後予測されるベテランオペレータの引退と若年労

働人口の減少の環境の中で現在のインフラを維持して
いくためには自動化による生産性向上は不可欠の技術
となっている。

今後も更なる自動化の研究開発を進めていくにあた
り，より多くのお客様に本改良システムを使用いただ
き，評価をいただければ幸いである。
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UAV 搭載レーザ計測システムの開発

河　村　倫　明

情報化施工の推進は，測量分野においても成果の活用面で本格的な取組みを推進させている。その一つ
に UAV を用いた 3 次元解析への取組みが挙げられる。本報告では，情報化施工に重要である地表面情報
を高密度・高精度に取得するための取組みとして，レーザ測量システムを UAV に搭載した事例を紹介す
る。産業用ラジコンヘリコプターへの機材搭載から基礎的なデータ取得と精度検証，さらなる改良による
ドローンタイプへの搭載と実地検証における処理速度を中心に報告する。
キーワード：情報化施工，UAV，航空レーザ測量，基本性能，現場検証，処理速度

1．はじめに

平成 25 年 3 月には情報化施工推進会議において「情
報化施工推進戦略」が取りまとめられ，起工測量の効
率化や出来高・出来形管理等，情報共有のプロセスに
測量が位置付けられた 1）。これにより，情報化施工に
対する測量成果の活用に関して本格的な取り組みが進
展してきた。

これと並行して，無人航空機（Unmanned aerial 
vehicle：以下「UAV」）に関しても急速な発展をして
きた。特に近年の動向として，構成機器の高性能化や
軽量化によりペイロードが格段に向上し搭載するセン
サー等の自由度も広がった。機体自体の価格も安価と
なり，安定した操縦性能は専門の操縦者を選ばないと
ころまで発展している。

さらに UAV から得られた空中写真を解析し 3 次元
情報を生成する SfM（Structure from Motion）ソフ
トウェアも比較的安価に提供されはじめた。これによ
り UAV によって撮影された空中写真から 3 次元情報
を作成する業務が飛躍的に発展している状況である。

測量分野においては，UAV 写真測量の基礎研究を
踏まえ，「UAV を用いた公共測量マニュアル（案）」（平
成 28 年 3 月：国土地理院）が発行された。これにより，
公共事業における UAV 写真測量の活用は様々な方向
へ発展することが容易に想定できる。

各種センサーのダウンサイジングは，UAV への搭
載を飛躍的に発展させた。UAVの高性能化とセンサー
の小型化は，従来有人の航空機でしかできなかった空
中からの様々な計測を可能とさせている。このシステ

ムによって，平成 26 年 10 月に有人機で実施している
航空レーザ測量システムと同様の構成で小型化された
システムを UAV に搭載し初計測を行った。その後，
システムを改良しながら計測を実施している。本論で
は，航空レーザシステムの UAV 搭載までの基礎検
討，性能評価・現場検証，今後の課題等について報告
する。

2．UAV 搭載レーザ計測システム

（1）航空レーザ測量の概要
航空レーザ測量システムは，GNSS/IMU とスキャ

ン式レーザ測距装置を移動体に搭載することで，面的
な計測を実施するシステムである（図─ 1）。航空レー
ザ測量のメリットは，高密度な標高点を計測すること
で，写真測量では取得が困難である植生等に覆われた
地表面等の情報を取得できることである（図─ 2）。

航空レーザ測量において，植生下の地表面を計測す

特集＞＞＞　土工

図─ 1　航空レーザシステムの概念図
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るためには，点密度が高くかつ微弱な反射を取得でき
る低高度の計測が望ましいが，一方で低高度の計測は
計測幅が狭くなることがデメリットとなる。計測面積
に対して効率的な飛行高度，レーザの発射回数を設定
し所定の照射密度で計測することが重要となる。

有人機での航空レーザ測量では，レーザの照射密度
に応じて地図情報レベル（縮尺精度）を設定している。
照射密度が 1 m × 1 m に 1 点の場合は地図情報レベ
ル 1000，0.5 m × 0.5 m に 1 点の場合は地図情報レベ
ル 500 としている 2）。

（2）UAV に搭載するレーザ測距装置の性能
UAV に搭載するレーザ測距装置は，シングルパル

ス式の簡易なもの（小型）から照射中のパルスすべて
を波形として記録することができる連続波形記録方式

（大型）まで様々である（図─ 3）。シングルパルス式
では，基本的に写真測量と同様に植生下の地表面デー
タが取得できないため，樹木・下草・地表面に照射さ
れたパルスを分離し，高精度な地表面データの取得が
可能となる連続波形計測データをオンラインで波形解
析可能な VUX-1（リーグル社）（以下「本測距装置」

という）を採用した（図─ 4，表─ 1）。
本測距装置の性能検討には，農薬散布や写真撮影等

の飛行実績がありペイロードも大きい産業用ラジコン
ヘリコプター R-MAX を使用した（図─ 5）。

（3）基礎的データの取得
本測距装置による基礎的データの取得は，2014 年

10 月 15 日から 2 日間かけて北海道胆振地方にある白
老滑空場及び錦多峰川（2 号遊砂地周辺）にて実施し
た。

白老滑空場では，飛行高度の違いによる精度検証に
加え，計測幅や標高分解能等の基礎的な検討を行った。

レーザ測量は光を用いた計測であり，光エネルギー
は距離の二乗で減衰する。有人機を用いた高高度

（300 m 以上）より UAV を用いた低高度（150 m 以下）
の方が理論上データの劣化は少ない。樹木下の地形
データ検知力向上を期待して錦多峰川 2 号遊砂地周辺
で植生の影響評価のための基礎的なデータ取得を行っ
た（表─ 2）。
（a）対地高度と標高精度・水平精度
平坦地に基準点を 4 点設置し，基準点を中心とした

25 cm四方内のレーザ点と実測値を比較した（図─6）。
標高精度及び水平精度の検証結果を表─ 3 に示す。

標高精度の標準偏差は，全ての対地高度で 1 cm 以下
であり，真値からのバラつきが少なく全体をシフトす

図─ 2　レーザ点群の横断表現

表─ 1　本測距装置の性能

項目 性能
最大測定距離 920 m（ターゲット反射率 60％）
最大測定距離 550 m（ターゲット反射率 20％）
測定精度 10 mm
最短計測距離 3 m
レーザクラス クラス 1（アイセーフ）
有効測定レート 500,000 回／秒
視野角（FOV） 330 度 （直下＋片側 165 度）

図─ 3　波形記録方式の特徴

図─ 4　本測距装置の外観

図─ 5　ヘリコプターへのシステム搭載状況
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ることで標高調整が可能であることを示している。実
測値との対地高度別の標高較差は，150 m が最大で
100 m と 50 m は近似していた。これは，100 m と
50 m は同一フライトで計測したため，GNSS の影響
が同等であったことが要因と考えられる。対地高度別
の水平精度に関しては，150 mと50 mで検証した結果，
平均較差は 150 m で 3.3 cm，50 m で 2.4 cm であった。
（b）飛行高度と計測幅・点密度
本測距装置の測定レートを最大（500,000 回／秒）

に設定し，対地高度毎の計測幅を検証した。測定レー
トは可変式であり，最大にしたことにより 1 照射の
レーザエネルギーは小さくなり測距が 250 m 程度と
短くなる。

検証結果は，高高度計測の方がデータ取得幅が狭い
結果となっているが，実際の計測では対地高度が高い
ほど構造物の影は少なくなる。また，レーザ光線の入
射角が高高度になるほど大きくなりフットプリント

（レーザ光の広がり）が小さくなるため，コース端部の
精度は高高度の方が良好であると考えられる（図─7）。

点密度は，対地高度 150 m では直下で 50 点 /m2 程
度，対地高度 50 m では直下で 200 点 /m2 以上と高密
度であるが，コース端部では 25 点 /m2 程度と高度に
関係なく劣化する（図─ 8）。実際の計測では，コー
ス端部を使用せず隣接コースとの重複を設定すること

で目標とする点密度を満足する高度でフライトする必
要がある。
（c）標高分解能
標高分解能は，実際の施工等の小規模な段差等の認

識能力に該当する。認識能力は点密度にも依存する
が，標高分解能が高いほど物体の認識能力が高くな
る。標高分解能の検証では，板厚 1 cm から 5 cm の
発砲スチロール板を作成し比較対地高度 50 m で計測
した。検証結果は，1 cm の段差も認識可能であった（図
─ 9）。

図─ 6　基準点の設置状況

図─ 7　対地高度と計測幅（実点群幅を再トレース）

図─ 8　対地高度と点密度の関係

表─ 2　基礎的データの取得状況

検証項目 対地高度 検証方法 実施場所
標高精度 150 m，100 m，50 m 実測値との比較 白老滑空場
水平位置 150 m，50 m 実測値とレーザ点群トレース 〃
計測幅 150 m，100 m，50 m 点群の到達範囲を解析 〃

標高分解能 50 m 点群断面による解析 〃
植生下標高 80 m 実測値との比較 錦多峰川

表─ 3　対地高度別の標高・水平精度検証結果

項目
対地高度 150 m 対地高度 100 m 対地高度 50 m

平均較差 標準偏差 平均較差 標準偏差 平均較差 標準偏差
標高精度 －0.102 m 0.009 m －0.051 m 0.004 m －0.059 m 0.006 m
水平位置 0.033 m 0.017 m － － 0.024 m 0.010 m

 ※標高精度は平均較差をオフセットすることで軽減可能
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（d）植生下の標高
公共測量の作業規程 2）では，植生下のレーザ点群

の標高精度は定められていないが，実際の測量では植
生下の地表面標高精度が重要視される。

検証箇所は，高木の下に下層植生（航空レーザでは
取得が困難な笹）のある地区，無い地区を選定した。

検証結果では，全体的に実測よりレーザ計測が高め
の傾向となった。下層植生の無い区域では較差 6 cm
程度と良好な結果であるが下層植生のある地区では最
大 10 cm の較差であった。実測の場合，下層植生下
の落葉下の地表面を計測するのに対し，レーザは落葉
の表面からの反射を計測していることによるものと考
えられる（図─ 10，表─ 4）。

（4）ドローンへの搭載
検証に使用したヘリコプターは自律飛行機能が無

く，操縦者を中心とした半径 150 m かつ高さ 150 m
の範囲内でしか飛行できない等，飛行上の制約が多
かった。

ドローン（マルチコプター）の最大の特徴は，
GNSS を利用した自律飛行が可能で，計測区域を指定
すれば自動的に計測コースが設定できる簡易的なソフ
トにより正確な計測を実施できることである。

一方で，小型化されたとはいえ総重量 10 kg を超え
る機材，本測距装置の特徴である視野角 330 度の超広
角計測範囲をプロペラアームやランディングスキッド
が邪魔しないような機体の構造，飛行の安全・安定性
を考慮したバランス設計を含めた開発が必要であっ
た。

全体的な軽量化を進めるにあたり，特に GNSS/
IMU 装置の選定を行った。機体の位置姿勢情報は，
GNSS による位置情報と IMU による機体の姿勢情報
により解析される。開発時点において，既に GNSS/
IMU は非常に小型化されていた。有人航空機に搭載
されているものと同等の取得頻度（周波数）であった
が，IMU の 3 軸角速度の計測精度は劣る。今後の更
なる高精度化を追及した場合，GNSS ボードと IMU 
の分離交換が可能な AP20（トリンブル社）を採用し
た（表─ 5）。

表─ 5　IMUの性能

項目 APX15 UAV Trimble AP20
速度 0.015m/s 0.01m/s

ロール・ピッチ角 0.025 度 0.015 度
トゥルーヘディング角 0.080 度 0.035 度

図─ 10　植生下の計測状況（下層植生あり） 写真─ 1　本開発システム

図─ 9　標高識別能力の検証

表─ 4　植生下の標高精度検証結果

区分 検証点数 最大 最小 平均 RMS 標準偏差
①下層植生なし 22 0.056 m －0.034 m 0.022 m 0.033 m 0.024 m
②下層植生あり 37 0.100 m 0.031 m 0.070 m 0.072 m 0.016 m
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開発したドローンタイプの UAV システムは，名称
を「TOKI」（以下「本開発システム」という）と命
名した（写真─ 1）。

3．現地検証

（1）検証サイト
本開発システムの災害対応ロボットとしての評価を

確認するため，国土交通省総合政策局の取り組みであ
る「次世代社会インフラ用ロボット現場検証」（2015
年 12 月）に参加した 3）。

検証フィールドは，平成 23 年 9 月の台風 12 号の影
響により大規模崩壊が発生し，天然ダムを形成した奈
良県五條市大塔町赤谷地区である。検証は，実際の災
害を想定し，崩壊発生斜面からの距離に応じて，フェー
ズ 1（被災地に近づけない）からフェーズ 4（被災地
近傍で対策検討）の 4 段階に分かれており，フェーズ
2 およびフェーズ 3 に参加した（図─ 11）。フェーズ
2 は，被災想定対象地から約 1.5 km（目視で確認でき
ない状況），フェーズ 3 では約 1 km と離れている箇
所であり，自律航行による計測を実施した。フェーズ
2 は，計測当時は目視外の飛行に対する規制は無かっ
たが，2015 年 12 月の航空法改正により，現在は国土
交通大臣による承認が必要となり，所定の手続き（飛
行申請）が必要となっている 4）。

（2）検証データの取得と処理速度
（a）取得データ
フェーズ 2 では，斜面から少し離れて全体を確認す

ることを目的として，レーザの照射設定を 100,000 回
／秒とし，斜面下部から斜面に平行する 1 コースで計
測した。概略の点密度は 100 点 /m2 である。フェー
ズ 3 では，詳細なデータ取得のためレーザの照射設定
を 500,000 回／秒とし斜面に平行した標高毎に 8 コー
スの計測を実施した。

（b）速報データの処理速度と精度
フェーズ 2 では，災害緊急対応を想定し現地立入り

が出来ない状況かつリアルタイムでの計測結果の提示
を条件とし，現地検証点を使用せず速報解析処理を
行った。計測後，30 分で点群データを提供した。

速報解析では，機体の GNSS/IMU 情報とレーザ計
測データのみで解析を行った。GNSS/IMU 解析は，
速報処理のため単独測位による解析を実施した。速報
解析の「絶対的」な位置精度は m 単位となるが，「相
対的」な位置精度は高く地形形状の把握には十分であ
る。

点群解析処理ではノートパソコンでも稼働する
ビューワソフトにより，簡易等高線図や点群断面図を
現場で作成したほか，点群の最下点を表示する簡易的
なフィルタリング機能により植生下の状況も把握し
た。視野角 330 度の超広角計測により，斜面中腹部ま
でのデータ取得ができている（図─ 12）。

（c）高精度解析データの処理速度と精度
フェーズ 3 ではフェーズ 2 同様に災害緊急対応を想

定しているが，データ解析は高精度処理を行い，計測
後約 8 時間で高精度な点群データを提供した。

高精度処理では，GNSS/IMU 解析を固定局（電子
基準点等）とのキネマティック解析を行うことによ
り，機体位置の絶対位置精度が確保され，現地に整合
した点群データとなる。裸地の地表面精度は約 2 cm
であり，非常に高精度であることが確認できた。

点群解析処理では，専用ソフトにより精密かつ高精
度な処理を行い，任意地点での縦横断解析，各種地形
解析による主題図作成，地表面の状況把握等の緊急対
策工事に資するデータ提供が可能となる。

図─ 11　各フェーズと調査箇所の位置関係

図─ 12　取得 30分後のデータ状況
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（3）検証から考えられる適用範囲と人員構成
今回の検証から，計測面積は地形・計測条件に左右

されるが平均 0.5 ～ 1.0 km2/ 日と想定しており，2 日
間で 2.0 km2 までの範囲での利用が有効であると考え
られる。配置人員は，通常 1 現場当り，運航担当者が
2 名（操縦者・モニター監視者），見張員：最低 2 名（地
域状況により変動），速報処理が必要な場合は解析処
理担当者が 1 名必要となり，さらに即日中の高精度解
析処理を行う場合は，基準点測量等に 2 名が必要とな
る。

計測条件としては，航空法の改正により十分な現地
把握が必要であり，DID 地区や道路等の規制に注意
が必要である。

4．現状の課題と改善の方向性

現状の課題は飛行時間にある。現状のシステムは，
約 10 分間（直線距離で約 2 km）のフライトが可能で
あるが，産業用ラジコンヘリコプター（R-MAX）の
飛行時間（約 20 分）に比べると圧倒的に短い。この
改善には，搭載機材の更なる軽量化・省電力化と，バッ
テリー持続性の向上は必須である。機体性能の向上で
は，モータの強靭化やアンプ装置の改良等を進めなが
ら，実際の計測作業で生じた些細な改良点も計測作業
を進めながら着実に進める必要がある。

画像情報の取得も，今後の改良点の 1 つである。有
人機の航空レーザ測量を多数手掛けてきた経験値か
ら，写真画像があることにより作業の効率化とフィル
タリング精度が向上することは明白である。しかし現
状のシステムでは，高精細なデジタルカメラの搭載は
機体バランス・ペイロード等の課題，レーザとの画角
の違い等があり，更なる改良を進める必要がある。

5．おわりに

本報告の通り，UAV 搭載のレーザ計測システムは
精度面において十分な可能性を秘めている反面，運用
面の課題はまだまだ多い。今後，「i-Construction」の
推進役を担うであろう本技術の改良を迅速に進めてい
く予定である。また，ユニット化された機材は UAV
に限らず，様々なプラットフォームで移動計測が可能
となる（図─ 13）。現場状況に応じた的確な計測手法
の選定が，効率的な施工の一助になるものと考える。
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図─ 13　可搬式による計測事例
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土工用建設ロボットの開発における新たな挑戦
無人化施工機械から地盤探査ロボット開発の概要紹介

古　屋　　　弘・森　　　直　樹・小　林　和　彦

建設分野でのロボット化は，危険作業の代替や調査点検などを目的として開発され，近年無人化施工機
械は一般的になり，その他多くのロボットが開発されている。筆者らはこれらのロボットの一つとして，
2011 年に 3D 画像と体感型操縦を用いた「次世代無人化施工システム」を開発したが，今回，既存のバッ
クホウに簡易着脱可能な汎用遠隔操縦装置を開発し，さらに土砂災害現場での初動調査に活用可能な地盤
探査ロボットを開発中である。本報文では，これらのロボットの開発概要と成果の一部を紹介する。
キーワード：建設ロボット，遠隔操縦，無人化施工，災害調査，地盤調査

1．はじめに

国土交通省の建設ロボット技術の定義では，「建設
施工・調査の現場で用いられる機械・機器に，何らか
の新しいメカニズムや制御・情報処理の機能を付加す
ることにより，作業の支援や，自動化・遠隔制御化を
実現し，効率，精度，安全などの性能向上・課題解決
を可能にする技術」とされていることから，近年のシー
ルドマシンなどもシステムも含め建設ロボットであ
り，土木分野では多くのロボットが既に実用化されて
いると言える。近年では，災害現場において遠隔操縦
型の無人化施工機械が投入され，復旧活動に当たるこ
とも一般的になりつつある（写真─ 1）。この遠隔操
縦型の重機は建設ロボットの代表的なものとされてい
る。さらに，社会インフラの老朽化に対する調査点検
の重要性も再認識され，新しい調査点検手法が幾つか
提案されているが，その技術の一つとしてロボット化
があり，遠隔操縦による調査ロボットや，自律式のマ
ルチコプター（DRONE）の活用などを筆頭に，技術
の進歩はめざましいものがある。

このように，近年の建設分野でのロボット開発の目
的は，災害復旧に代表される危険作業の代替と，高齢
化や減少が進む技能工の代替が主目的となりつつある
が 1），建設ロボットは工場などで用いられる産業用ロ
ボットと異なり，屋外での利用が前提となる。このた
め以下のようなロボット開発における課題がある。

1）  利用環境は毎回異なり，現地での自然環境を受
け入れ，劣悪な条件下での作業

2）  使用頻度も一般的には低いことから，開発およ
び導入費用が高額

3）  現在の建設ロボットは遠隔操縦が基本であり，
遠隔操縦における情報伝達の遅延による施工効
率の低下

4）  モニタなどを利用した遠隔操縦の訓練の必要性
5）  屋外の無線 LAN における伝送容量・速度の制

約による機能の制約が発生する可能性
筆者らはこれらの課題 3），4）に対して，2011 年に

3D 画像と体感型操縦を用いた「次世代無人化施工シス
テム」を開発し，遠隔操縦室のオペレータにリアルな情
報を提供することにより操縦の支援を行い，施工効率
の低下を大幅に低減することに成功した 2）（写真─ 2）。

無人化施工の専用機も販売される一方，課題 2）に
対する解決策として，既存機械を遠隔操縦する搭載型
ロボットの開発も活発になってきている 3）～ 5）。筆者
らもこの課題に対して，バックホウを対象としたシン
プルな機構の着脱可能な遠隔操縦装置を新たに大裕㈱
と共同開発した。さらに，上記の課題解決の取り組み
とは別に，土砂災害現場での初動調査に活用可能な地
盤探査ロボットを 2014 年から NEDO の助成を受け開

特集＞＞＞　土工

写真─ 1　災害復旧で活躍する無人化施工機械（玉石重機㈱�提供）
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発中である。以下これらのロボットの概要を紹介する。

2．汎用遠隔操縦装置の開発

無人化施工建機は，遠隔操縦を行う特殊性による「価
格の高さ」が課題であり，災害現場に限らずニーズは
高まりつつある。これは，2014 年から国土交通省よ
り「次世代社会インフラ用ロボット技術　現場実証」
の応急復旧部門においてニーズが示されたことも大き
な要因となり，各機関は現場適用を加速させている。
しかし，その価格が原因で導入台数が少ないことか
ら，調達が容易でないことが課題となっている。無人
化施工機械が高額になる原因としては，例えば既存の
ラジコンバックホウは，油圧系統に別途ソレノイドバ
ルブ等を設け，それを遠隔操作することで重機を操縦
することを基本としていることから，油圧ユニットに
大がかりな改造を要するためである。

一般的に重機などの有形固定資産は減価償却費を小
さくし，さらにこの償却費用の回収をできるだけ一定
にすることが望まれる。前者は導入費用を抑えるか償
却期間を長くすることであるが，総合工事業用設備の
償却期間は一般的には 6 年であることから，導入費用
を抑えることが重要である。後者に関しては，製造業
のように減価償却費が製造原価の一部を構成され，製
品製造が比較的安定しているような場合と異なり，建
設業は請負業であることから，減価償却費の回収を予
測することは難しく，できるだけ稼働率を上げること
でしか対応できないのが現状である。施工業者がレン
タル機械に頼るのもここに原因がある。

このような背景から，一般の重機を容易にしかも安
価に遠隔操作化できる装置があれば，上記の問題を解
消でき，無人化施工機械を利用できる機会の増加に対
応が可能となるものと考え，汎用遠隔操縦装置「サロ
ゲート」を開発した（写真─ 3，4）。このサロゲート
は，汎用の建設機械運転席に「後付け」で装着するこ

とにより遠隔操縦を可能にし，以下のような特徴を有
する装置である。

1）  遠隔操縦専用機に対して大幅にコストを縮減
2）  シンプルな機構であることから複数のメーカー

や機種に対応可能
3）脱着が容易で取り付け時間は 2 時間程度
4）装置を装着状態でも搭乗操作が可能である
システムは，左右手元アクチュエータ（電動シリン

ダー），左右足元アクチュエータ（サーボモータ），リ
モコン，制御盤，回転灯から構成され，429 MHz 帯
の特定小電力無線を用いて遠隔操縦を行う仕様である

（写真─ 5）。遠隔操縦オペレータに操縦性に違和感を
持たせないように，操作レバー入力に対する応答性（操

写真─ 2　3D画像と体感型操縦を用いた「次世代無人化施工システム」

写真─ 3　汎用遠隔操縦装置「サロゲート」概観

写真─ 4　遠隔操縦状況
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作性）を，オペレータの操作感覚に合わせてタッチパ
ネルから微調整（動作特性変更）を可能としている。
なお，記載した特徴のうち 2），3）に関しては開発途
上の部分があるが，4）に示す機能は本装置の大きな
特徴である。災害現場で利用される場合には，当初か
ら無人化を実施することが想定されるが，一般作業に
おいても危険な作業時に無人化を行うなど，有人操作
と無人操作が混在する作業も予想される。本装置では
即座に搭乗操作と遠隔操縦を切り替えることも可能
で，有人操作による効率的な作業と，危険作業時の安
全確保のための無人化施工を両立することを可能とし
た（写真─ 6）。

本装置は，現状では重機のエンジンスタートや緊急
停止に伴う伝送系へのシステム介入が必要なことか
ら，取り付けにやや時間と工夫を要しているが，さら
なる簡素化を進め対応機種を増やすための開発を継続
中である。

3．災害対応型ロボットの開発

近年，我が国は不幸なことに，数多くの自然災害に
さらされ，多くの被害を受けている。これらの災害復
旧や社会インフラの再構築に，無人化施工技術は少な

からず寄与している（表─ 1）。災害は噴火，地震，
豪雨など多岐にわたるが，結果的に土砂災害が起こる
ことが多く，筆者らはこの土砂災害対応ロボットへの
開発を実施することとし，2014 年度の NEDO の開発
助成を受け，土砂災害を想定した「マルチクローラ型
遠隔操縦無人調査ロボット」の開発に着手した（図─
1，写真─ 7）。このロボットは，災害地の初動調査に
活用することを想定したもので，以下の条件を克服し
作業を行うことを目標とした。

1）  安全な場所からの探査：操縦地点と災害調査地
点の間の 2 km の往復を可能とする

2）  泥濘地（軟弱な地盤）での走破性能の確保（コー
ン指数 200 kN/m2 での走破性の確保） 

3）登坂能力：傾斜 30 度，段差 50 cm を走破

写真─ 5　各部制御機構（アーム・バケット操作，走行操作）

写真─ 6　装置装着状態での有人操作

表─ 1　近年の大規模災害（1993 年～ 2016�年）

年 大規模災害

1993
北海道南西沖地震（7 月）
平成 5 年 8 月豪雨（鹿児島県）（8 月）

1994
北海道東方沖地震（10 月）
三陸はるか沖地震（12 月）

1995 兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）（1 月）
1997 鹿児島県出水市針原川土石流災害
1998 高知豪雨（9 月）
1999 6.29 豪雨災害（福岡・中国地方）（6 月）

2000
有珠山噴火（3 月～） 三宅島噴火：全島避難（7 月～）
東海豪雨（9 月） 鳥取県西部地震（10 月）

2003 宮城県北部地震（7 月） 十勝沖地震（9 月）

2004
新潟・福島豪雨／福井豪雨（7 月）
新潟県中越地震（10 月）

2006
平成 18 年豪雪（日本海側）
平成 18 年 7 月豪雨（九州・中部）（7 月）

2007
能登半島地震（3 月） 新潟県中越沖地震（7 月）
福岡県西方沖地震（9 月）

2008
岩手・宮城内陸地震（6 月）
平成 20 年 8 月末豪雨（紀伊半島から関東）（8 月）

2009 平成 21 年 7 月中国・九州北部豪雨（7 月）
2010 西日本豪雨災害

2011
東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）（3 月）
紀伊半島豪雨災害（9 月）

2012
平成 24 年梅雨前線豪雨（九州から近畿）（7 月）
三陸沖地震（12 月）
平成 24 年豪雪（11 月～平成 25 年 3 月）

2013 平成 25 年台風 26 号（大島土石流）（10 月）

2014
伊豆大島近海地震（5 月）
平成 26 年 8 月豪雨による広島市の土砂災害（8 月）
御嶽山噴火（9 月）

2015
箱根山で火山活動が活発化（5 月）
鬼怒川の氾濫（9 月）

2016 平成 28 年（2016 年）熊本地震（4 月）
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4）  災害発生直後のぜい弱な通信インフラにも対応：
災害発生地で有人での俯瞰カメラ等の設置を行
わなくても良いように，俯瞰画像は用いずロボッ
トに搭載した 6 軸両眼カメラヘッドロボット

（TORSO）6），7）の画像のみで操縦する
5）  遠隔地からの地盤探査：表層 3 m までのスゥエー

デン式サウンディングと間隙水圧測定による地
盤探査性能

このロボットの機能要件を設定の根拠は次の通りで
ある。㈱大林組がこれまで対応にあたった土砂災害現
場の状況を分析し，深層崩壊した土砂は崩壊地からお
およそ 2 km 下流まで流出していることから，遠隔操

縦できる距離を 2 km と設定した。この災害発生地点
では，沢筋に沿って流された土砂は上流に行くほど礫
が大きくなり，粒径 50 cm ～ 80 cm の礫が存在する。
ある程度の回避を前提とし，高さ 50 cm 程度の段差
や障害物の乗越えが可能であれば目標地点への到達が
可能であると判断した。また，現地では水流と共に土
砂の細粒分が流出し，堆積する場所では人が歩けない
くらい軟弱な状態となっていることが多い。人が歩け
ない状態，建機が走行できない状態の目安がコーン指
数 200 kN/m2 未満とされるため，この状況下の軟弱
地盤でも走行が可能であることも目標とした。さら
に，堆積土砂の一般的な安息角が 30°程度であること
から，地盤がスリップしない条件下で 30°の登坂能力
の確保を目標とした。運用面の目標としては，狭隘な
林道等でも搬入が可能となるよう 2 t 車に積載可能な
外形寸法及び重量とし，現地到着後 2 時間程度の短時
間で立上げが可能であることとした。

（1）走行装置の開発
本開発では，レスキューロボット技術として実績の

ある「マルチクローラ型走行装置」（㈱移動ロボット
研究所製）の技術を応用して開発することとした。こ
れはメインクローラに前後サブクローラを追備したも
ので，今回の仕様に合わせスケールアップし，試作機
を製作し要素試験を実施し改良を行った（写真─ 8）。

図─ 1　マルチクローラ型遠隔操縦無人調査ロボットの概要

中継アンテナ

操縦基地
基地局アンテナ
指向性アンテナを採用しアンテナ高を高くするこ
とで見通し区間での通信距離を確保

操縦席
（または手持ちリモコン）

ヘッドマウントディスプレイ モニタ
HMDの動きに連動してロボットヘッドの回り込み
などの動作を制御

中継局アンテナ
通信障害の回避が必要な場合に設置
設置後上方に伸長しアンテナ高を確保
振り子機構により鉛直性確保

想定対象地盤
対象地盤：崩落土砂全般・冠水箇所有
段差：50cm程度有
※対象地盤を軟弱地盤に限定することで搭載設備を最小化・軽量化する＝走破性の向上

走行装置
(株)移動ロボット研究所 レスキューロボット技術を応用
勾配に対して横断方向の

トラバース走行可能・段差乗越え可能
1回の充電で連続稼動 4時間 程度の作業を実施
⇒試験数が不足すればバッテリー交換し繰り返し出動
空輸も想定し総重量を決定
狭隘な搬入経路を想定し形状寸法は 2t車に載る程度

重機局アンテナ
無指向性アンテナ

無人調査ロボット

貫入試験装置（作業姿勢）
貫入・引抜き・回転機構
引抜き不能となった場合は切り離し動作が可能

スウェーデン式サウンディング ＋ 間隙水圧計
（貫入深さ 3ｍ 程度）
・貫入抵抗（Wｓｗ ・ Nｓｗ）測定
・貫入音モニタリング
・土層厚さ測定
・間隙水圧測定

空間認知装置
3Dカメラ+6自由度ロボットヘッド
慶應義塾大学 TELESARⅢ技術を応用
6自由度の首振り機構に両眼カメラを取り付け

運動視差による臨場感ある視覚
情報を得る

⇒俯瞰画像に頼らない遠隔操作

写真─ 7　マルチクローラ型遠隔操縦無人調査ロボットの主要機構

地盤探査装置
スウェーデン式サウンディング

疑似 映像
システム

マルチクローラ
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駆動はモータとし，クローラは，全装備重量 2 t 以下
を目標としたことから，重量の比較的軽い芯金入りゴ
ム製クローラとした。

（2）貫入試験装置の開発
土砂崩落災害において，重機を使用する復旧作業を

開始するためには，崩落土砂の地盤性状を迅速かつ正
確に収集し，人間及び機械を現場に投入可能かどうか
の安全性を定量的に検討することが重要である。本開
発では，陸路からアクセスし崩落地盤そのものの性状
を得ることを目的として，災害地の地盤性状を把握す
るためのサウンディング方法を選定した。2 t 以下の
調査ロボットを目標としたことから，あまり貫入力を
要せずに所定のデータの得られるスウェーデン式サウ
ンディングよる試験方法を採用することとした。

一般的なスウェーデン式サウンディングにおいて
は，オペレータが貫入ロッドから発する音によって土
質を判定しているが，今回はロッド周辺音を採取し操
作場所で判定できるようにすることとした。さらに，
一般のスウェーデン式サウンディング試験機では間隙
水圧の測定は不可であるが，ロッドの先端部に間隙水
圧計を埋込むことで，間接的ではあるが地下水位の計
測も可能とした。

試験可能深度は，できる限り深い方が望ましいが，
今回はロッドは継ぎ足すことは行わず予め貫入深さ分
のロッドを装着した状態で走行することとし，運搬時
に立木等との接触リスク等を勘案して，ロッド長（貫
入深度）を 3 m とした。なお，今回はロッドとそれ
を保持する貫入機構を伴うリーダー自体を可倒式とす
る方法を採用することとした。このリーダー起倒機構
によって，試験地でベース部の鉛直が確保できない場
合にも起倒装置によって角度調整することにより，常
に鉛直方向にロッドを貫入することを可能とした（写
真─ 9）。

（3）画像取得装置の開発
従来の応急復旧段階での無人化施工では俯瞰画像が

必須とされているが，俯瞰カメラの設置は有人作業に
よるため危険を伴うことが課題である。特に今回のロ
ボットのように災害の初動調査を目標とした場合は，
俯瞰カメラの設置は時間的に困難である。このため，
今回はテレイグジスタンス技術を応用した TORSO シ
ステム（3D カメラ＋ 6 自由度ロボットヘッド（慶應
義塾大学製））8）を改良し，俯瞰画像を用いずヘッドマ
ウントディスプレイ（以下 HMD とする）上の映像の
みで障害物の回避や乗り越えといった走行の遠隔操作
が可能となるよう画像取得部分の開発を行った（写真
─ 10）。なお，TORSO システムによる 3D 画像のみ
でなく，状況に応じて 2D 全方位画像も併用すること
で，いわゆる3D酔いのリスク低減を図ることとした。

テレイグジスタンスとは，操縦者の身体運動と全く
同期した運動を行うロボットの頭部に人間の左右眼と
同等のステレオカメラを配置し，操縦者に HMD を装
着してステレオカメラの映像を投影することによっ
て，操縦者が自在に身体を動かした際に，ロボットが
あたかも操縦者の「分身」のように動き周囲の映像を
操縦者にフィードバック，操縦者が遠隔地からロボッ
トに乗り移ったかのような感覚を得ることができる技
術の総称である。本開発項目においては，このテレイ
グジスタンス技術を今回開発した調査ロボットの遠隔
操縦に用いることで，操縦者が安全な地点にいながら
無線を通じてまるで重機に搭乗しているかのような感
覚で操縦することができる災害調査ロボットシステム
の開発を目指した。

（4）無線通信システムの開発
無線通信は距離や障害物等を想定して，基地局，中

継局，移動局の 3 つから構成することとした。

写真─ 8　開発したロボットの走行装置

写真─ 9　ロボットに搭載する貫入試験装置
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基地局は定置式とし，通信距離を最大限確保するた
め，全通信距離 2 km のうち 1.5 km 通信することを
目標とした。中継局は，運搬する装置上に搭載するこ
とでそれ自身が移動可能とし，基地局および移動局と
の通信を常時確保するために追従機能を持たせること
とした。中継局から移動局の通信距離は残りの 500 m
となり，移動局は散在する岩塊や樹木等を乗り越える
為に絶えずアンテナ方向が変わることから，安定的に
無線通信ができるよう全方位無指向性のアンテナを採
用した。使用した周波数帯域は，電波干渉リスクに関
してはアンテナの指向性で対処することとし，通信距
離・回り込みのどちらも期待できる 2.4 GHz 帯（出力
10 mW）を選定した。

基地局は高利得パッチアンテナを搭載するが，見通
しでの通信距離を最大限確保するため，伸縮ポールで
高利得パッチアンテナを水圧シリンダで 10 m まで上
昇させる仕様とした。

中継局は，運搬する装置上に搭載することで，それ

自身が移動可能とすることを想定している。中継局も
基地局同様にアンテナ高が高い方が通信距離を確保す
る上では有利となるが，設置場所がより災害地に近く
なることを想定し，地盤の傾斜や不陸，強風下の転倒
のリスクを考慮し，電波を伝送するためのフレネル
ゾーンが確保できる最低限の高さの 4 m とした。伸
縮方式は，基地局と同様，水圧シリンダ方式を採用し
ている（写真─ 11）。

（5）開発ロボットの評価
以上，紹介したロボットは現在も開発を継続中であ

り，克服すべき課題も残っているが，2015 年 11 月に
雲仙においてフィールド試験を実施した。

軟弱地盤上の走破性能，段差乗り越え性能とも，当
初の設定条件以上の性能を有することを確認したが，
勾配走行に関しては，目標はスリップしない条件で
30°の登坂走行を掲げていたが，本試験では 25°勾配
までの登坂となった。登坂においては雨天後での実験

写真─ 10　屋外用 TORSOの外観とHMDを装着した遠隔操縦の状況

写真─ 11　自動昇降アンテナを有した基地局（左）と中継局（右）
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であったことも影響したが，対象土質によりサブク
ローラをさらに有効に使うことで登坂可能であると考
えられ，走行装置と操縦に関しての課題が残ることと
なった（写真─ 12，13）。

地盤探査の性能に関しては，試験場に 3 m の深さ
まで地盤を緩めた上，表層 1.5 m は粘性土，その下部
1.5 m を砂質土に置換し互層地盤を作成した。今回の
ロボットは遠隔操縦によるスウェーデン式サウンディ
ング装置を搭載しており，貫入試験で得られた結果か
ら換算 N 値を求めることができる。試験はこの造成
地盤で 4 回実施し，試験結果とあらかじめ解っている
地層と比較を行った（図─ 2）。試験結果は，いずれ
も地層の境界を明確に捉えるとともに同様の特性を示
し，再現性が高いことがうかがえた。また本装置には
試験装置のロッド近傍にマイクを設置しており，基地
局操作室にてスピーカーから発する音を確認したとこ
ろ，互層の境で音が変化する様子も確認できた。

また，今回の試験では，俯瞰画像に頼らず TORSO
システムを用いた 3D カメラと 2D 全方位カメラを併
用して走行操作および試験が可能であることを検証し
た。試験時と障害物の無い平地走行では，2D 全方位
カメラでも十分な空間認知性能を有していることが確
認できたが，走行に慎重を期する必要がある障害物の

回避動作や段差乗越え動作には，3D による運動視差
や両眼視差による遠近感の把握が有効であることを確
認した。なお，今回の試験に参加したオペレータは，
特別な訓練を行ったのではなく，目視に近い 3D 画像
により，搭乗操作と同様の空間認知性・操作性を両立
することで，特殊技能を持たないオペレータでも遠隔
作業が行えることが今回の実験で検証できた。

4．おわりに

本報告では，建設分野における 2 つのロボット化の
挑戦に関して概要をまとめた。

汎用遠隔操縦装置に関しては，無人化施工機械をよ
り身近に使える環境を作り，常時の作業におけるオペ
レータに対する安全性の確保を目指すとともに，災害
時により多くの無人化施工機械を提供できるよう，さ
らなる開発による適用機械の拡大とコストダウンを目
指すこととしている。写真─ 12　段差乗り越え試験

写真─ 13　勾配走行（登坂）試験�（写真右はスリップ痕）

図─ 2　��遠隔操縦によるスウェーデン式サウンディング試験結果と地盤の
比較結果
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遠隔搭乗操作によるマルチクローラ型無人調査ロ
ボットの開発では，今まで災害発生直後の初動段階に
おいて，有人での調査に頼らざるを得なかった作業
が，幾つかの課題は残るものの，遠隔操作にて崩落地
盤を走破し原位置でスウェーデン式サウンディング試
験を実施することで，現地の状況とともに地盤性状の
物性調査をリアルタイムに取得することを可能とし
た。これにより，応急対策・復旧計画立案に必要なデー
タを迅速かつ正確に取得することができ，有人調査に
よる二次災害リスクの低減，応急復旧工の早期着手・
精度向上に寄与するものと考える。

一方，遠隔操縦においては無線通信が必須であり，
より安定的な無線通信を確保するために，無線周波数
帯の再選定や，無線通信の 2 重化などの検討も必要で
あることも開発中の課題として浮かび上がった。この
ような課題を解決しつつ，より現場で有用な技術とな
り得るよう引き続き改良を重ねていきたい。

謝　辞
今回開発したロボットのうち災害対応型ロボット

は，2014 年度から 2 年間，NEDO から委託を受けた「イ
ンフラ維持管理・更新等の社会課題対応システム開発
プロジェクト／インフラ維持管理用ロボット技術・非
破壊検査装置開発」のうち「遠隔搭乗操作によるマル
チクローラ型無人調査ロボット」の研究開発成果であ
る。
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大分川ダム建設工事

奈須野　恭　伸

大分川ダム建設工事は，大分県大分市の南西に位置する中央コア型ロックフィルダムを構築する工事で
ある。本工事では，発注者から受領した 2D モデルを 3D 化し，それをもとに①設計照査・施工計画シミュ
レーション，②施工，③品質管理（維持管理への移行），④出来形・出来高管理，の 4 段階において ICT
を駆使した合理化を図り成果を上げている。また，堤体盛立工事においては，フィルター材製造における
画像粒度による粒度管理の採用，埋設計器の無線化など様々な諸施策を実施し，盛立工事は順調に進捗し
ている。
キーワード：中央コア型ロックフィルダム，ICT，CIM，MG･MC，アラウンドウォッチャー，G-Safe，

クワッドアクセル無線化，平面オルソー画像

1．はじめに

大分川ダムは，大分川水系七瀬川に建設中の堤体積
約 3,800,000 m3，堤高 91.6 m，総貯水容量 2,400 万 t
の中央コア型ロックフィルダムである。ダムサイトは
左右岸斜面部とも地形が急峻であり，左岸上流側ロッ
ク敷範囲では迫り出した尾根地形となっている。地質
は，中生代白亜紀の山中花崗閃緑岩と荷尾杵花崗岩を
基礎とし，それを被覆する第四紀の未固結の堆積物及
び火砕流堆積物で構成されている。堤体盛立材料とし
ては，コア材が基礎掘削で発生した CL 級岩盤に相当
する岩ズリを－150 mm に破砕した粗粒材と，材料山
から採取した細粒材（閃緑岩 C1，C2 材，花崗岩 C1 材）
とを積層で盛り，ストックパイルで一定期間置いたも
のをスライスカットして利用している。フィルター材
は原石山ロック材を－150 mm に破砕したものと，材
料山の細粒材とをベルトスケールにて重量管理し，
DK-S ミキサーで混合するプラント製造形式を採用し
ている。コアについては 1 層 30 cm，フィルターは 1
層 60 cm で 盛 立 て を 行 っ て い る。 ロ ッ ク 材 は－
1,000 mm になるように発破をかけ，1 層 120 cm で盛
り立てている。盛立量も 8 月末で全体の 50％を超え，
15,000 m3/ 日を超える盛立てを行っており順調に工事
を進めているところである。

通常フィルダムでは，基礎掘削から河床部の監査
廊，基礎処理（ブランケットグラウチング），盛立，
埋設計器の一連のクリティカル工程をいかに合理的に

効率良く行うかということが，生産性向上のための重
要な課題の一つであり，当工事でも品質・出来形・出
来高管理を迅速に行うため，情報化施工技術を多数取
り入れ，様々な工夫と対策を施しながら工事を行って
いる。

（1）工事概要
工 事 名：大分川ダム建設（一・二期）工事
発 注 者：国土交通省九州地方整備局
施 工 者：  鹿島・竹中土木・三井住友特定建設工事

共同企業体
　　　　　  JV 比率（鹿島 50：竹中 30：三井住友

20）
工事場所：大分県大分市大字下原地先
工　　期：2013（H.25）9.3 ～ 2019（H.31）3.31

特集＞＞＞　土工

写真─ 1　完成予想鳥瞰図
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（2）ダム諸元
形　　　　式：中央コア型ロックフィルダム
堤　　　　高：91.6 m
堤 頂 長：496.2 m
堤 体 積：3,800,000 m3

堤 頂 標 高：EL201.6 m
総 貯 水 容 量：24,000,000 m3

有効貯水容量： 22,400,000 m3

洪水調節容量：14,300,000 m3

2．ICT 施工方針

大分川ダム建設工事では，仮想クラウドを設け，設
計時の情報（構造物，材料，地質等のデータ）に対し
て，ICT 等を利用した施工で得られる情報を追加・
更新していき，工事事務所・コンサルタント・施工者
で共有している。そのデータを施工管理および品質管
理に迅速にフィードバックさせるとともに，試験湛
水，維持管理までデータを引き継ぐことで，「設計－
施工－維持管理」を一体化した CIM（Construction-
Information-Modeling，Management）を有意義に活
用する計画である。

取り組みの目的としては以下の通りである。

（1）生産性の大幅な向上

（2）管理（特に品質）の合理化
①  施工により得られる各種情報の，構造物 Model

での一元的管理（仮想クラウドでの共有）
②  上記を用いた，施工協議，設計へのフィードバッ

クの迅速化
③  建設生産物の品質トレーサビリティと維持管理段

階への活用（湛水第三期への早期移行）

3．取り組み内容

発注者より受領した 2 次元設計図面を 3D 化し，
ICT 施工に活用している。そして，その DATA を現
場の各状況に合わせ図─ 1 に示す取組みを実施して
いる。以降に主な実施例を上げる。

4．実施項目例

（1）設計照査 ･ 施工計画シミュレーション
（a）  施工方法の妥当性のチェック・発注図面の整合

性のチェック・バーチャル現場での施工計画
3D モデルを構築し堤内にある構造物等を透視化す

ることで，配置される構造物の 3 次元的な相互干渉の
確認や 2 次元の断面・平面図では表現困難な物の確認
が容易となる（図─ 2，3）。施工着手前に 3 次元的な
位置関係を確認しておくことで，施工の待ち，手戻り

図─ 1　取り組みフロー
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をなくす。また，施工段階での施工方法の妥当性の確
認を実施している。
（b）数量算出（材料別土量調査）
2 次元設計図面を，任意断面においてスライスを切

ることで，設計と現地との乖離を瞬時に把握でき，材
料廃棄を含め将来の材料採取のシミュレーションを立
てることができる。

（2）施工
（a）GPS によるワンマン測量
RK-T 補正データは VRS（仮想基準点）方式を採用

しているため基地局不要である。また，軽量薄型タブ
レットの採用により，従来のものに比べ現場での取り
扱いが格段に向上した。

図─ 2　ダム内部透視図

図─ 3　地質 3Dモデルイメージ図（原石山地質図）

図─ 4　地質 3Dモデルイメージ図（原石山地質図）

（b）  MG（マシーンガイダンス）･MC（マシーンコ
ントロール）を使用した丁張レス施工

重機に GPS システムと 3D-CAD システムを搭載す
ることにより，目的物の位置や形を運転席のモニター
で確認できるシステム（図─ 4，5）。重機オペレーター
は予め機械に入力された目的物データに基づきモニ
ターに表示されるガイドに従うことによって，目標と
する形状に掘削や整形を行うことができる。これによ
り均一な出来形を確保できるとともに，測量作業省略
により機械稼働率が向上する。また，測量による位置
出し確認のために人間が重機の作業エリアに近づく頻
度が激減するため，安全性も向上する。大分川ダムで
はバックフォウ・ブルドーザーを合わせて 20 台近く
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の機械にセットされており現場の丁張りが 9 割削減さ
れた。
（c）  重機周囲安全警報システム（アラウンドウォッ

チャー）
本システムは，重機周りに一定の磁界を発生させ，

IC タグを携帯した作業員が磁界内に侵入した際，直
ちに重機オペレーターに侵入を知らせるものである

（図─ 6，7）。オペレーターは運転席に備えた警告灯，
モニター，カメラ映像により重機周辺の状況を確認で
きるため，人と重機の分離，重機災害の防止に寄与す
る。作業レベルに合わせて，磁界の範囲を 3 段階に設
定でき，侵入者の氏名をモニターに表示することがで
きる。

（d）ダンプ運行管理システム（G-Safe）
本システムにより，大型ダンプをはじめとする工事

車両の安全な運行と作業効率の向上を図れるととも
に，山間部等の狭隘な道路における大型工事車両同士
の『すれ違い管理』が可能である（図─ 8）。また，
クラウドに DATA を蓄積することで，フィルダムに
必要な，「何を」「いつ」「どこから」「どこへ」「どの
くらい」運んだのか，といった積載物の種別に応じた
確実なトレーサビリティ管理を行っている。

（e）重機の自動化（クワッドアクセル）
①振動ローラー
当ダムでは，汎用の振動ローラーに計測機器や後付

自動化装置を設置することで，自動運転可能な機械と
なる。施工範囲を PC で指示することによって自動で
転圧作業が行われる。本システムでは 1 台のタブレッ
ト PC で複数の振動ローラーを同時運転させることが
できる。また，本システムはリアルタイムで機械の位
置や姿勢，周囲の状況を計測し，障害物検知や走路の
安全性などの認識，自動停止，自動再開機能など安全
性確保の面でも多くの機能を有している。

②ブルドーザー自動撒き出しシステム
当ダムでは情報化施工用ブルドーザーに計測機器や

自動化機器・装置を設置して自動運転可能な自律型自
動ブルドーザーに改造している。堤体における撒き出
し作業を対象として，実施工で取得したオペレーター
操作データを基に，撒き出し経路，ブレード高さの違
いによる材料の拡がり形状を予測するシミュレーショ

図─ 6　電波発信イメージ図

図─ 7　アンテナ設置状況・モニター画面

図─ 8　設置状況・モニター画面

図─ 5　DATA送信イメージ図
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ンデータを製作し，これらの情報を基に作業を行う実
験を実施中である（写真─ 2）。
（f）埋設計器の無線化
フィルダムには，多数の土圧計，間隙水圧計，層別

沈下計などの埋設計器が設置されている。従来は，こ
れらの計器の設置箇所から地上のデータロガーまで，
計測用ケーブルでデータを伝送するのが一般的である

（図─ 9）。本ダムでは 3 測線のうち 1 測線を地中無線
通信技術によって無線化し，堤体内に埋設された計測
器から地上（または監査廊内）までを無線でデータ伝
送している。本システムで使用されている超低周波の
電磁波では磁界成分が卓越しており，海中や地中にお
いて伝送損失が少ないという特徴がある。

（3）品質管理
（a）転圧管理システム
本システムは，振動ローラーに GNSS 受信機を搭

載して走行位置の座標値を表示・記録することによ
り，盛土の転圧回数を管理するものである（図─
10）。盛土地盤を予め管理ブロック（メッシュ）に分
割し，管理ブロックの転圧回数を表示・記録する。オ
ペレーターは操作室内のモニターを確認しながら運転
することで，リアルタイムに転圧状況を確認すること

ができる。また，本システムは，無線 LAN を用いて
複数台の振動ローラーの転圧データ（転圧エリア及び
回数）を共有化し，1 台単独の転圧回数のみならず複
数転圧データを合成することが可能である（図─
11）。
（b）  盛立材料の粒度管理の合理化（フィルター材

製造における DK-S ミキサーの利用）
大分川ダムでは，フィルター材を DK-S ミキサーに

よってブレンド製造する（図─ 12）。また，製造後の
品質確認として 1 回 /15 分の頻度で画像粒度法による
粒度確認を実施する（図─ 13）。これまでにない高頻
度の粒度監視により，フィルター材に関しても品質管
理の合理化を行うことができる。当技術は CSG ダム
の品質管理において実績があるものであるが，最大粒
径の 30％程度までが評価の限界である。一方，フィ
ルター材は，フィルター則を確認するために 5 mm 粒
径を確認する必要があるため，大分川ダムでは新たな
試みとして－40 mm 分にふるい分けした材料の画像
を別途撮影し，対象となる材料を 2 段階撮影すること
で，5 mm 粒径の評価を実施している。

写真─ 2　無人自動ローラー稼働状況

図─ 9　従来設置状況→無線設置状況

図─ 10　DATA受信イメージ図

図─ 11　転圧ローラー設備設置状況
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用している。本システムは，空撮からデータ処理まで
の一連の作業において，ドローンやカメラ等の機器の
選定，作業方法や使用ソフトの最適化を図ることで高
精度な空撮測量を実現している（図─ 17）。3D 現状
DATA と 3D 地質 DATA を組み合わせることで，材
料の残数量の把握及び出来形管理，堤体の外部変形管
理の推移等の把握に利用することができる（写真─
3）。

また，オルソー平面図と組み合わせることで設計と
現況の把握が容易になり，進捗状況把握を行える。

図─ 12　フィルター製造設備

図─ 13　画像解析イメージ図

図─ 16　岩盤データー重ね合わせ図

（c）埋設計器のリアルタイム管理化
埋設計器はダム施工から試験湛水－維持管理にいた

るまで，フィルダムにおいては非常に重要な設備であ
る。しかし，従来は SD カード等でデータ回収後，デー
タ整理が必要であったため，地盤の異常な挙動や計器
の故障・断線施工中の断線，停電等による DATA の
未取得等のトラブルを見逃すことが少なくなかった。

大分川ダムではそれらに対処するために，施工中に
おける埋設計器の情報をインターネット上に表示し，
リアルタイムに確認できるシステムを構築した（図─
14，15）。また，乾電池で駆動するロガーおよび中継
対応特定省電力無線機との組み合わせにより従来困難
であった盛立中の埋設計器自動観測を可能にした。
（d）堤敷地質情報を活用した基礎処理の管理
基礎処理工事において平面オルソー画像と地質マッ

プを重ねることにより，基礎岩盤状態，亀裂や断層に
対する改良効果を 3 次元で視覚的に確認し，確実な改
良を実施している（図─ 16）。

（4）出来形 ･ 出来高管理
（a）UAV を使用した写真測量による出来高算出
UAV による写真測量を利用して高精度な 3 次元図

面を短時間で作成し，土量管理，工事の進捗管理に利

図─ 14　埋設計器システムフロー図

図─ 15　計測DATA画面
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5．おわりに

大分川ダムでは 19 以上の項目で，ICT による「飛
躍的な生産性の向上」と「管理（特に品質管理）の合
理化」を図り成果を挙げている。建設業は今後ますま
す高齢化が進み，そのうち携わる人材がいなくなるこ
とが懸念される。魅力ある建設業にしていき，女性も
活躍でき，少人数で生産性をあげていくためには，便
利なものは便利なものとして利用し，それに知恵を加
えて，人が行うことを極力減らしていく取り組みが安
全・品質にも寄与していく。そういうことを現場で日々
考え，投資していくということが今後ますます重要で
あると考える。

 

図─ 17　UAV飛行状況

写真─ 3　写真解析DATA

［筆者紹介］
奈須野　恭伸（なすの　やすのぶ）
鹿島建設㈱
九州支店大分川ダム JV 工事事務所
統括副所長
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大規模土工事における ICT 施工と CIM 化への対応
陸前高田市震災復興事業での取り組み

中牟田　直　昭・山　本　修　一・定　月　良　倫

本事業は，東日本大震災で甚大な被害を受けた岩手県陸前高田市の被災市街地土地区画整理事業である。
発生した土砂や破砕岩を巨大ベルトコンベヤで高速搬送し，かさ上げ工事を行う大規模造成工事である。

この大規模土工事における生産性の向上や品質管理に採用した ICT 土工管理システムの中で，広範囲
の造成エリアの測量の省人化・精度の高い土量管理を目的とした① UAV（無人飛行機）航空写真測量と
盛土工事で使用するブルドーザーや振動ローラーに GNSS を搭載して敷均し厚さや締固め転圧回数を管
理する②敷均し・締固め管理システムについて報告する。
キーワード：  震災復興，大規模土工，土量管理，盛土品質管理，UAV（無人飛行機），ICT 施工，CIM，

オルソ画像

1．はじめに

本事業では，硬岩を含む今泉地区の山（標高 125 m）
を標高約 45 m まで掘削して，約 500 万 m3 という大
量の土砂や破砕岩を巨大ベルトコンベヤで仮置き場ま
で搬送する。その後，仮置き場から高田地区のかさ上
げ部に盛土材を運搬して敷均し・転圧する大規模土工
事である（図─ 1，2）。本工事では，これまでに類を
見ない規模で ICT 施工を導入して，大規模土工事に

おける精度の高い土量管理，効率的な盛土施工管理を
達成した。ここでは，UAV（無人飛行機）航空写真
測量による 3 次元出来形管理，また，GNSS 敷均し・
締固め管理システムによる品質管理，さらに3次元デー
タをモデル化し，材料や施工管理情報を属性情報とし
て管理するCIM化を試みたので報告するものである。
・事業施行者：陸前高田市
・工事発注者：独立行政法人都市再生機構
・工事受注者：  清水・西松・青木あすなろ・オリエン

タルコンサルタンツ・国際航業 JV
・業　務　名：  陸前高田市震災復興事業の工事施工等

に関する一体的業務
・工　　　期：  平成 24 年 12 月 11 日～平成 31 年 3 月

31 日

2．  急速施工における土量管理・盛土品質管
理上の課題

本事業は，300 ha という広大な敷地面積において，
毎月平均 30 万 m3，合計約 1,100 万 m3 という大量の
土砂・岩石を掘削する超大規模土工事であり，かつ，

特集＞＞＞　土工

図─ 1　切土部（赤）とかさ上げ部（黄）までの土運搬の流れ

図─ 2　今泉地区から高田地区かさ上げ部へ土の運搬イメージ�（断面図）
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震災復興事業として急速施工が求められる現場であ
る。また，今泉地区切土部は，土砂を掘削している箇
所と岩材料を掘削している箇所が点在する。このため
土砂と岩材料の比率により，ベルトコンベヤで搬送さ
れる材料の粒度分布が変化する。粒度分布が変化した
盛土材料は，仮置き場に集積された後，再度切り崩し
て高田地区かさ上げ部へ運搬される。面積約 140 ha，
高さ約 10 m のかさ上げ部では，敷均し厚 30 cm，約
33 層の積み上げ作業が必要である。

このように，広大な測量範囲（20 m メッシュで 5,000
点以上），膨大な切盛土量，膨大なデータ量の管理が
求められる当現場の出来形管理・盛土品質管理上の課
題は，下記の 3 つである。

①  【出来形管理の課題】従来の方眼測量では毎回 2
週間以上の測量期間必要となり，日々の土工量が
大きい当現場は測量中に出来形形状が大きく変化
し，精度の高い出来形管理・土量管理ができない。

②  【盛土材料管理の課題】日々土砂と岩石の混合比
が変化する盛土材料の仮置き場での精度の高い材
料管理が難しい。

③  【盛土施工管理の課題】広大なかさ上げ部の高精
度な敷均し厚さ・転圧回数管理の確認が難しい。

3．課題に対する対応策

（1）  UAV（無人飛行機）航空写真測量による省人化，
工程短縮

まず，測量上の課題を解決するため，1 ～ 3 日間，
3 人で測量が可能な UAV（無人飛行機）航空測量（写
真─ 1）を導入し，従来の 20 m 方眼測量と比較して 大幅な省人化と測量の工程短縮を図った。土工事の進

捗状況を正確に把握する目的で，航空測量はほぼ毎月
実施している。プロペラを駆動させるモーターのバッ
テリー能力から，測量対象エリアを 4 分割（写真─ 2）
し，GNSS による自動操縦により飛行高度 230 m（今
泉地区），180 m（高田地区）で測量している。また
沿岸に位置する現場特有の強風，突風に対応できるよ
う，局地的な気象情報の提供システムを導入し，各飛
行高度での風速（図─ 3）をリアルタイムで確認しな
がら慎重に実施した。

（2）測量データの 3 次元モデル処理
当現場では，80％ラップ率で合計約 4,000 枚の写真

を撮影し，写真合成処理を行っている。具体的には，
専用ソフトにより写真のひずみ処理（オルソ補正）を
施した航空合成写真（オルソ画像）（写真─ 3）と
1 m および 20 m メッシュ xyz 座標の点群データを作写真─ 1　UAV（無人飛行機）UX5�

写真─ 2　UAV飛行ルート（飛行時間　約 50分／ルート）

図─ 3　高度別風速予測
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成している。また，対象範囲の外周部と内部に約 50
点の標定点をバランス良く設置し，GNSS の測量精度
を補正している。誤差は最大で 10 cm 程度である。
さらに，1 m メッシュ点群データから面データおよび
3 次元モデル（写真─ 4）を作成し，土工事施工状況
の正確な情報共有および土量解析に活用している。

（3）3 次元モデルによる土量管理と出来形確認
当現場では 3 次元モデルにより毎月の土工量を短時

間で算出し，グラフ管理（図─ 4）をしている。併せて，
土工事進捗状況を視覚的に把握するため，3 次元モデ
ルとオルソ画像を重ねた鳥瞰図を作成し，毎月の出来
形管理（図─ 5）を行っている。3 次元データ管理に
より，造成計画変更時の全体土量バランスの確認作業
や運土計画の修正への早急な対応も可能にしている。

（4）盛土材料のトレーサビリティ管理
盛土品質管理上の課題に対応するため，盛土材料情

報や締固め管理情報を伝達と共有化する方法として，
GNSS を利用したトレーサビリティ管理と敷均しガイ
ダンス，締固め管理システムを導入した。各施工段階
での対応を（図─ 6）に示す。

盛土材料情報については，GNSS 機能付きスマート

フォンを装備したダンプトラックにより積荷の土軟岩
区分とともに積み込み地点から荷降ろし地点の位置情
報を取得してサーバーに保存する。このデータを各運
搬段階（切土～仮置，仮置～かさ上げ）で引き継ぐと
ともに，土質試験結果を追加して敷均し・締固め工程
のデータへ引き渡す。

（5）  GNSS 敷均しガイダンス，締固め管理システム
敷均しは，GNSS 搭載ブルドーザで敷均し厚 30 cm

を高精度に確保している。また，締固め管理について
は，材料管理データに基づく締固め仕様に従って締固
め軌跡・回数を GNSS 搭載振動ローラで転圧管理し
ている（図─ 7）。転圧管理データはサーバーを経由

写真─ 3　航空写真オルソ画像と 20 mメッシュ標高データ

写真─ 4　1 mメッシュ座標による 3次元モデル

図─ 4　土量管理グラフ

図─ 5　月別出来形管理図
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して複数台数の振動ローラで共有でき，広範囲エリア
の同時・引継施工が可能となっている。また，この位
置情報を 3 次元モデル（CIM）に利用している。敷均
しについても排土板位置・高さを GNSS で管理して
いる。

（6）GNSS データを活用した CIM モデル
ICT 技術を活用して得られた管理データは，工事

が大規模であることから施工データは膨大になる。こ
の膨大なデータを効率良く蓄積・管理し，将来的にデー
タ共有を図るためには CIM 化が必要と考えられた。

図─ 6　盛土材料のトレーサビリティ管理

図─ 7　GNSS敷均し・転圧管理

図─ 8　CIM化への対応
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このため，ICT 施工による締固め管理において，
GNSS から得られる 3 次元データ（GNSS 搭載振動ロー
ラ）を活用して，1 層毎の締固め終了後の面データを
重ね合わせ，実施工モデルを作成した（図─ 8）。こ
こに，締固め管理で得られた情報を属性情報として持
たせることで，3 次元モデルとして CIM 化し一元管
理するよう試みている。属性情報としては，作業期間，
施工高さ，走行時間，まき出し厚，転圧回数，施工面
積，盛土材品質情報である。

4．おわりに

平成 30 年 3 月の 1 次造成が完了するまで UAV 航
空写真測量を継続するとともに，さらに測量解析技
術，土工管理技術の向上と効率的かつ高精度の土量管
理に取り組む所存である。また，今泉地区も 45 ha の
かさ上げ部があり，高田地区と同様に管理している。
今後も ICT 土工システムを積極的・効率的に活用し，
またさらに CIM への取り組みも継続して，品質確保
に万全を期す所存である。

 

定月　良倫（さだつき　よしとも）
清水建設㈱
東北支店　震災復興まちづくり建設所

山本　修一（やまもと　しゅういち）
清水建設㈱
土木東京支店　土木第三部
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中牟田　直昭（なかむた　ただあき）
清水建設㈱　土木総本部
土木技術本部　基盤技術部　造景グループ
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シェル型浸透固化処理工法
新しい注入形態

林　　　健太郎・秋　本　哲　平

溶液型恒久薬液を使用する浸透固化処理工法は，既設構造物直下地盤の液状化対策として，多くの実績
のある工法である。しかしながら，締固めなどの一般的な地盤改良工法と比べて 5 ～ 10 倍ほど高価な工
法である。今回開発したシェル型浸透固化は，薬液の使用量を 2 割削減することでコストダウンをはかる
新しい注入形態である。今回，遠心載荷模型振動実験を行い，コストは 2 割下がったが，耐震効果は
100％改良と同程度であることが確認された。
キーワード：  砂地盤，滑走路，液状化対策，薬液注入，地盤改良

1．はじめに

2011 年の東日本大震災の後で多くの耐震基準が見
直され，より大きな地震動に対する安全性が求められ
るようになった。特に原子力施設などに関してはこれ
までになく巨大な地震動に耐えられるように基準が変
更されている。これらの方向性は正しいが，コスト面
で考えると施工に係わる費用は莫大になっている。

本来，幅広く多くの構造物の耐震性を向上させるた
めには，既存の耐震工法の多くでコストダウンの試み
が必要である。また，すべての構造物に原子力施設並
みの耐震性が必要というものでもなく，構造物の目的
に合ったコストバランスのとれた，いろいろなバリ
エーションの耐震性が求められる。

今回報告するシェル型浸透固化処理工法は，通常の
浸透固化処理工法で使用する薬液量の 8 割の薬液を先
行して注入し，後から 2 割の海水を注入することで，
外側が硬く固結して，内側に未改良砂が残る改良体を
作る方法である。いわば，できるだけ少ない材料を使
いながら，耐震効果を最大にしようとする新しい地盤
改良の試みである。

もともと浸透固化処理工法は，供用中の既設構造物
の耐震対策として，20 年前に開発され実績も多い地
盤改良工法である 1）。地盤中の一点から低圧で薬液を
注入することで，直径 2 m 程度の球状の改良体を造
成する方法である。既設構造物の耐震対策として実績
も，効果もある反面，改良費は，通常の地盤改良の 5
～ 10 倍程度高価な方法である。本方法が高価である
一因は，使用する溶液型恒久薬液が高価で，多くの場

合，工費の半分を占める点である。工費を下げようと
すれば，使用する薬液の量を減らすのが最も有効であ
る。

｢シェル型浸透固化処理工法｣ は，浸透注入すると
薬液が球状に固まる性質，すなわち，後から注入した
溶液は先行注入された溶液を追い越さないという性質
を利用して，先に薬液を，後から海水を注入する方法
である。本文では ｢シェル型改良｣ についての造成方
法と実際に注入して作成した模型盛土地盤を用いて，
遠心載荷装置による振動台実験を行い，盛土の地震時
の沈下量に関する耐震効果についてとりまとめてい
る。

2．シェル型改良の造成方法

粒径のそろった均質な砂地盤に土中の一点から薬液
を注入すると，薬液は放射状に広がり，固化するまで
の時間と注入が終了する時間を同じにすることで，球
状固化体を造成することができる。実際には，この固
結までの時間（ゲルタイムと呼ばれる）と注入するの
に要する時間をほぼ同じにすることは容易なことでは
ないが，薬液注入による地盤改良では改良品質に最も
影響を与える要因である 2）。実際に模型土槽や実地盤
に注入にして造成された球状の改良地盤を写真─ 1，
2 に示す。

（1）70％改良とシェル型改良
改良体が球状にできることから，通常の施工では，

液状化が予想される範囲に対して，注入点を土中に等

特集＞＞＞　土工
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間隔に配置し，一点が負担する体積に応じて，未改良
部が残らない量の薬液を注入する 3）。いわゆる 100％
改良である。このときに必要な薬液量を 1 として，
7/10 の薬液を注入する方法が 70％改良である。70％
改良時の出来形イメージを写真─ 3 に示す。

写真からも分かるように，改良体はお互いに連結し
ているが，未改良部も連続しているのが特徴的であ
る。この方法は薬液注入対策工事の施工コストを下げ
る方策として有効であり，危険物保安協会による旧法
タンク基礎の液状化対策の設計手法の一部に使用され
ている。

写真─ 1 からも分かるように，球状に固結すると
言うことは，先にも述べたように，先行して注入され
た薬液は，後から注入された薬液から追い越されるこ
とはないことを示している。シェル型改良は，この注
入原理を利用して，先に薬液を，後から水または海水
を注入することで造成される。

（2）室内模型実験による造成
シェル型改良体の造成方法を図─ 1 に示す。通常

の注入と同じように土中に注入ポイントを設置し，分
担する空隙量の 7 割の薬液を注入したのち，配管を変
え，3 割の水または海水を注入する。このときに薬液
のゲルタイムを，水の注入が終わった時点と一致させ
ることが重要である。

ドラム缶内に作った摸擬地盤に薬液 7 リットルと水
3 リットルを注入して，作製したシェル型改良体と 7
リットルの薬液を注入して作製した通常の改良体を比
較したものを写真─ 4 に示す。二つの改良体を比べ
ると，どちらもほぼ球状であるが，同じ薬液量を注入
したにもかかわらず，シェル型改良体は 1.4 倍ほど大
きく固結しているのが分かる。このシェル型改良体を
二つに切断し，中央部の未改良砂を洗い流したのが写
真─ 5 である。写真から水も球状に薬液を押し出し
ていることが分かる。

写真─ 1　確認された改良体（模型注入実験）

写真─ 2　確認された改良体（松坂 2000）

写真─ 3　70％改良の出来形イメージ

図─ 1　シェル型工法の施工方法
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（3）現地実験による作製の検証
シェル型改良の実地盤への適用性を調査するため，

2007 年に石狩湾新港にて，現地注入実験を実施した。
本実験では，シェル型の改良体を作成するために，1
箇所あたり，942ℓの薬液を注入後，628ℓの海水を注
入した（総注入量：1,570ℓ）。写真─ 6 に改良体を掘
り出した状況を示す。先行注入した薬液が固結して球
状改良体の表面を形成し，直径 1.9 m のシェル型改良
体が地盤中に造成されていることが確認された。

また，トリプルチューブによりシェル型固化体のサ
ンプリングを行い，一軸圧縮試験により調査した結果
を図─ 2 に示す。得られた一軸圧縮強度は，当然な
がら外殻部分と未改良の中央部で明確に異なった。外
殻部では 100 kN/m2 を超える十分な強度が得られて
いたが，中央の未改良部においても，薬液が通過した
ことにより弱く固化していることが確認された。

3．  注入により造成されたシェル型改良地盤
の遠心模型沈下実験について

（1）注入による模型地盤の作製方法
今回の実験は，盛土が載ったシェル型改良地盤や

100％薬液注入を行った地盤などに加振を行い，未改

写真─ 4　模擬地盤注入実験の改良体の比較

写真─ 5　シェル型改良体（写真─ 4）固結部の断面形状

写真─ 6　確認されたシェル型改良体

図─ 2　トリプルチューブ採取によるシェル型固化体の強度分布
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良部分に液状化を発生させて沈下量を比較し，シェル
型地盤の耐震性を評価しようというものである。

改良された地盤の耐震性を模型実験で確認する場
合，模型改良地盤によく用いられるのは型枠等を使っ
て地盤改良部分の模型を作成し，固結後，型枠を外し
て，模型地盤の中に埋め込んで作成する方法である。
この方法を用いれば，ほぼ均一な改良地盤を作成する
ことができる。深層混合処理工法などの均一な改良体
であればこの作成方法が最適であることは理解でき
る。ただし，薬液注入後方に適用するには均一すぎる
のが問題であると考えられた。

このため，今回の模型改良地盤は，実施工と同様に
地盤内に薬液を注入することにより，一様ではない薬
液改良地盤を作成している。実際には，地盤内に薬液
を注入するための内径 2 mm のチューブによる注入口
を 10 cm 間隔に 24 箇所設置し，ゲルタイム≒注入時
間と設定した薬液を注入することにより，薬液による
改良地盤を作成した。

盛土材には貧配合の固化処理土を用い，飽和砂地盤
にはケイ砂 5 号を使用した。実験ケースを表─ 1 に
示す。無対策の飽和砂地盤のケース 0 のほか，改良地
盤として，改良域の空隙に 100％薬液を注入したケー
ス 1 と 80％注入のシェル型浸透固化改良のケース 2
および Dr 90％まで締め固めた飽和砂地盤のケース 3
を実験の対象とした。

模型縮尺は 1/40，地震動としては，最大加速度
250 gal の SIN 波 30 波を使用した。地震の実振動数は
1.25 Hz を対象として，模型縮尺率 1/40 から，土槽に
は 50 Hz，継続時間 0.6 s を作用させた。

シェル型改良地盤の模型形状を図─ 3 に示す。盛
土はプロトタイプで高さ 2 m を想定し，盛土材には
貧配合の固化処理土を使用し，地表面付近には非液状
化層として，1 cm 程度の不飽和地盤の薄い層を設け
た。模型地盤内には，盛土中央と側部に水圧計と加速
度計を設置した。

（2）加振結果
加振後の各ケースの盛土天端と底面の沈下形状を図

─ 4 に示す。ケース 0 の無対策では過剰間隙水圧比
が 100％まで上昇し，完全液状化が生じ，盛土天端に
プロト換算で80 cmの沈下が生じた。100％改良とシェ
ル型改良のケース 2 では，地盤内部の過剰間隙水圧の
上昇は認められず，盛土の沈下量もほとんどなく，無

表─ 1　実験ケース

実験ケース 改良方法 改良仕様 改良率
ケース 0 無対策 無対策   0％
ケース 1 浸透固化 100％改良 100％
ケース 2 浸透固化 シェル型  80％
ケース 3 締固め Dr90％ 100％

図─ 4　加振後の沈下形状

図─ 3　シェル型改良地盤の模型形状
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対策飽和地盤（ケース 0）の 1/10 程度となった。締
固めのケース 3 では，盛土天端の沈下は殆どなく，過
剰間隙水圧の上昇も認められなかった。 

この結果から，90％まで締め固めたケース 3 が盛土
の沈下を抑止するのに最も効果的であることがわかっ
た。これに比べると薬液注入による改良地盤では若干
の沈下が生じたが，シェル型改良も 100％改良も盛土
の沈下に関しては同程度の耐震効果があることがわ
かった。

加振終了後にシェル型地盤の解体を行い，ガラス面
から数センチほど奥まで削り取り，未固結砂を水で洗
い流して，シェル型の出来型形状を確認したものを写
真─ 7 に示す。これから分かるように，薬液注入によっ
て作られたシェル型改良体では，注入口の周りから
2 cm ほど不均一な形状の未固結の状態で存在してい
ることが分かる。ただし，これらの未固結部の外側に
は連続して固結した部分がつながっており，盛土の荷
重を伝えることができたことが分かる。

4．おわりに

薬液を使った液状化対策の新しい改良形状である
シェル型改良に関して，現地注入実験，遠心載荷装置
による盛土地盤の加振実験を実施し，現地での実現性
や改良効果に関して確認を行った。この結果，対策が
必要な全体を改良した 100％改良の場合に比べ，80％
のシェル型改良では，耐震性能に大きな差はなく，液
状化による地盤沈下などの被害は 100％改良の場合と
同程度に防ぐことができることがわかった。薬液注入
による液状化対策工事のコストの半分程度は薬液代で
あることを考えると，使用する薬液量を 20％削減す
ることで大きなコストダウンが期待される。すべての
構造物に完全な液状化対策を実施している現状におい
て，多少の変形を許すが致命的な変状を防止できる，
安価な対策の必要性を感じている。
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写真─ 7　解体されたシェル型改良地盤
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岡　本　正　広

我が国は，色々な自然災害による被害大国である。近年では，平成 7 年の兵庫県南部地震，平成 23 年
の東北地方太平洋沖地震，平成 28 年の熊本地震に代表される大規模地震や平成 24 ～ 25 年にかけての北
九州や山口・島根両県を襲った集中豪雨，あるいは，毎年上陸する台風などの自然災害によって未曽有の
被害が発生している。本報告では，これら自然災害によって破壊された構造物の強化復旧対策として採用
されたジオシンセティックス補強土構造物による災害復旧工事について紹介する。
キーワード：ジオシンセティックス，補強土，災害復旧，大規模地震，集中豪雨，台風

1．はじめに

ジオシンセティックス補強土構造物（以下，「GRS
構造物」と称す）とは，曲げ剛性を有する一体の壁面
工と面状補強材とを用いて急こう配，あるいは鉛直壁
面を構築する盛土補強土擁壁（以下，「GRS 擁壁」称
す。図─ 1）と橋台・橋脚を構築する補強土橋台・橋
脚（以下，「GRS 一体橋梁」と称す。図─ 7，8），お
よび防潮堤などを構築する水際防災補強盛土（以下，

「GRS 盛土」と称す。図─ 6）などを指す（GRS：
geosynthetic-reinforced soil structure）。

「GRS 構造物」は，面状のジオテキスタイル補強材
で補強した盛土を建設後，支持地盤と盛土の変形が十
分に生じたことを確認してから，剛で一体の壁面工を
ジオテキスタイル補強材と連結しつつ建設する（図─
2）。したがって，主働域の安定・補強材の引張り力
発生に壁面工が重要な役割を果たしている 1），2）。

2．「GRS 擁壁」の特長

「GRS 擁壁」は，現在（平成 28 年 3 月末）までに
総延長 165 km，総現場数 1,130 ヶ所以上を超える実
績があるが，施工中・施工後を含めて事故はゼロであ
る（図─ 3 参照）。

1995 年 1 月の兵庫県南部地震や 2011 年 3 月の東北
地方太平洋沖地震では数多くの従来の擁壁，橋脚・橋
台，あるいは高架橋などに大きな被害が生じたが，激
震地に設置されていた本工法で構築された「GRS 擁
壁」にはほとんど被害がなく，極めて高い耐震性が証
明されている 1）（写真─ 1，2 参照）。
「GRS 擁壁」の主な特長を以下に示す。

特集＞＞＞　土工

ジオシンセティックス補強土構造物による 
災害復旧対策
剛壁面補強土工法（RRR（スリーアール）工法）による強化復旧対策

図─ 2　「GRS擁壁」の施工方法（段階式施工）1）

図─ 1　「GRS擁壁」の概要 1）
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1）  ジオテキスタイル補強材層と剛な壁面工が一体化
しているため，擁壁全体の安定性が非常に高く
なり完成後の変形を小さく抑えることができる。

2）  剛な一体壁面工は，防護柵（ガードレール），遮
音壁，電柱などの上部構造物の基礎として機能
することができる。

3）  壁面工の間際まで道路・鉄道として使用できる。
このため，用地は従来の盛土工や他の補強土工
法と比較して大幅に縮小できる。

4）  基礎地盤や盛土自身の変形が十分に生じてから，
壁面工コンクリートを現場で打設する段階施工
のため，剛な一体壁面工と補強材との連結部が
相対沈下で損傷しない。

5）  ジオテキスタイル補強材を介して剛な一体壁面
工と盛土が一体化していているため，壁面工の

支持地盤が洗掘されても擁壁全体は容易には転
倒しない。このため，河川に面していて洪水を
受ける護岸構造物や外洋に面して波浪を受ける
護岸構造物にも適用できる（図─ 4）。

3．  大規模（レベル 2）地震災害復旧の施工
事例 3）

（1）被災状況および経緯
平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災によっ

て，三陸鉄道北リアス線は甚大な被害を受けた。特に，
島越駅付近においては，駅および近接する松前川橋
梁，コイコロベ沢橋梁，ハイペ沢橋梁が流出するなど，
被害が深刻であった（写真─ 3）。

懸命の復旧作業により，順次，運転再開区間が拡大
し，小本・田野畑間が最後まで不通区間となっていた
が，線路の復旧が終わり，平成 26 年 4 月 6 日に全線
開通した（図─ 5）。

（2）復旧対策の概要
島越地区は，被災前の高架橋形式から，第二線堤的

な役割が期待できる盛土形式「GRS 盛土」にて復旧
されることとなった。松前川との交差部は，門形カル
バート形式が採用され，ここに「GRS 一体橋梁」が
適用された。また，道路との交差部には，Box カルバー
トが設置され，この袖壁に「GRS 擁壁」が採用され
た（図─ 6）。

コイコロベ沢では，既設の単純桁 2 連（RC 桁（L

図─ 3　「GRS擁壁」の実績（平成 28年 3月末現在） 図─ 4　剛な一体壁面の支持形式の説明図

写真─ 1　兵庫県南部地震での従来工法の被災例 1）

写真─ 2　��兵庫県南部地震（震度 7超）の激震地（通称，たなた地区）の「GRS�
擁壁」の状況 1）

写真─ 3　東日本大震災における津波による被災例 3）
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＝ 20.0 m）＋ PC ホロー桁（L ＝ 20.0 m））が津波によ
り流失し，既設橋台 2 基および既設橋脚 1 基は，躯体
部に損傷を受けた。そこで，既設橋台 2 基および既設
橋脚 1 基の躯体部の撤去と 2 径間連続 RC ラーメン橋

「GRS 一体橋梁」の構築により復旧することとなった
（図─ 7）。

ハイぺ沢では，既設の単純桁 2 連（PC 下路桁（L
＝ 32.1 m）＋ RCT 形桁（L ＝ 16.6 m））と起点方の
既設橋台 1 基が津波により流失し，既設橋脚は躯体基
部に洗掘を受けた。そこで，既設橋台 2 基および既設
橋脚 1 基の躯体部の撤去と 2 径間連続 SRC 下路ラー
メン橋「GRS 一体橋梁」の構築により復旧すること
となった（図─ 8）。

4．集中豪雨災害復旧の施工事例 4）

（1）被災状況および経緯
平成 25 年 7 月 28 日の山口県・島根県豪雨災害では，

JR 山陰線・山口線が甚大な被害を受けた。特に JR 山
口線の船平山～津和野間では，白井トンネル出口付近

（新山口駅起点 54 k700 m 付近）から 58 k400 m 付近
まで約 4 km にわたり大規模な盛土崩壊が多数発生し
た（図─ 9，写真─ 4）。当該区間は名賀川と近接し
ていることから，河川管理者である島根県で計画され
ている河川改修計画と調整を図る必要があった。図─
10 に河川管理者と調整された結果を示す。

図─ 5　三陸鉄道北リアス線復旧経緯・工事位置 3）

図─ 6　松前川橋梁「GRS一体橋梁」3）

図─ 7　コイコロベ沢「GRS一体橋梁」3）

図─ 8　ハイペ沢「GRS一体橋梁」3）

図─ 9　船平山～津和野間�被災概要 4）

図─ 10　河川事業との施工区分 4）

写真─ 4　名賀川近接部被災状況 4）
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（2）復旧対策の概要
当該箇所は，名賀川に近接した狭隘な位置にあるた

め，土構造標準に定められている標準のり面勾配（1：
1.8）を満足しない。そのため，補強盛土とすること
で勾配を急にし，のり尻に盛土補強土壁を構築するこ
とになった（写真─ 5）。復旧計画図を図─ 11 に示す。

また，崩壊斜面から湧水が見られたため，盛土内の
水位上昇を抑制することが重要であった。そこで盛土
内部に浸透した雨水や湧水が溜まらないよう，盛土補
強土壁下部および上部に単粒砕石からなる排水ブラン
ケット層を排水対策として設置することとなった。

5．台風災害復旧の施工事例 5）

（1）被災状況及び経緯
平成 9 年 9 月 7 日 2：00 頃に小田原市付近に上陸し

た台風 9 号によって海岸沿いを走る国道 1 号西湘バイ
パス（図─ 12 参照）の一部区間（大磯 IC から西湘
二宮 IC）の道路護岸が崩壊した（写真─ 6）。国土交
通省は速やかに調査検討委員会を設置して，原因究明
と対策工法の検討が行われた。

その結果，被災後約 3 週間で応急復旧工事により，
車両通行が可能になり，平成 20 年 4 月には暫定 4 車
線が開通する運びとなった。その後，平成 20 年 6 月
初旬に本復旧工事（消波ブロック，吸出し防止鋼管矢
板設置等）に着手し，平成 21 年 9 月には補強土擁壁
護岸の工事に着手して，平成 22 年秋に完成した。

（2）工法選定の経緯
護岸工についてはコンクリート躯体による重力式構

造，被覆ブロックを用いた傾斜式構造，ジオテキスタ
イルなどを用いた補強土壁構造等による比較が行わ
れ，被災形態（重力式構造での基礎洗屈による全面崩
壊），護岸の安定，周辺の環境・利用面などから総合
的に評価されて，補強土壁工法が選定された。

次に，補強土壁構造として「GRS 擁壁」工法，ジオ
テキスタイル工法，テールアルメ工法等による二次比較
が行われ，砂浜への張出しによる影響，耐震性能，塩
害対策，施工性などの観点から護岸幅が最も狭くかつ

図─ 11　「GRS擁壁」による復旧対策 4）

写真─ 5　「GRS擁壁」の施工状況 4）

図─ 12　西湘バイパスの概要（出典：横浜国道事務所WEBサイト 6））

写真─ 6　被災時の様子（出典：横浜国道事務所WEBサイト 6））
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信頼性の高い剛壁面補強土工法の「GRS 擁壁」（RRR-B 
工法）が採用された。

（3）復旧対策の概要
（a）ジオテキスタイル敷設
通常，「GRS 擁壁」（RRR-B 工法）では，面状補強

材のジオテキスタイルを 30 cm 厚ごとに敷設し，耐
震性向上・転倒防止のために盛土高さ 1.5 m 間隔でジ
オテキスタイルを全層敷き込むものとしている 2）。

しかし，本工事では背後に道路応急復旧用鋼矢板が
打設されており，かつ，砂浜幅を最大限広く確保し，
護岸幅をできる限り狭くする必要があったことから，
安定計算で所要安全率を満足する最小幅とされた。

図─ 13 に「GRS 擁壁」の標準断面図を示す。「GRS
擁壁」（RRR-B 工法）の設計敷設長の最小敷設長は
1.5 m，もしくは壁高の 35％の長さのうち，長い方と
されており 1），今回の場合，壁高 H ＝ 8.5 m の 35％
であることから約 3 m となり，この長さを上部の最
小敷設長とすることとなった。また，鋼矢板の法線方
向に鉄筋を溶接して，5 段ごとに巻き返すこととし
た。図─ 14 にその概要を示す。

（b）被覆コンクリート
本護岸は道路護岸であるものの海岸に面しており，

直接波浪を受けることから被覆コンクリート厚は
0.5 m とし，被覆コンクリートのり面上に遡上・越波
した水を速やかに海側へ返すことが必要であることか
ら，のり面勾配を 1：0.2 とした。また，目地部には
海水等侵入を防止するため止水板が設置された。
（c）補強土壁盛土材
本工事は，建設工事に係る資材の再資源化等に関す

る法律（いわゆる「建設リサイクル法」）に基づき，
特定建設資材の分別解体等及び再資源化等の実施につ
いて適切な措置を講ずることになっており，補強土壁
盛土材に再生砕石（RC-40）が使用された（写真─ 7）。
（d）耐久性に優れた補強材
再生砕石は，セメント成分を含んでいることからア

ルカリ性を呈し，耐アルカリ性に優れた性能を有する
ビニロン繊維が主材料の面状補強材が採用された。

6．おわりに

以上，ジオシンセティックス補強土構造物による災
害復旧工事について紹介した。災害復旧工事の基本
は，緊急性が優先されるが，緊急復旧したものは，旧
土構造物の耐震性のレベルにも達していない可能性が
あり，今後想定される大規模地震等の発生を考慮すれ
ば，強化復旧する必要がある。ジオシンセティックス
補強土構造物は，従来工法と比較して，構造強化はも
ちろん断面積縮小・工期短縮・建設費の合理化等が可
能であり，災害復旧対策として適している。
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本稿を作成するにあたり，RRR 工法協会の協会だ
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意を表します。

 

図─ 13　「GRS擁壁」の標準断面図 5）

図─ 14　鋼矢板へのジオテキスタイルの巻込み 5）

写真─ 7　施工（補強盛土の盛り立て）状況 5）
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近頃の土工技術
デジタルアースムービング

岡　本　直　樹

土工技術について，近頃使われている計画技術と施工技術の概要を紹介する。計画技術では，CIM を
含めた地形情報処理と UAV による広域測量について概観し，施工技術では岩掘削・運搬・締固めに分け
て，工法の種類とその適用性・能力等を概説する。更に ICT 技術の現状として，情報化施工，無人化施工，
i-Construction と業界の対応，AHS，その他の自動化・ロボット化，フリート管理について海外の動向も
含めて記し，最後に建機メーカのアライアンス動向を付記した。
キーワード：  機械土工，DTM，DEM，CIM，UAV，ドローン，岩掘削，機種選定，シミュレーション，

i-Construction，AHS

1．はじめに

近年，土工に関連したドローンによる空撮測量や
i-Construction 対応に業界が喧しい。i-Con 導入が目
的なのではなく，i-Con は手段に過ぎない。i-Con の
上辺だけを取入れるのではなく，土工計画から施工管
理のプロセスに上手く取入れてこそ意義がある。本稿
では最近の土工技術として，デジタルアースムービン
グを中心に話を進める。

2．計画技術 1）

土工計画では，まず，原地形図と造成計画図の差分
から土量計算を行い，土量分布を把握してから，最適
な土量配分 2）を行う。その際，地形図は DTM（Digital 
Terrain Model：図─ 1）化して作業を進める。次に
搬土走路を設定して，距離別搬土量を求める。これら
に組合せ機械を選定し，それぞれの機械能力計算から
必要台数を求め，工程上で山積／山崩を行い機械投入
計画を作成する。

（1）地形情報処理 3），4）と CIM

地形図を数値化するための一次地形情報には，等高
線，断面図，格子点標高，ランダム点標高があり，数
値標高モデル（DEM：Digital Elevation Model）には
図─ 2 のようなものがある。レンダリングに適した
TIN（Triangulated Irregular Network）によるモデ
リングがパソコンでも処理できるようになり，価格低

下が進み普及が始まった。そして，CIM は 3D-CAD
をベースに属性情報を付加したものとされるが，施工
計画（手順）を 4D で見える化して，詳細な事前検討（フ
ロントローディング）が行える。クラウドを利用すれ
ば見える化の共有も可能である。

（2）UAV による広域測量 5），6）

近年，自動測量技術として 3D レーザスキャナ，ス
キャニング機能付き TS（写真─ 1）や写真測量の利
用が進んでいる。そして，UAV（ドローン：写真─ 2）
と写真測量解析ソフトウェアが近年，革新的な性能
UP と価格破壊が行われ，一気に利便性が向上し，迅
速な広域測量が廉価で可能となった。そのため広域地
形測量の最有力な手段となり，i-Construction にも取

特集＞＞＞　土工

図─ 1　DTMの概念図 図─ 2　各種のDEM

写真─ 1　スキャニング機能付 TS 写真─ 2　離陸中のUAV
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入られ普及に拍車が掛かっている。また，最近はレー
ザスキャナの UAV 搭載（本号掲載：UAV 搭載レー
ザ計測システムの開発）も試行されている。

UAV は飛行計画に従って自律飛行を行い，連続的
にラップ写真を撮ることができる。写真─ 3 は UAV
飛行中のモニタリング画面である。図─ 3 は，写真

解析中の画面である。そして，図─ 4 は 3D モデルの
出力例である。本誌の表紙写真は，このモデルの視点
を変えて，CG 建機を配置したものである。建機はモ
デリングして機械配置やグリズリ等のプラントレイア
ウトに利用できる（図─ 5）。また，アニメーション
化 7）も可能である。

3．施工技術 8）

（1）岩掘削
岩掘削では，岩分布の把握が必要となる。そして，

岩掘削は環境面から発破が制限されることが多く，特
殊発破としての制御発破や無発破工法の選定が問題と
なるので，ここでは各種岩掘削工法の種類を紹介する。
（a）岩分布の見える化
岩数量が未定の場合，ボーリングデータや弾性波探

査データから岩盤境界を推定して数量を算定する。図
─ 6 は岩盤面を見える化した例で，図─ 7 は地質の
垂直断面と水平断面を組合せて，3D パネルダイアグ
ラムとしたものである。画面上で視点を自由に動か
せ，地質内部構造を立体的に見える化できる。

（b）岩掘削工法の選定
一般的な岩掘削工法の適用範囲は概ね図─ 8 のよ

うになる。無発破工法の適用が増加し，大型ブレーカ
（写真─ 4）や割岩機（図─ 9），静的破砕剤がよく使
われている。その他に低公害岩掘削技術には，図─
10 のようなものがある。大型バックホウ，ツインヘッ
ダの掘削能力を図─ 11 に示す。その他に近年，軟岩
破砕の生産性向上を図ったエキセントリックリッパ

（振動リッパ：図─ 12）が注目されている。

写真─ 3　UAV飛行中のモニタリング

図─ 3　写真解析画面

図─ 4　3D地形モデル出力例

図─ 5　CGによるプラントと建機の配置

図─ 6　岩盤境界の見える化 図─ 7　3Dパネルダイアグラム
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また，参考として図─ 13 に，海外の大型連続掘削
機械の能力を示す。図─ 14 は米国や英国で生産され
ている岩盤トレンチャで，我が国にも輸入されている。

（2）走行・運搬技術
現行大型搬土機械の経済的搬土距離を図─ 15 に示

す。走行機械の選定では，その他にトラフィカビリティ
や登坂力・降坂能力を考慮する。登坂力と降坂能力は
図─ 16 のような牽引力曲線とブレーキ性能曲線から
求める。これは後述の走行シミュレーションでも利用
する。

図─ 8　岩掘削法の適用範囲

写真─ 4　超大型ブレーカ 図─ 9　油圧割岩の手順

図─ 10　低公害掘削法の種類

図─ 11　大型バックホウとツインヘッダの掘削能力

図─ 12　エキセントリックリッパと適用範囲

図─ 13　海外の大型連続掘削機の掘削性能

図─ 14　岩盤トレンチャの形式

図─ 15　大型機の経済的搬土距離
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原石山等への登坂可能なパイロット道の取付け検討
や運搬工事用道路の設計 9）は，3D-CAD で作図し，
CG 鳥瞰で表示する（図─ 17，18）。また，切盛展開
に合わせた取付道の検討にも利用できる。

（a）走行シミュレーション
運搬機のサイクルタイムや作業量を高精度に求める

には，走行シミュレーションを利用する。図─ 16 の
ような牽引力等を利用した走行シミュレーションは，
CAT やコマツ，土木研究所，山﨑建設 10）が開発して
利用している。
（b）待ち行列シミュレーション
複数台の運搬機を扱うシミュレーションでは，待ち

行列型シミュレーションを行う。場内運搬では，積場
と盛場の 2 ステージ循環型待ち行列（図─ 19）とな
るが，場外運搬の場合は交差点や離合箇所の待ち行列
が問題となる（図─ 20）。

（c）運搬管理と積載量
運行管理システムについては，従前，ノンストップ・

トラックスケールや行先表示装置等が利用されたが，
近年は GNSS 運行管理が一般的となっている。また，
積載量は内部センサ計測が高精度になり，積込機にも
オプションが用意されている。

（3）締固め
締固め機械では，従来の締固め機種に加え，2 軸偏

心垂直振動（図─ 21）やポリゴンドラム（写真─ 5）
が生まれ，斜面用にクローラ駆動振動ローラ（写真─
6）が造られている。そして，締固め法では新東名工
事から厚層締固めが規定化され，近年は情報化施工に
よる締固め回数管理や加速度応答法を用いた管理規定
が利用されている。また，土木研究所では商品化され
ている機種の評価試験を実施している（本号掲載：加
速度応答システムの適用性評価）。

4．ICT 建機の現状

（1）情報化施工
情報化施工は，設計図面（3D-CAD）と位置情報

図─ 16　牽引力とブレーキ性能曲線

図─ 17　パイロット取付検討 図─ 18　工事用道路設計の例

図─ 19　2ステージ循環型待ち行列型シミュレーション

図─ 20　場外シミュレーション例

図─ 21　2軸偏心垂直振動機構

写真─ 5　ポリゴンドラム 写真─ 6　クローラ駆動振動ローラ
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（GNSS，TS）を付合せて，排土板やバケット等の作
業装置を制御（MC，MG）して施工する技術である（図
─ 22）。出来形把握も可能で，出来形検査（TS）に
も利用されている。MG（マシン・ガイダンス）や
MC（マシン・コントロール）を採用する工事が増え，
レンタル機器も増えた。最近の機種では，MC バック
ホウ（本号掲載：マシンコントロール機能を搭載した
油圧ショベルの開発，本号掲載：セミオートマシンコ
ントロールシステムを搭載した油圧ショベルの開発）
やシュースリップを検知してブレードコントロールを
行うインテリジェントブルドーザが登場している。そ
して，脱着等の取扱が容易になったシステムも現れ，
新しい機種への装着も試みられている。しかし，情報
化施工機器はまだ高価なのが難点である。価格低下と
簡便性の向上が待たれる。

（2）無人化施工（遠隔操作）
無人化施工は，人が立入ると危険な地区で遠隔操作

により施工を行う方法である。平成 6 年の雲仙普賢岳
における試験施工から研究が始まり，移動体映像伝送
や各種通信技術が発展した。目視遠隔操作の第 1 世
代，モニタ映像操作の第 2 世代，情報化施工技術を併
用した第 3 世代，CAN（Controller Area Network）
と LAN を接続したネットワーク型遠隔操作の第 4 世
代へと進化している。

（3）i-Construction

昨年 11 月に国交省が，i-Construction 構想（図─
23）を打上げた。UAV 写真測量技術を積極的に取り
入れて，出来型管理を断面管理から面管理へ移行させ
る。そのために 15 もの新規の基準類や改訂を急速に
整備し，情報化施工や CIM 技術と統合して，一気呵
成に情報化の加速を図ろうとしている。驚くほどのス
ピ ー ド 感 で あ る。 関 連 団 体・ 企 業 等 に お い て も
i-Construction 対応への組織改変が矢継ぎ早に発表さ
れている。

（4）業界の i-Con 対応
コマツは i-Construction に先んじて，スマートコン

ストラクション構想（図─ 24）を発表し，UAV 測量
やインテリジェント建機を活用したクラウドサービス

（KomConnect）を開始していた。
クラウドサービスは，Trimble の VisionLink（写真

─ 8）が先行していたが，国内の認知度は低かった。
ここに来て，i-Construction 対応も絡んで CAT-Jpn
と連携（本号掲載：「機械の声を聞く」i-Construction
を含有した総合的建機ソリューションの提供：図─
25）強化しての活動が活発化してきた。日立建機も
VisionLink を 利 用 す る よ う だ。 そ の 他 に Leica が
iCONect（ 本 号 掲 載「i-Construction に お け る 重 機
ICT コミュニケーション」）を用意している。

図─ 23　i-Construction 構想

図─ 22　TSと GNSSの利用

図─ 24　Smart-Construction
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（5）  AHS11），12）（Autonomous Haulage System， 図
─ 26）

AHS の研究は，1976 年の小松の電磁誘導から始ま
り，1990 年に新 CAT 三菱開発のコーナキューブ位置
補正の 90 tDT の日鉄鉱業／鳥形山鉱山への導入があ
る。1993 年にはロボテック研究所がミリ波電波灯台
方式 14）の走行試験を行った。GPS 方式では，1994 年
に CAT がテキサスで試験走行を行い，MINExpo1996
ではアリゾナからのデモ走行を中継した。KOMATSU
は，1995 年から豪州で 930E-AT 4 台によるテストを開
始し，2004 年にはチリ Codelco 社の Radomiro Tomic
鉱山に投入（5 台）した。2008 年には，同社の新鉱山
Gabriela Mistral で AHS のみによる操業を開始し，
現在 18 台が稼働している（写真─ 9）。自動化に熱心
な Rio Tinto 社も 2008 年から West Angelas 鉱山に 5
台を試験導入し，その後，Yandicoogina，Nammuldi，
Hope Downs の各鉱山で 69 台が稼働し，150 台までの
増車が計画されている。一方，ライバルの BHP-Billion
社も Mt.Keith（アリゾナ）Navajo（New Mexco），
Jimbleba（豪州）の各鉱山に CAT の AHS を導入し，

Rioと同じく150台までの増車を予定している。今日，
Google や自動車メーカ各社が争って開発中の自動運
転技術は，DARPA の Grand Challenge 2004・2005，
Urban Challenge（DUC）2007 で基盤技術が生まれた。
CAT は，これらにスポンサ参加しており，MINExpo 
2008 では DUC2007 で優勝した CMU の車両を展示
し，Autonomous をテーマとしていた。CAT の AHS
は LiDAR を搭載しており，これらの技術を導入して
いるものと思われる（写真─ 10）。また，CAT は
Fortescue 社の豪州 Solomon 鉱山にも納車しており，
45 台まで増車する予定である。日立建機も 2013 年か
ら試験走行を豪州 Stanwell 社の Meandu 鉱山で始め

（写真─ 11），2017 年の販売を目指している。

（6）その他の自動化・ロボット化 12），13）

土工機械の作業装置系では，ブレードコントロール
やバケットコントロールが古くから研究され，その成
果が情報化施工や無人化施工に取入られている。

米 ASI 社は，AHS の他にバックホウ，ブルドーザ
ではリッピングやスロットドージング（写真─ 12）

図─ 25　Cat�Connect

写真─ 7　サポートセンター

写真─ 8　VisionLink 画面

図─ 26　Autonomous�Haulage�System

写真─ 9　コマツのAHS 写真─ 10　CATの AHS

写真─ 11　日立建機のAHS 写真─ 12　ASI の Autonomous�BD
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等の自律化に取組んでいる。我が国でも施工自動化の
試みが始まった。鹿島建設の A4CSEL では，敷均ブ
ルドーザと振動ローラの自動運転に取組んでいて，ブ
ルドーザは ICT 建機 D61PXi を利用して自律化を図っ
ている。また，ブレーカによる小割作業の自動化では，
T-iROBO-Breaker（大成建設）が登場した。その他
に大林組が汎用遠隔操縦装置を開発し，災害用地盤探
査ロボットを開発中（本号掲載：土工用建設ロボット
の開発における新たな挑戦）である。

（7）フリート管理 FMS11），12）

FMS：Fleet Management Systems は，海外露天
掘り鉱山で利用されている建設機械群の管理システム
で，Modular 社（コマツ系），CAT，Wenco（日立建
機系），Leica 等が提供している。配車の最適化や意
思決定支援に利用され，クラウドとAIを利用したビッ
グデータ処理の取組みも始まっている。海外大型鉱山
における建設機械は，維持修理費込みの販売契約

（FMC：Full Maintenance Contract）を建機メーカが
行っている。このため機械の保全管理システムを含む
稼働管理システムが必要となり，ソフトベンダを取込
んで運用し，配車・フリート管理サービスへと拡張し
ている。資源需要・価格の低迷の中で，鉱山各社は積
極的に AHS 導入と FMS の機能アップによる生産性
と安全性の向上に取組んでいる。日本でも i-Con 絡み
のクラウド経由で，類似サービスの一部が受けられる
ようになりつつある。

（8）建機メーカのグローバルアライアンス
建機メーカの世界的合従連衡は留まることを知らな

い。Terex の鉱山部門を吸収した Bucyrus を CAT
が買収し，ケーブルショベルや大型ブラストホールド
リル，地下鉱山機器を入手し，O&K 系の超大型油圧
ショベルと UnitRig の超大型電動ダンプも手に入れ
た。そして先頃，Komatsu が Joy Global 社の買収を
発表 15）した。地下鉱山機器の他に P&H のケーブル
機と世界最大の 40 m3 級ローダ（旧 LeTourneau）が
手に入る。2 大建機メーカが更に巨大化して，地上と
地下のアースムービング機を支配することになった。
参考として，ケーブル機とコマツ PC8000（800 t 級油
圧ショベル：左下）の大きさ比較を図─ 27 に示す。

5．おわりに

デジタルアースムービングは，IT 技術として土工
計画で進めていたが，UAV 空撮測量データや ICT 建
機のセンサ情報がクラウド経由でリンクされ，施工管
理へ拡張されつつある。近い将来，更なる IoT とビッ
グデータ利用に拡大し，他業界で話題の AI 技術も建
機や意思決定支援に応用 12），13）されていくだろう。本
稿では土工技術全般についてもう少し言及したかった
が，紙幅の関係で断念した項目が多い。次の機会に記
したい。
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1．はじめに

ソーナー（SONAR：Sound navigation and ranging）
は水中を伝搬する音波を用いて，物体を探索，探知，
測距する装置である。水中音響計測技術は，光が届き
にくい水中において必要不可欠な技術であり，各種超
音波利用技術の原点ともいわれる。1912 年に発生し
たタイタニック号沈没を契機として技術検討が開始さ
れ，その後の実験によって氷山や海底面を探知できる
ことが示されて以来，様々な技術が開発されてきてい
る。ソーナーの方式としては，自ら音を発し，その反
射音を利用するアクティブ方式と，自然界に存在する，
或いは人工的に発生している音を利用するパッシブ方
式がある。ソーナー技術は，海底地形計測，水中通信，
水産資源調査，海底資源探査などといった，海洋の幅
広い分野で利用されており，近年では，水中構造物の
劣化診断などにも用いられ始めているなど，技術の発
展とともに新たな応用分野が開拓されつつある。本稿
では，東京大学生産技術研究所海中観測実装工学研究
センターで取り組んでいるソーナー技術応用例を紹介
する。

2．最近の応用例

（1）海洋鉱物資源広域探査
我が国周辺の海底には，海底熱水鉱床やコバルト

リッチクラストなどと呼ばれる海洋鉱物資源が眠って
おり，この貴重な資源を有効に活用するためには，海
底に多数存在する小域の海底熱水鉱床を突き止め，さ
らにその正確な賦存量を広範囲にわたって計測するた

めの技術が必要である。当センターでは，その熱水鉱
床を広域で，且つ効率良く探査するための音響計測シ
ステムの開発及び，実用化を進めている 1）。海洋調査
においては，図─ 1 に示すように，先ず，調査船に
備えられている遠距離用のマルチビームソーナー（海
底地形の計測に適するソーナー）を用いた概査が行わ
れる。熱水鉱床の探査では，水深は 500-3,000 m 程度
の海域が対象となり，水深や計測環境にも依るが，凡
そ 5-10 m 程度の分解能を有するグリッド地形を取得
する。また，その概査の結果を元に，Autonomous 
Underwater Vehicle （AUV） や Remotely Operated 
Vehicle （ROV）と呼ばれる海中ロボットや曳航体な
どの計測プラットフォームを投入した詳細な絞込み調
査が実施される。ここでは，計測プラットフォームを
海底近傍まで接近させ，近距離用のマルチビームソー
ナーやサイドスキャンソーナー（海底面における音の
散乱強度を計測するソーナー），サブボトムプロファ

水　野　勝　紀・浅　田　　　昭

ソーナー技術は，海底地形計測，水中通信，水産資源調査，海底資源探査などといった，海洋の幅広い
分野で利用されており，近年では，水中構造物の劣化診断などにも用いられ始めているなど，技術の発展
とともに新たな応用分野が開拓されつつある。本稿は，最新の研究事例を交えながらソーナー技術の応用
例を紹介し，建設工事の分野との技術交流を図ることを目的とする。
キーワード：ソーナー，海洋鉱物資源探査，水中環境計測，水中構造物の劣化診断技術

海洋探査技術の現状
水中音響計測技術の応用例紹介

図─ 1　海洋鉱物資源の探査戦略
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イラー（海底下の層構造などを計測するソーナー）な
どを用いて海底や海底下の詳細な情報を取得する。マ
ルチビームソーナーを用いた 1 m 程度の分解能を有
する詳細な海底地形計測やサイドスキャンソーナーに
よって得られる海底面からの音の散乱強度を利用する
底質分類手法の検討，サブボトムプロファイラーを利
用した海底下の地層検出手法開発を進めている。また，
当センターで開発したインターフェロメトリック合成
開口ソーナー 2）を用いる場合には，10-25 cm 程度の
分解能を有する海底地形の取得も可能である（図─
2）。最終的には，それら詳細な調査の結果から候補
地を絞り込み，採泥・採岩などを実施し，その分析結
果に基づいて熱水鉱床を特定することになる。以上の
様に，広大な海の中から新しい資源域を探し出すには，
幾つかの探査フェーズを経ることになるが，ソーナー
技術を駆使することによってそこまでの道のりを単純
化し，資源探査を効率化させることが可能となる。

（2）水中環境計測
最新のソーナー技術を応用して，生物多様性の維持，

海洋資源利用に向けたアセスメント，地球温暖化の抑
制など，環境保全，修復，改変を目的として，海，川，
湖沼などの水域における環境変化・状態を計測するた
めの新しい計測手法の開発を進めている。多くの研究
機関や企業との連携研究でもあり，地域に密着し，そ
れぞれの土地で生じている特有の課題の解決を目指し
ている。上記（1）で用いられるソーナーの多くでは
数百 kHz 以下の周波数帯域の送波信号が用いられて
いたが，最近では 1.1-3.0 MHz 帯域を使用する「音響
ビデオカメラ」と呼ばれるイメージングソーナーが開
発されており，その高い分解能を利用して，水中環境
計測に応用され始めている。中心周波数 3.0 MHz を
送波信号に用いるタイプの音響ビデオカメラでは，
ビーム数 128 本，レンジ分解能は 3 mm-10 cm という
高い分解能を実現しており，計測範囲は 5-15 m 程度

と短いものの，音響計測における課題の一つとされて
いた魚類や水生植物の識別をも可能とする新しいデバ
イスとして期待されている。図─ 3，4 に音響ビデオ
カメラを用いて取得した魚類の 2 次元音響画像や沈水
植物群の 3 次元音響画像を示す。種毎の形状的な違い
を確認することが出来る。また，画像内の濃淡は，対
象からの音響散乱の強度を反映しており，対象の硬さ
などの質的な情報も含んでいる。またこれらの取り組
みは，地球環境をグローバルな視点から考えるために，
東南アジア域の大学を中心とした国際的な連携体制の
下で推進されている。発展途上の地域には豊かな自然
が残されている一方で，急速な経済発展に伴う環境の
劣化が懸念されている。しかしながら，それら地域の
多くは環境影響評価技術を有していないケースも多
く，当センターで培ってきた水中音響計測ノウハウを
駆使しながら，国際的な技術協力を実施している。

（3）水中構造物の劣化診断技術の開発
平成 19 年度から，土木研究所寒地土木研究所と共

同で実施している研究である。近年，社会資本の老朽
化に関する問題が顕在化しており，国土交通省による
と港湾施設においては，建設後 50 年を経過する岸壁
が，2013 年の約 8％から 2033 年には約 58％と急速に
増加するため，今後一斉に補修や改修が必要となると

図─ 2　深海で発見した熱水鉱床マウンドの 3次元音響画像

図─ 3　魚類の音響画像例

図─ 4　沈水植物群の 3次元音響画像例
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予想されている。また，その補修や改修時には，優先
順位を決める必要が出てくると考えられる。そこで当
センターでは，水中構造物の劣化診断技術の開発を目
的として，音波を使って水中構造物の外部を詳細に計
測する技術と構造物内部の状況を把握するための技術
を研究開発してきた。図─ 5 に音響ビデオカメラを
用いて計測した岸壁表面のモザイク画像を示す。気泡
などの影響で，視認や光学画像での確認が困難な，岸
壁表面の凹凸などを把握することが出来る。また岸壁
の内部状況を把握するために，パラメトリック送信技
術を利用したソーナー（パラメトリックソーナー）を
開発し，矢板やコンクリートの裏側に配置された対象
物体の可視化にも成功している 3）。本研究は，現在も
継続的に進められており，港湾インフラの分野で大き
く発展することが望まれている。

3．おわりに

上述した海洋探査技術は，濁水中の物体探知や水中
作業時のリアルモニタリング，構造物内部の可視化な
どに適しており，使用方法によっては，建設工事の分
野においても有力なツールになると考えられる。例え
ば，駅改良工事等の場所打ち杭施工時において，掘削
途中に支障物が出現した場合，その支障物の位置や種
類を正確に特定することにより，工事費増大・工期延
伸のリスクを低減可能であると期待されるが，安定液

は濁度が高いため，視認及び光学カメラなどによる支
障物探査は困難である。そのような場合，濁度の影響
を比較的受けにくいソーナーを応用した支障物探査技
術が有効であると考えられ，技術検討も進められてい
る。また最近では，沿岸域における建設工事にもソー
ナー技術の応用検討が進められており，特に底泥の巻
き上がりや気泡が発生する水中施工時の状況を音響映
像としてリアルタイムにモニタリングすることで，作
業の安全性や正確性の向上が期待されているなど，
ソーナー技術の新しい展開が垣間見え始めている。

以上のように，海洋の分野を中心に発展してきた
ソーナー技術は，建設工事の分野にも様々な用途で応
用可能であると考えられるため，異分野間における技
術の交流が促進されるとともに，新たな技術課題から
派生する新しい応用技術が生まれることを期待してい
る。

 

《参考文献》
 1） 水野勝紀，他：海底熱水鉱床の音響探査の最前線，日本音響学会誌　

解説，72（8），pp. 477-483, 2016.
 2） Kojima, M. et. al., 3D Acoustic imagery generation by interferometric 

analysis of long baseline using Interferometric Real Aperture Sonar., 
Proceedings of OCEANS'15, INSPEC Accession Number: 15798943, 
2015.

 3） Kishi, N. et. al., Inspection Methods for Underwater Structures of 
Ports and Harbors., Proceedings of Underwater Technology 2015, in 
press.

図─ 5　音響画像から再構築した岸壁のモザイク図
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裁 判 員 制 度 に 参 加 し て
田　中　洋　二

1．まさか裁判員になるとは

公判最終日，しーんと静まりかえった法廷の中「主
文，被告人を懲役〇年に処する…」裁判員席で判決宣
告を聞きながら，「うぅ～ん，さすが裁判長かっこい
いな～」と感心しながら，我々建設業に携わる者なら
誰でも味わってきた工事竣工時の達成感と似たような
感慨もありました。

1 年前に裁判員候補者名簿に登録されたとの通知が
きた時には，まさか正式に裁判員に選任されることは
ないだろうとタカをくくっていたのですが，忘れた頃
に裁判所から呼出状が来たので行ってみると 30 名強
の候補者が集まっていました。その後，裁判所・検察
官・弁護人の簡単な面接がありましたが，最終的に抽
選で 6 名の裁判員に選任されてしまいました。（ただ
し検察官と弁護人には裁判所が選ぶ裁判員に対して，
原則 4 名まで拒否できるそうです）候補者名簿に登録
される確率が 0.2％，そして最終的に裁判員・補充裁
判員に選任される確率が 0.01％（全国で一年間に約
8,000 人）ですから，まさに宝くじ的確率です。「どう
せ当たるなら宝くじに当たってほしかったな～」と思
うのは私だけではなかったと思います。もともと推理
小説も法廷ドラマも好きでしたし，職務上法務関係の
事柄には興味もありましたので裁判員は是非やってみ
たいとは思っていましたが，いざその立場になると「死
刑の判決はな～」とか「被告が否認してたらな～」と
重たい気持ちになっていましたが，幸い今回担当する
事件は死刑か無期かというような凶悪事件でもなく，
又被告人も起訴事実を認めていましたので安心して評
議に臨むことが出来ました。

2．公判と評議

さて，裁判員裁判では裁判長以下 3 名の裁判官と 6
名の裁判員で審理・評議を行うのですが，裁判員の構
成は 60 代の私を筆頭に 20 代まで，男女比率もバラン
ス良く構成されていました。裁判員選任中の裁判員の
身分は裁判所の非常勤職員と同じで，裁判所出入り口
での通門証も発行されましたし，館内のメニュー豊富

でお手頃価格の食堂も利用できます。
又，期間中の交通費も支給されますし，相当額の日

当まで支給されましたので，待遇的には恵まれている
のではないでしょうか。

審理・評議に当たっては，裁判長以下プロの裁判官
が懇切丁寧に説明指導しながら進めるのですが，最終
的な評決の一票の重みは裁判官も裁判員も同じです。
裁判員制度が施行されて 7 年になりますが，特に凶悪
事件や性犯罪事件では，裁判員制度での裁判のほうが
厳しい判決がでる傾向が多いそうです。

通常の刑事事件の公判は①冒頭手続（検察官が起訴
状を読み上げ，それに対して被告人や弁護人の言い分
を聞く）→②証拠調べ手続（具体的証拠の取り調べや
証人尋問）→③弁論手続（検察官の論告求刑と弁護人
の弁論）→④評議（裁判官の議論）→⑤判決宣告とい
う手続を踏み，短くても一か月はかかるそうですが，
裁判員裁判では裁判員の負担を少なくする為，裁判を
始める前に，検察官・弁護人及び裁判所が公判前整理
手続をして，事前に争点や証拠を絞り込み審理も集中
して行えるので，公判の期間も 5 ～ 6 日程度です。私
の場合も，月曜日に冒頭手続が始まり火曜日中には弁
論手続が終わり，水・木・金曜日で裁判官と裁判員に
よる評議，そして翌月曜日に判決宣告という短期間で
終わりました。

今回の裁判は前述の通り被告人・弁護人が起訴事実
を全て認めていましたので，三日間の評議は量刑（刑
罰の程度）をどうするかが議論のほとんどでした。刑
法〇〇条の〇〇罪における量刑の範囲は明記されては
いますが，どの罪状でもその幅はかなり大きく示され
ており，その範囲内であればどの程度の量刑にするか
は裁判官と裁判員の評議に任されています。評議では，
犯行の動機や計画性，手段や方法の悪質性，被害の大
小と被害者感情，そして本人の反省の度合い等を鑑み
ながら，過去の似たような判例を参考にどの程度の量
刑にするかを議論することになります。「同じような
事例であれば，全国どこの裁判所でも，ほぼ同じよう
な量刑がなされる必要がある」というのが司法の基本
的な考えだと教えてもらいましたが，まさにその通り
だと痛感しました。
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3．日常業務と比べてみて

裁判員には守秘義務があり，評議の内容や個人のプ
ライバシーについては述べることは出来ませんが，裁
判員として刑事事件に携わった中で，自分の日常業務
と比較して感じたことがあります。まずひとつは，

「我々はいつも事実に基づいた合理的判断をしてるか」
です。裁判所ではまず事実が何であるか，真実は何な
のかを徹底的に追及しますが，我々は往往にして，そ
のことに手を抜いているのではないか？　日常生活は
ともかく，仕事でも「理よりも情」で判断していない
か？　時間的な制約もあるし，マンパワーの問題もあ
るから，時と場合によっては大ざっぱな認識での判断
もやむ得ないが，重大な問題ではもっともっと腰を下
ろして考えないといけないと思います。もうひとつは，

「我々の会社には有効利用出来るデータベースがある
か」です。今回の量刑をどうするかの評議においては，
裁判官より今回の犯罪と似たような過去の事例とその
判決内容が 10 件ほど示され（どうもそのような検索
システムがあるようです），それと比べて我々の担当
するこの事件はどうなのかを徹底的に議論しました。
例えば，「A 事例に比べて計画性は薄いな」，「被害の
程度は B 事例に近い」とか「そうか C 事例の量刑が
重いのは常習性があるからか」等，過去のデータと比
較しながら議論して全員一致で結論をみたのですが，
これだけのデータベースが整備されているのは素晴ら
しいことだなと感じました。我々は土木施工の会社で
すが，新規工事の見積や施工計画に，過去に施工した
似たような事例が反映されているでしょうか。

私の所属する会社でしたら 2 ～ 3 千件の施工実績は
あるはずですから，新規案件に酷似した施工済み工事
は何件かあるのでしょうが，それが反映されていると

は思えません。どうも我々土木屋は現場の経験知を個
人に蓄え，組織としての知識にするのが苦手のようで
す。それは何を導き出すためのデータを集積整理する
のかという目的がはっきりしてないからではないで
しょうか。裁判所は「同じような事例であれば，ほぼ
同じような量刑を」という明確な目的があったから，
膨大な裁判事例のデータベースを構築したのだと思い
ます。

我々も目的をはっきりさせて（例えば「見積制度の
向上」，「現場での不具合防止」，「好事例の水平展開」「重
機稼働率の向上」等），その為にはどのデータが必要
かという観点で取り組めば，意外と簡単にやれるかな
と考えています。

4．記憶に残る言葉

裁判員として実質 6 日間の経験でしたが，とてもい
い経験をさせてもらったと思っています。「事実に基
づいた合理的判断」とそれを補助するデータベース，
言いかえると「インプット情報が同じなら，ほぼ同じ
アウトプットとなる仕組み」。凡人である我々は感情
の左右する日常生活ではなかなかそうもいきません
が，少なくとも職業人としての仕事では大変参考にな
る言葉ではないでしょうか。昨今，裁判員制度の是非
が議論されていますが，一般市民にとって実際の裁判
がどのようになされているのか，どういう考えのもと
に判決がなされているのかを知り，又それに参加する
のはとても良いことではないかと思っています。是非
皆さんも，もし裁判員候補になったら積極的に参加さ
れたほうがいいと思います。

─たなか　ようじ　山﨑建設㈱　顧問─
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夢 が 渡 る 越 佐 海 峡
池　野　正　志

夏になると沈んでしまいそうに人口が増える佐渡
島。そこは日本海に浮かぶ面積 854.76 平方キロメー
トル，人口 58,000 人の島である。そこに生まれ 18 年
間住んだのち海を渡り本土に住むこととなった。今は，
母親の介護のため月に 2 ～ 3 回この海峡を渡る。この
海峡を渡るたびに時々思うことがある。40 年以上前
を思い出し当時は，貧困な農家に育ち，父親は体が弱
く，不器用なためいつも私が学校から帰ると，故障し
た農機具の修理と農家の手伝いであった。田んぼの一
部が加茂湖の淵にあり，ここで農作業をしていると佐
渡汽船の汽笛が鳴り時を知らせてくれる（写真─ 1）。
この汽笛が，唯一の休憩や食事時間を知らせてくれる。

「一服せんかっちゃ」と母親の声が掛かると，俺も親
父も一服にはいる。海の方を眺めるものの会話は少な
かった。好奇心が旺盛な私はいつも海を眺めながら「海
の向こうには何があるのだろう」「どんな世界がある
のだろう」と思う日々が続いていた。唯一の情報は，
集落の先輩で，本土で学校に通っている方や働いてい
る方が盆や正月で帰省した時に色々な話を聞かせてく
れる。この事が楽しくてしょうがない。「俺も海の向
こうへ行きたいな～」と想像しながらいつも夢を描い
た。

当時佐渡島から海を渡るとき，佐渡汽船ではお別れ
のテープを引き「達者でな～」「また帰ってこいよ」「元
気でな～」「手紙くれよ～」などと大きな声で相手を
送り出した（写真─ 2）。涙をこらえながら，テープ

がなくなるまで岸壁で手を振る。同年代であればこん
な光景を体験し，見て来た人は数多いと思う。この船
は人を運ぶと共にその人の夢や希望も運んでいる。

季節により乗客も異なる。冬はほとんどの乗客は島
内外で働く人や病院に通う人たちだけで人数は少ない
が，春から秋にかけては島の四季折々の自然を楽しむ
観光客により乗客は増える。地殻変動によりもたらさ
れた美しい光景や国際保護鳥「とき」，海底での大魚「こ
ぶたい」との出会い，そして北緯 38 度線が通過して
いるため 1,700 種近い南北両系の植物の自生，そして
山野草の群生を見るため佐渡島へ渡る観光客は多い。
胸を弾ませいろんな自然や歴史との出会いを楽しみに
夢を膨らませている。

佐渡には野生のシカやクマがいないため山も安心し
て歩けるのと，他では見ることが出来ないシラネアオ
イの群生や，推定 300 年の杉が生き続ける神秘の杉林
もあるという。船の中で聞こえてくる会話は，「珍す
い花いっぱい見さ行くべ」「金山さ行ってみっが」「お
土産すこだま買っていくべ」等とどこかの方言が飛び
交っている。観光を終え佐渡から帰る観光客は，満足
そうな顔して，土産をいっぱい抱えている。お土産袋
には名前こそ書いてないが，我が家の嫁にとか孫にと
か行先は決まっているのだろう。これもまた，袋の中
には次なる夢の切符が入っていることだろう。2 月～
3 月は受験シーズンなのか学生や父兄同伴の乗客が多
い。将来を夢見て受験に向かうのであろう。その後，
昔は「桜咲く」や「越佐海峡波高し」の電報が飛んで
きたものだ。結果はともかくこれもこの海峡を渡る。

写真─ 2　カーフェリー

写真─ 1　ジェットフォイルすいせい
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常に越佐海峡は色んなものを渡らせる。今の船なら
5 m 位の高波でも往来はできる。2 m 程度なら高速船
まで走る（写真─ 1）。最近は船も大型化し高性能に
なったため「波高し」の言葉は通用しなくなったと思
う。

新潟県と佐渡市は平成 18 年度から共同で佐渡金銀
山の世界文化遺産登録推進事業に取組み，平成 22 年
10 月に我が国の世界遺産暫定一覧表への追加記載が
了承された。その後世界文化遺産登録に向けて新潟県
も佐渡市も取り組んでいるが，登録には至っていない

（写真─ 3）。最近，また世界遺産の登録を審査するユ
ネスコ（国連教育科学文化機構）は年 1 回の審査で扱
う件数の上限を 45 件から 25 件に減らす検討に入った
との事である。登録に向け関係者は努力を積み重ねて
いるが，佐渡金銀山の世界遺産登録はなぜか遠くに感
じられる。今まで，多くの人の夢が渡ってきた越佐海
峡，今度の夢もどうか渡ってきてほしいと願う船の上
である。

─いけの　まさし　㈱興和　代表取締役社長─写真─3　願いを込めるのぼり
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1．はじめに

帯鋼補強土壁は，1964 年にフランス国内で道路盛
土において採用されたのを皮切りに世界中に普及し，
2013 年現在においては世界で 4620 万 m2 の帯鋼補強
土壁が構築されている。一方，日本国内への導入は
1972 年に旧日本道路公団において，高速道路盛土で
初めて採用され，国内では，これまでに 950 万 m2 を
超える帯鋼補強土壁が構築されている 1）。

本報告では，当研究所の敷地内において実物大のコ
ンクリートパネルを用いた補強土壁を施工（写真─ 1

参照）し，各種検証を行った新技術である帯状ジオシ
ンセティックス補強土壁と帯鋼補強土壁工法の設計・
施工方法について報告を行うものである。

2．  帯状ジオシンセティックス補強土壁の概要

帯鋼補強土壁とは，鉛直の壁面を構成している壁面
材（スキン）とその背面の盛土中に鋼製の補強材（ス
トリップ）を層状に敷設した構造である（図─ 1 参照）。

帯鋼補強土壁は鉛直の壁面を構成しているスキンと
ストリップを敷設した補強領域から成り立っており，
帯鋼補強土壁の安定性は，ストリップが敷設された砂
質の盛土内の応力状態が主応力状態に近づき，不安定
になろうとしている壁面付近の主働領域をそれ以外の
抵抗領域における引抜き抵抗（ストリップと盛土材の
摩擦抵抗）によって引き止めることによって保たれて
いる。

帯状ジオシンセティックス補強土壁は，厳しい腐食
環境下においても補強土壁が施工できるように，一般
的な帯鋼補強土壁工法で使用される鋼製補強材（スト
リップ）の代わりに，写真─ 2 に示す帯状ジオシン
セティックスを補強材として用いる工法であり，帯鋼
補強土壁と補強材以外の構造に変わりはないが，補強
材の素材特性により設計手法は異なる。

また，施工に際して壁面材の初期変位を抑制するた
めにトレンチ等を構築し，張力を与えることも帯状ジ
オシンセティックス補強土壁の特徴である。

さらに，構造特性として一般的な補強土壁では壁面
材と補強材とをボルトなどを用いて接合するが，帯状
ジオシンセティックス補強土壁ではあらかじめ壁面内
に設置されたスリーブに帯状ジオシンセティックス補
強材を通し接合するジョイントレス構造となっている

（写真─ 3 参照）。

鈴木　健之

補強土壁工法の新技術
帯状ジオシンセティックス補強土壁の紹介

CMI 報告 

写真─ 1　当研究所の敷地内における補強土壁

図─ 1　帯鋼補強土壁の構造

写真─ 2　帯状ジオシンセティックス補強材
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3．  帯状ジオシンセティックス補強土壁の概
要施工手順

帯鋼補強土壁の施工手順は，「壁面材の組立」，「補
強材の取付」，「盛土材のまき出し，敷均し」，「盛土材
の締固め」を所定の高さまで繰り返す工法である。一
方，ジオシンセティックス補強土壁では，補強材を設
置する際に，補強材先端より 100 cm の位置に，幅
50 cm，深さ 10 cm の溝堀（トレンチ）掘削を行うこ
とで，盛土材の敷均し，締固めの際に補強材に引張力
が加わり，これにより施工時の初期変位を抑制する効
果が得られる（図─ 2）。

また，ぞれぞれの作業に使用する一般的な建設機械
が表─ 1 に示す通りである。一般的な帯鋼補強土壁
工と帯状ジオシンセティックス補強土壁で使用する機
械の違いは，補強材を設置する際のバックホウのみで
あり，他の作業においては，帯鋼補強土壁工と同様で
ある。

4．  帯状ジオシンセティックス補強土壁の特徴

補強材として帯状ジオシンセティックスを用いるこ
とにより，下記の事項が従来工法よりも優位であると
考えられる。
①高腐食環境下での耐久性の確保

従来工法では，様々な対策を行わなければ施工でき
なかった沿岸部など特に厳しい腐食環境下において，
帯状ジオシンセティックス補強材を用いることで，錆

等の問題が発生しない。また，セメント（石灰）改良
土やコンクリート再生材を含む広範囲の土壌環境に適
合する。
②施工時の省力化，安全性の向上

帯状ジオシンセティックス補強材は，鋼製補強材に
比べて柔らかく軽量で，金属製の突起物がないので，
作業の安全性が向上する。なお，鋼製補強材の単位長
さ当たりの重量は，2.02 kg/m であり，帯状ジオシン
セティックス補強材は，0.137 kg/m である。このこ
とから，運搬時の環境負荷低減効果も期待できる。
③経済性の向上

従来工法で使用されている鋼製補強材では，腐食環
境下における追加対策が必要であったが，新技術は追
加対策が不要であるため，経済性の向上を見込むこと
が可能となる。

表─ 1　帯鋼補強土壁工との使用機械の比較

作業内容 一般的な帯鋼補強土壁工における建設機械 帯状ジオシンセティックス補強土壁における建設機械
壁面材組立 ラフテレーンクレーン，バックホウ ラフテレーンクレーン，バックホウ

補強材の取付 （人力） バックホウ
盛土材のまき出し，敷均し ブルドーザ，バックホウ ブルドーザ，バックホウ

盛土材の締固め 振動ローラ 振動ローラ

写真─ 3　帯状ジオシンセティックス補強土壁の補強材取付け状況

図─ 2　帯状ジオシンセティックス補強土壁の施工手順
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5．おわりに

帯状ジオシンセティックス補強土壁の実物大試験体
を作成することで，施工方法の検討や各種計測を行っ
たが，現在は，その実物大試験体を使用して，帯状ジ
オシンセティックス補強土壁における補強材と土との
付着強度試験や壁面の挙動特性に関する確認を定期的
に行うことで，壁面の安定性評価を行っている。

 

《参考資料》
 1） 一般財団法人　土木研究センター , 補強土（テールアルメ）壁工法設計・

施工マニュアル　第 4 回改訂版 , 平成 26 年 8 月

［筆者紹介］
鈴木　健之（すずき　たけゆき）

（一社）日本建設機械施工協会
施工技術総合研究所　研究第一部
主任研究員
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アスファルトプラントの変遷（その 3） 昭和 32 年～ 36 年

機械部会　路盤・舗装機械技術委員会（アスファルトプラント変遷分科会）

第 3 章　プラントの大型化

1957 年（昭和 32 年）　  国土開発縦貫自動車道建設法
公布 

高速自動車道国道法公布
日本建設機械要覧
1957 年（昭和 32 年）　  アスファルト舗装機械概説 

抜粋
◎アスファルトプラントの大型化

混合した合材が均等質を保持するためには，一練当
りの混合容量の増大とともに混合性能の大きいプラン
トが必要となって来ている。この要求に沿ってプラン
トは次第に大型，高性能化する傾向にあり，コンティ
ニュアス式のものも使用され始めている。

…最近，道路工事が脚光を浴び，工事規模も増大化
し，施工技術も高度のものが要求されるようになると
ともに，欧米の新しいプラントの導入もあり，アスファ
ルトプラントは進歩し大型化される気運にある。

ドライヤ：  2 ～ 3 t/h のものから 25 t/h 位までのも
のがある

バーナ：  圧縮空気，蒸気，低圧ブロア等で重油を噴
出燃焼させるもの

ミキサ：  パグミル型　150 kg/B ～ 500 kg/B 程度
　　　　（毎分 60 ～ 80 回転）
ダストコレクト：  プラント操業の際に生ずるダスト

を集める集塵装置で，最近ではほ
とんどのプラントにもこの装置を
つけるようになった

東京工機製　1,500 yd2 アスファルトプラント組立状況
阿蘇登山道路　15.3 km　工事に使用（能力　15 ～ 20 
t/h）

愛岐道路　多治見市～守山市間舗装工事に使用
 （公団発注の第 2 号工事　工事延長　11,763 m　
 舗装面積　76,732 m2）
アスファルト単価　昭和 32 年当時　23,000 円／t

 （以前　17,000 円／t）

松下工業㈱
1 日 10 時間の作業において，それぞれ 5 cm 厚のシー

トアスファルト 1,500 yd2，1,000 yd2，800 yd2，600 yd2，
400 yd2 または 200 yd2 の舗装に要する合材を生産。

大別して 600 yd2 型以上は定置式，400 yd2 型以下

写真 3-1　東京工機製 1,500 yd2 アスファルトプラント
『東亜道路工業六十年史』（東亜道路工業㈱）
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は可搬式。
乾燥機：径　　 760 mm より 1,480 mm
　　　　長さ　2,450 mm より 5,000 mm
　　　　頑強な溝形鋼製台枠上に設置
燃焼装置：  ロータリブロア低圧送風重油バーナ吹込

式
計量器：  骨材分配用として 200 ～ 500 kg 台秤を設置
　　　　  必要に応じ，アスファルトおよび石粉計量

用として自動鍵秤を附する場合もある
混合機：  一練り 100 kg 単軸式のものより 500 kg 双

軸式のものまである（パッグミルミキサ）
要覧記載メーカ全 5 社，上記記載以外業者名

三栄興業㈱，松村工業事務所，丸善鉄工所

1958 年（昭和 33 年）　  名神高速道路山科工事起工 

道路整備緊急措置法施工
日本工具製作㈱（現 : 日工㈱）　
アスファルトプラント試作機　完成

建設の機械化 1958 年 10 月号　アスファルト・プラ
ントの問題点　抜粋（日本鋪道㈱　今田元氏氏） 

ここ 2 ～ 3 年来アスファルト舗装機械に対する近代
化という問題が，施工技術の向上の一環として大きく
取上げられ，特に最近では各方面において急を要する
問題となって来ている。

わが国における建設機械の発達はここ数年来長足の
進歩を遂げたことは，関係者の等しく認めるところで
あって，開発のテーマが出されるたびごとにその工事
に使用される建設機械が導入され，あるいは製造され，
それが建設の相当広い分野にわたって拡げられて来た
ものである。

すなわち農地の開発，電源開発，河川改修，港湾改
修などおよそ国内の大規模な工事には新式の建設機械
が性能を競っている状態である。このような環境にあ
りながら，ひとりアスファルト舗装機械が近代化の点
で立遅れていると云われる原因は，種々考えれるが，
何といっても従来の舗装工事の規模が小さかったこと
が第 1 の原因として考えられるであろう。
…（中略）　筆者はこの機会にまだ国内では標準化さ
れていないと思われるアスファルト・プラントについ
てこれからの発達の動向を展望しながら，今後の問題
点についてふれて見たいと思う。

写真 3-2　1,600 yd2 アスファルトプラント
『㈱渡辺組　五十年の歩み』（㈱渡辺組）

写真 3-3　800 yd2 アスファルトプラント

写真 3-4　400 yd2 型アスファルトプラント

写真 3-5　田中鉄工製　600 yd2 アスファルトプラント長崎県庁へ納入
（建設機械産業のあゆみ：日本建設機械工業会 20年史）
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Ⅰ．プラントのタイプの問題　
（1）  示された粒度配合が容易に得られるものである

こと。
（2）材料の温度調節が容易に行われること。
（3）  混合が完全であって，均一な合材が得られること。
　　…（中略）

Ⅱ．乾燥加熱装置の問題
（1）  内容積が小さくて所要の乾燥加熱が行われること。
（2）  燃焼加熱によりドライヤ外壁の変形損耗が少な

いこと。
（3）ダストや未燃焼のばい煙が出ないこと。
（4）  骨材の滞留時間が短くて所要の乾燥加熱状態が

得られること。
　　  …（中略）ドライヤの長さは燃焼の状況と骨材

の滞留時間からそう極端に短くはできない。
　　  ドライヤを熱交換器として見ると，カウンター・

フロー型に属するものである。実際使用上問題
となる点は，骨材の含水量であって，加熱温度
に相当の影響を与えることは既に知られている
とおりである。

Ⅱ－2．バーナおよび燃焼装置について
  現在使用されているバーナは空気噴霧式重油バーナ
であって，これに低圧式と高圧式とがある。低圧，
高圧の別は微粒化に使用する空気の圧力によって一
般には区分されていて低圧は大略 1 kg/cm2 以下の
ものをいい，高圧は 5 ～ 7 kg/cm2 のものを云う。
…（中略）

Ⅱ－3．ダストコレクタについて
  ♯ 80 通過程度の微粒回収のために，ダストコレク
タが設けられている。ダストコレクタとしてはサイ
クロン型式が現在採用されている。…（中略）一般
的には小型のプラントにはシングルのものが，大型
のプラントにはダブルクロンマルチクロンが使用さ
れているようである。

　  …（中略）アスファルト・プラントを市街地の付近で
使用する場合はばい煙の問題はかなりやっかいとなっ
てくる。従って小型高性能のものの出現が望まれる。

Ⅲ．グラジュエーション・ユニットの問題
Ⅲ－1．ふるい分けについて

  …（中略）アスファルト・プラントの振動ふるいの
特徴としては，

（1）小型高性能のものが必要であること。
（2）ふるい分けられる骨材の種類が多いこと。
　　  …（中略）振動ふるいにおける振動の形体や振

動数の問題は今後もっとくわしく解明したいも
のの 1 つである。

Ⅲ－2．計量装置について
  …（中略）ただどの程度の自動化がアプライされるか
という問題が残る。…（中略）はかりそのものの誤差
のほかに人為的な誤差も入ってくるので，ゲートの開
閉の操作は極力容易なものとする必要が生じてくる。

Ⅲ－3．ミキサについて
  現在使用されているものは殆どが，2 軸パクミルで
あって，
  …（中略）また材料の供給方法を改善して，混合性
能をあげて行くことや，爪の数，角度等を研究して
行くことが必要であろうと思われる。

Ⅳ．アスファルト計量装置について
  …（中略）従って現在では重量計量のものと容積計
量のものがいずれも使用されている。…（中略）取
扱が便利で，計量が正確な装置の出現が望まれる。

Ⅴ．あとがき
  …（中略）しかし工場の設備やダムのプラントのよ
うに生産能力も生産規模も大きいものであれば，理
想的な構造や配置がとられるであろうが，道路舗装
用のプラントは，3 ～ 6 ヶ月ごとに移動を要するの
が現状であるので，これらの点をどの程度取捨選択
して行くかが考え方の基本となると思う。以上述べ
たほかに，今後研究もしくは改良して行かなければ
ならないものとしては
（1）  流量の調整が容易で，構造が簡単なフィーダ。
（2）バケットエレベータと簡単な安全装置。　
（3）  ドライヤ，ホットエレベータなどの回転部分

に使用する高温グリース。
（4）骨材の温度や流量などの標示装置。
（5）石粉の簡易な運搬方法。
（6）分解および組立に便利な塔屋。
などがあげられる。…（以下略）

1959 年（昭和 34 年）　  首都高速道路公団発足 

メートル法実施
日本工具製作㈱　アスファルトプラント 1 号機完成
 （京都　玉井組に納入　現　玉井建設㈱）

新型機械の導入と開発
プラントについては，高度成長下の昭和 31 年，米

国バーバーグリーン社よりコンテニアス型 40 ton/h
を導入したのをはじめとし，34 年に同社のバッチ型
60 ton/h，続いて 36 年にはコンテニアス型 100 ton/h
の導入をはたしたが，さらに 37 年にはヨーロッパに
目を向け，西独ウイバウ社のバッチ型 40 ton/h の導
入に踏み切った。当時，これらの大型プラントを普及
させることができるような状況ではなかったが，新型
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装備から学ぶところが数多く，低圧バーナ，レシプロ
フィーダ，振動ぶるいは，ただちに当社の一般工事用
プラントに取り入れられ，B/G 型 20 t プラントとし
て普及をみた。その後 2，3 年を経ずして国産プラン
トにもこの方式が採用され，さらにアスファルトの間
接加熱装置，自動計量装置，サイクロン等を装備した
大型プラントの国産化へと続いた。

 『日本鋪道五十年史』

○ 892 型バッチタワーの仕様及び特徴
本機の主な仕様
（1）892 型バッチタワー

ふるい分け装置：3・1/2　デッキ水平振動ふるい
骨材貯蔵槽：砕石用－ 3 種類　砂用－ 1 個　容量
指示装置およびオーバーフローシュート付
計量槽：骨材用－ 4 種　フィラー用－ 1 個
容量　砂用－ 680 kg　砕石用－各 450 kg　
フィラー用－ 225 kg　自動計量装置付
混合装置：2 軸式パッグミル　容量－ 900 kg
アスファルト計量装置：容量－約 186 kg
Transfer pump および Spray pump 計量装置付
ホットエレベータ・コールドエレベータ：各 1 組

（2）852 型ダストコレクタ
動力装置：作業時　100 p.s．
ディーゼルエンジン付（ドライヤも駆動）
排気集じん装置：サイクロン式のダストコレクタ
および排気機を含む。
またドライヤ用ブロワを備えている。

本機の主な特徴

（1）材料の計量方法について
　  20 t 級以下のプラントでは骨材の計量は累加計量

であるため混合時間が伸びることは避けられな
い。各個に独立した計量装置を備えて同時計量を
行うことが理想的であるが，全体を極度にコンパ
クトにする必要上，同時計量を行うことは困難と
されていたがこの点を見事に解決して，独自の計
量方式を採用している。

（2）ミキサについて
　  軸方向の長さを短くし回転方向の混合を主眼とし

た点特色がある。
（建設の機械化：1959 年 12 月号　日本鋪道㈱　今

田元氏氏）

1960 年（昭和 35 年）　　　
昭和 35 年現在　高野建設の所有するプラントは大

型中型合わせて 13 基　その最大のものは 1 時間当り
80 ton ～ 100 ton の混合物製造能力を有し　その運搬
にはダンプカー 15 台～ 30 台を休みなく使用　舗装は
フィニッシャーによる機械化一貫流れ作業を行なって
いる 『高野建設　風雪 30 年』

回転する巨大なドライヤーと新しき構想による極め
て能率的なミキサーを有し，一切が自動的に調整され
た新型機

ドライヤー：シングルドラム　径 7 呎　長 20 呎
ボイラー　40hp　3 基
ミキサー　パグミル連続式
フェルタンク　15,000 立（リットル）
瀝青混合物製造能力　80 ～ 100 ton/H

日本工具製作㈱　
建設省の指導により，電子管操作式アスファルトプ

ラント 1 号機完成
  近畿地方建設局大阪国道工事事務所，姫路工事事務
所に納入
 

写真 3-6　バーバーグリーン社製　892型（日本鋪道㈱）
バッチタイプ　60 ton/h　名神高速　京都山科工区

写真3-7　拝島瀝青混合所　バーバーグリーン�80～100 ton/h（㈱高野建設）
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平成 28 年度夏季現場見学会
福岡県伊良原ダム建設工事，大分県の大分川ダム建設工事

建設業部会

1．はじめに

建設業部会では，平成 28 年度夏季現場見学会を
2016 年 9 月 6 日に福岡県の伊良原ダム建設工事，9 月
7 日に大分県の大分川ダム建設（一期）工事において
実施した。

参加者は事務局を含め 16 名であった。

2．工事概要

（1）伊良原ダム建設工事
伊良原ダムは，祓川水系祓川の福岡県京都郡みやこ

町犀川下伊良原地先に多目的ダムとして建設するもの
で祓川総合開発の一環をなすものである。

ダムの目的は，洪水調節，水道用水の供給および川
の水量の安定化である。

発注者：福岡県　伊良原ダム建設事務
施工者：  大成建設・フジタ・岡本土木特定建設工事

共同企業体
ダム諸元：

型式　　　　　重力式コンクリートダム
堤高　　　　　81.3 m
堤頂長　　　　295.0 m
堤体積　　　　419,000 m3

総貯水容量　　28,700,000 m3

有効貯水容量　27,500,000 m3

（2）大分川ダム建設（一期）工事
大分川ダムは，大分川水系七瀬川の上流約 21 km

の位置にある，大分県大分市大字下原地先に多目的ダ
ムとして建設するもので，大分川の総合開発の一環を
なすものである。

ダムの目的は洪水調節，流水の正常な機能の維持，
水道用水の取水である。

発注者：  国土交通省　九州地方整備局　大分川ダム
工事事務所

施工者：  鹿島・竹中土木・三井住友特定建設工事共
同企業体

ダム諸元：
型式　　　　　中央コア型ロックフィルダム
堤高　　　　　91.6 m
堤頂長　　　　496.2 m
堤体積　　　　3,800,000 m3

総貯水容量　　24,000,000 m3

有効貯水容量　22,400,000 m3

3．現場見学

（1）伊良原ダム建設工事
現場見学にあたり，事務所の会議室で工事概要の説

明を受けた。
現場は大きく 4 箇所（原石山，骨材製造設備，コン

クリート製造設備，ダム堤体）に分かれており，原石
山を除いた 3 箇所を見学した（写真─ 1 ～ 5）。

まずは骨材製造設備を見学した。原石山から重ダン
プで運搬された原石を，破砕・篩分けて，3 種類の粗
骨 材（G1：80－40 mm，G2：40－20 mm，G3：20－5 
mm）と細骨材を（砂：5 mm 以下）を製造する。製
造能力は約 180 m3/h である。製砂設備では騒音発生
抑制のため，ボールミルを使用していた。

次にコンクリート製造設備を見学した。ミキサーは
2 軸強制練 3.0 m3 × 2 基で 180 m3/h の能力がある。
製造されたコンクリートはトランスファーカーでコン
クリートバケットまで運搬し，ケーブルクレーンで堤
体上まで運搬する。

最後に堤体を見学した。残念ながらこの日は日中の
打設が終了していたため，コンクリートの打設状況を
見学することはできなかった。

写真─ 1　ボールミル
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内部コンクリートにはセメントが少ないゼロスラン
プコンクリートをブルドーザで 25 cm × 4 層敷均し，
振動ローラで締固めて 1 m とする合理化工法である
RCD 工法が採用されている。 

（2）大分川ダム建設（一期）工事
現場見学にあたり，事務所の会議室で工事概要の中

でも，今回の見学会では，おもに ICT を活用した事
例について説明を受けた。

まずは，見学ステージより現場を全貌した（写真─
6，7）。

次に堤体を見学した。ここでは振動ローラを自動化
し，タブレット端末で 2 台の振動ローラが自動運転で
施工されていた（写真─ 8）。今回は見学できなかっ
たが，撒き出しのブルドーザも自動運転での施工が行
なわれている。

また，ゾーン境界の施工においても，マシンガイダ
ンスを用いた施工が行われていた。

また，ドローンを用いた写真測量を毎月実施し，進
捗管理および出来高管理を実施している。

次にバッチャープラントおよび洪水吐を見学した
（写真─ 9）。洪水吐工は昼夜 24 時間体制で施工され

写真─ 2　骨材製造設備

写真─ 3　5.0 m3 コンクリートバケット

写真─ 4　右岸から左岸を望む

写真─ 5　上流から下流を望む

写真─ 6　上流から下流を望む

写真─ 7　左岸から右岸を望む
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写真─ 8　振動ローラ自動運転

写真─ 9　洪水吐構築

ている。騒音対策として，バッチャープラントを防音
ハウスで囲っていた。また，暑中コンクリート対策と
して，液体窒素を用いて，コンクリートの練り上がり
温度を低下させている。

4．おわりに

謝　辞
最後に，大変お忙しい中，今回の見学会にご協力頂

きました，伊良原ダム建設工事の大成建設・フジタ・
岡本土木特定建設工事共同企業体，大分川ダム建設（一
期）工事の鹿島・竹中土木・三井住友特定建設工事共
同企業体，ならびに現場に御同行いただきました国土
交通省九州地方整備局大分川ダム工事事務所の建設監
督官様らには，厚く御礼申し上げます。

 

［筆者紹介］
森方　浩順（もりかた　ひろゆき）
西松建設㈱
九州支店　土木計画課
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ISO/TC 127/SC 1/WG 5（ISO 5006 土工機械―運転員の視野）
2015 年 9 月フランス・パリ市 国際作業グループ会議報告

標準部会 ISO/TC 127 土工機械委員会国際専門家（Expert）
植田　洋一（コベルコ建機）

2015 年 9 月に国際標準化機構 ISO の専門委員会
TC 127（土工機械）傘下の国際作業グループ ISO/
TC 127/SC 1/WG 5（ISO 5006 土工機械―運転員の
視野 改正，SC 1 及び SC 2 の連結作業グループ）会
議がフランス国パリ市で開催され，協会標準部会
ISO/TC 127 土工機械委員会から国際専門家（Expert）
として出席した植田氏の報告を紹介する。

1　開催日：平成 27 年 9 月 28 日～ 29 日
2　開催地：  フランス国パリ市 国立安全研究所（INRS）
3　出席者：29 名（WebEx 参加 6 名含む）

米国（ANSI）7 名，フランス（AFNOR）7 名，英
国（BSI）5 名，ドイツ（DIN）2 名，イタリア（UNI）
1 名，スウェーデン（SIS）2 名，チェコ（UNMZ）1 名，
日本（JISC）4 名
4　会議概要： 
●運転員の視野に関する各種動向の報告（2 件）

1）  ISO/TC127/SC1 総会 （@ 米国 Lahaina）におけ
る Resolution 2 の報告（コンビナー報告）

◆  注記 a） 2014 年の Ronneby 総会で合意された
Resolution 1 No.282/2014 の確認。

◆  注記 b） ISO/CS の依頼により，改訂を Amend-
ment ではなく Revision とする。

◆  決議：2015/9/28-29 の WG 5 の WG 会合の議題
を ADCO Task Force の 5 点要求にもとづく WG 
5 N 61 改訂案の改善に絞る。特に，地上にいる
人間に近接して使われる small sized machines 

（油圧ショベル，ホイールローダ，スキッドステ
アローダ，フロントマウントスキッドダンプ）の
RB での対象物高さについて検討をする。

◆  決議：WG 5 のコンビナーは DIS 案文を SC 1 
Secretary までに送付すること。

◆  決議：CD 投票をスキップして，直接に DIS 投票
に進むこと。

2）  ADCO Task Force の代表による 2015 年 9 月の
提案（コンビナー報告）

◆   ADCO Task Force とは，欧州域内の各国の規

制当局（例：イギリスの HSE）が意見をまとめて，
欧州委員会に諮問する活動。

◆   RB 境界での視覚を評価するための対象物高さの
変更（表─ 1，斜体字は提案済）。

表─ 1

Machine Type Front LH Side RH side Rear

Loader＜10 ton 1.2 m 1.2 m 1.2 m 1.2 m

Skid Steer Loader＜6 ton 1.2 m 1.2 m 1.2 m 1.2 m

Excavator＜6 ton 1.0 m 1.0m 1.0m 1.0m

Backhoe Loader＜??ton （not yet fixed） 1.2 m 1.2 m 1.2 m 1.2 m

Front Mounted dumpers＜3 ton 1.2 m 1.2 m 1.2 m 1.2 m

Articulated trucks＜10 ton 1.2 m 1.2 m 1.2 m 1.2 m

3）今回の WG で決定が必要な項目
1．  Revision を説明するための文章を Introduction

に入れる（追加要）。
2．  Table 1 の何を変えるかを決定すること。
 　  Table 1 を Original version と す る か，Full 

revision で変えるか。Eye spacing をマスキン
グ領域に応じて変えるか。直接視界を優先する。
Table 1 と Table 2 での資料区分の整理。

3．Table 2 の Criteria の何を変えるか。
4．  可動する作業機と視覚補助装置のマスキングに

ついての改善。
●規格案文 Doc N 61 に対する論議

1）  CEN/TC 151/WG1 での EU 委員会の警告を解
消するための計画の説明（イギリス報告）

◆   CEN で Ad hoc team が形成され，英国専門家が
委員長に就任した。CEN の inquiry は 2016 年 3
月 26 日以前に終了する。

◆  現在は 3 つの Solution の選択肢を考えている。
1．  ISO が予定された日程で発行される場合：ISO 

5006 改訂規格を EN 474-1 に引用する。
2．  DIS 投票が予定された日程で採択される場合：

ISO/DIS を EN 474-1 に引用する。
3．  上記が不調の時には ISO/DIS 5006 の全文を EN 

474-1 の附属書として追加する。
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◆   CEN Ad-Hoc は 2015 年 10 月に開催し，その結
果は WG メンバーに連絡する。

2）  Table 1 について，これまでの WG で議論して
きたセクター F も含めて，今回の改訂では改訂
しないことになった。

 　  Table 1 は次回の Full Revision で見直すことに
なった。

 　  但し，3 月の ADCO Task Force で視界性向上
を報告済のため，欧州当局が Table 1 を見直し
なしで承認するか不透明なため，DIS 案文での
確認が必要と思われる。

3）  Table 2 について，ADCO の提案をベースに質
量の上限を Table 1 に合わせることとなった。
作業現場での人間を巻き込む事故の大半を占め
る small size （and medium size） machine を含
めることを重視したため，対象物各機種内の質
量区分は Table 1 とは整合していない。

4）Table 2 については表─ 2 のとおりとなった。
5）  7.3 項のミラーの要求事項の件で，RB での目標

物高さとして 1.0 m，1.2 m が新たに追加となっ
たので，この注記を追加する。

6）  ミラーの位置は，Doc N 70 でも Doc N 61 のま
ま（7.2 項で変化なし）。

7）  油圧ショベルの右側遮蔽部の視界確保は，Doc 

N 70 では Doc N 61 から下記のように変更され
た。

8.3.3.5 
If visibility aids are required, excavators shall be 

evaluated with the linkage in a travel position as per 
Figure A.3 for at the rectangular boundary.  
Wheeled excavators may be evaluated at an 
alternative travel position that is the manufacturer’s 
specified road travel position.

Starting with the linkage in the travel position, the 
boom shall be manipulated through a range of 
motion that keeps the bucket above ground level. 
－  Either a computer simulation using the eye 

spacing of 405 mm with the light bar perpendicu-
lar to the visibility aid（s） being evaluated. 

－  or with an operator in the seat with the eye point 
at the same height as the FPCP. The operator 
shall be allowed to move to simulate the 405 eye-
spacing.

－  to determine if visibility aids for the side of the 
machine opposite from the operator （e.g. on the 
other side of a moving linkage from the side the 
operator is on） are masked. 
When maskings are created due to a lack of 

表─ 2

Machine Type Mass Front LH Side RH side Rear
Loader m < 10t 1.2 m 1.2 m 1.2 m 1.2 m
Loader  10 t ≤ m < 30 t 1.5 m 1.5 m 1.5 m 1.2 m
Skid steer loader All - wheeled and crawler 1.2 m 1.2 m

1.5 m in RB as 
shown in Figure 
A.9

1.2 m
1.5 m in RB as 
shown in Figure 
A.9

1.2 m
1.5 m in RB as 
shown in Figure 
A.9

Dozer m < 18 t 1.5 m 1.5 m 1.5 m 1.2 m
Excavators m < 6 t 1.0 m 1.0 m 1.2 m 1.0 m
Excavators 6 t ≤ m < 40 t 1.2 m 1,2m 1,2m 1.2 m
Backhoe Loaders m < 15 t 1.2 m 1.2 m 1.2 m 1.2 m
Rigid Frame Dumpers 1.2 m 1.2 m 1.2 m 1.2 m
Dumper （Front Body） m < 3 t

3 t ≤ m < 10 t
1.2 m
1.2 m

1.2 m
1.5 m

1.2 m
1.5 m

1.2 m
1.2 m

Articulated frame dumpers m < 10 t 1.2 m 1.2 m 1.2 m 1.2 m
Articulated frame dumpers 10 t ≤ m < 50 t 1.5 m 1.5 m 1.5 m 1.2 m
Graders m < 15 t 1.5 m 1.2 m 1.2 m 1.2 m 
Soil and Landfill Compactors m < 10 t

10 t ≤ m < 35 t
1.2 m
1.5 m

1.2 m
1.5 m

1.2 m
1.5 m

1.2 m
1,2m

Rollers m < 10 t
10 t ≤ m

1.0 m
1.2 m

1.0 m
1.2 m

1.0 m
1.2 m

1.0 m
1.2 m
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indirection vision （because of an obstructed view in 
the direction of a mirror under specific position of 
boom）, then the direct visibility must be ensured in 
the direction of the maskings. If it is technically not 
possible due to the size of the machinery, the 
following requirements shall apply:

If there are 2 visibility aids on the opposite side to 
cover the side of the RB at no time shall both be 
masked.  

If there is only 1 visibility aid to cover the 
opposite side of the RB, it shall not be masked by 
linkage motion. 

Mirrors used exclusively for road travel （e.g. for 
ISO 14401 and typically on Wheeled excavators） 
may be masked by linkage motion provided that 
they are not masked in the specified travel position 
of the linkage.
●今後の検討案件

今回採用されなかった案件は Full Revision で検討
される。

5　今後の日程： 
●  改訂案文を修正して editorial change 確認のために

WG メンバーに送付⇒ Doc N 70
技術的な内容はこの時には変更しない。

● ISO/TC 127/SC1 に改訂案文を送付。
● PL は DIS 案文を登録後に掲示する。
●   DIS の投票は 5 ヶ月を予定する。内訳は案文のフ

ランス語への翻訳が 2 ヶ月（waiting time）。実際
の投票が 3 ヶ月。

●  見直した議事録と PL のコメントを記入したコメン
ト集を掲示する⇒ Doc N 69, Doc N 71

●   Full Revision の第 1 回 WG 会議開催予定（12 月＠ロ
ンドン）
想定される対象項目は下記のとおり。
① RB（1m）と 12m Circle との間の視界性の規定
② Large Machine の取扱い
③   Dynamic Motion（作業機の連続的な動き）の取

扱い
④ Table 1 の改訂
⑤機種毎の移動速度を考慮した規定
⑥  視界性に関連したISO 5006/ISO 16001/ISO 14401

の連携
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ISO/TC 127/SC 1/WG 5（ISO 5006 土工機械―運転員の視野）
2015 年 12 月英国・ロンドン市 国際作業グループ会議報告

標準部会 ISO/TC 127 土工機械委員会国際専門家（Expert）
植田　洋一（コベルコ建機）

2015 年 12 月に国際標準化機構 ISO の専門委員会
TC 127（土工機械）傘下の国際作業グループ ISO/
TC 127/SC 1/WG 5（ISO 5006 土工機械―運転員の
視野 全面改正，SC 1 及び SC 2 の連結作業グループ）
会議が英国ロンドン市で開催され，前回 9 月に引き続
き協会標準部会 ISO/TC 127 土工機械委員会から国際
専門家（Expert）として出席した植田氏の報告を紹
介する。

1　開催日：平成 27 年 12 月 10 日～ 11 日
2　開催地：英国ロンドン市 英国規格協会（BSI）
3　出席者： 25 名（WebEx 参加 4 名含む）

  米国（ANSI）6 名，フランス（AFNOR）3 名，英
国（BSI）7 名，ドイツ（DIN）4 名，イタリア（UNI）
1 名，スウェーデン（SIS）1 名，日本（JISC）3 名

4　会議概要： 
● Amendment（小改正）の進捗状況の報告

1）投票用に FDIS（Doc N 72）が発行された。
◆ 2016 年 4 月 4 日に投票が終わる予定である。
◆   ADCO の 2015 年 12 月 2 日の会合での意見とし

ては DIS の案文には賛成で，EU 委員会でも反
対は無いであろうと考えている。

⇒  このままの内容で EN 474 規格に取り入れられる
見込み（プラン B）。

●今回の全面改正に対する論議
1）過去の議論の振返り
◆   2009年に議論を始めた。最初は対象範囲が狭かっ

たが，次第に拡大した。
  その後に EU 委員会の警告があり，2014 年 6 月以
降 5 点要求に絞った小改正作業が進み，全面改正は
その後進めることとなった。
2）今回の全面改正の目的
◆  過去実施した議論で取り込みできていない項目の

取込みを行い，新しい技術の採用も考えていく。
3）  今回の全面改正にあたって，ブレーンストーミ

ング（BS）を実施。 
◆  前回（2015 年 9 月）の会合で提案された対象項

目と，今回 BS で追加した項目は下記のとおり。
① 1 mRB と 12 mVTC との間の視界性の規定
⇒  どこにいるものを見るか？試験かシミュレーショ

ンか？視認性マップは規定に入るか？
② Large Machine の取扱い
⇒  イギリス HSL（国立研究所）の研究の紹介。大

型リジッドダンプの走行を想定したテストエリア
の検討（図─ 1）。

⇒この研究も参照していく。
③静的評価に動的評価を追加
1．Dynamic Motion（連続的な動き）の取扱い
⇒  油圧ショベルの旋回作業／走行，アーティキュ

レート機種のステアリング走行，リジッドダンプ
のステアリング走行等を検討する。

2．機種毎の移動速度を考慮した規定
⇒  機械の形状，サイズ，車速，オペレータの反応速

度を仮定して，評価エリアサイズを決める。
④ Table 1 の改正
⇒  目の間隔を人間工学に基づき見直す。具体的な値

の検討は今後。
⑤  視界に関連した ISO 5006/ISO 16001/ISO 14401

の連携
［日本側のプレゼン資料］
⇒総論として，今後も連携することは賛成。

図─ 1　リジッドダンプの走行を想定したテストエリア
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◆今回 BS で追加した項目
⑥   360°View の可能性（英国 HSE の研究紹介：カ

メラ 4 台設置）
⇒  意図は賛成。ただし，建機はアーティキュレート

や搖動する機種（ローダやダンプ等）があり，動
きがリジッドフレームの機械より複雑なので，画
像処理が難しいだろうとの見解。

⑦評価方法
⇒  シミュレーションで評価 OK としても，実測可能

な評価とするべき。
⑧より多くの情報をオペレータへ提供
⇒視界補助装置の調整方法，清掃方法，残留リスク
⑨   ISO 5006 を Part 1（Procedure and definition）

と Part 2（Requirement）に分けてはどうか？
⑩直接視界に関する規程の明確化
⑪セクター F をセクター A と同じ寸法に

⑫  視界補助装置をたくさん付けた場合に，オペレー
タの負担が増えないか？

⑬ 1mRB をより機械に近づけてはどうか？
⑭試験体高さをどれにするか？（0 m，1 m，1.2 m）
⑮試験方法をシンプルに簡単に検証できること
⑯   ISO 5006 を満足する製造者が決めた最大アタッ

チメントの情報をユーザに提供しては？
5　今後の日程： 
●今後の会議の予定

1）  2016 年 4 月 6 日～ 8 日に JTLM（国際建機工技
術連絡会議）がドイツにて開催されるのに合わ
せて，4 月 6 日に小改正の投票コメントの対応
検討 WG を開催する予定。

●次回のフル改正の WG の予定
1）  2016 年 6 月 22 日～ 24 日開催予定。場所はドイ

ツかフランスかイギリス。
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ISO/TC 127/SC 1/WG 5（ISO 5006 土工機械―運転員の視野）
2015 年 5 月フランス・パリ市 国際作業グループ会議報告

標準部会 ISO/TC 127 土工機械委員会国際専門家（Expert）
高山　剛（日立建機）

2015 年 5 月に国際標準化機構 ISO の専門委員会
TC 127（土工機械）傘下の国際作業グループ ISO/
TC 127/SC 1/WG 5（ISO 5006 土工機械―運転員の
視野 改正，SC 1 及び SC 2 の連結作業グループ）会
議がフランス国パリ市で開催され，協会標準部会
ISO/TC 127 土工機械委員会から国際専門家（Expert）
として出席した高山氏の報告を紹介する。

1　開催日：平成 27 年 5 月 26 日～ 27 日
2　開催地：  フランス国パリ市 国立安全研究所（INRS）
3　出席者（敬称略）：26 名（WebEx 参加 1 名含む）

  米国（ANSI）6 名，フランス（AFNOR）6 名，英
国（BSI）3 名，ドイツ（DIN）2 名，イタリア（UNI）
1 名，スウェーデン（SIS）2 名，ベルギー（NBN）
1 名，チェコ（UNMZ）1 名，スイス（SNV）1 名，
日本（JISC）3 名

4　会議概要： 
●運転員の視野に関する各種動向の報告（3 件）

1）  ADCO Task Force の 2015 年 3 月 10 ～ 12 日の
会議報告（フランス報告）

◆   ADCO Task Force とは，欧州域内の各国の規
制当局（例：イギリスの HSE）が意見をまとめて，
欧州委員会に諮問する活動。

◆   3 月の決定事項
・  Task Force は Amendment の draft の内容には

賛同した。
・直接視界を優先する。
・  既存機に対しても視界性向上の対応をしたい意向

がある。
・視界性マップについては，今回は提案しない。
・  10 月に次回の Task Force 会議を予定している。
2）  イギリス HSE による視界性ガイドラインの公布

（イギリス報告）
◆   HSE の HP に情報あり。：http://www.hse.gov.uk/ 

safetybulletins/earth-moving-machinery.htm
◆ 2015 年 5 月 18 日に公布された。
◆視界性マップが含まれる。

◆欧州域内全体には強制力はない。
3）  英国建設施工会社による 360°カメラシステムの

要求
◆同社の HP に情報あり： 
　  http://www.skanska.co.uk/cdn-1d08c00f37dc4a1/

Global/OU/Cementation/Images/7%20Bentley%20
Works/360%20camera.pdf 

　http://www.skanska.co.uk/360
◆  同社の英国拠点が，自身の現場で使用する建設機

械に対して，360°カメラシステムを要求すること
を決定。

●  規格案文 Doc N 61 に対する各国意見リスト Doc N 

64（Doc N 63 にイタリア意見追加）の確認及び採用
1）  ややもすれば 5 点要求以外に話が波及しがちだっ

たが，「時間的制約があるため今回の Amendment
は 5 点要求に絞るべき」との主張が最終的に採
用された。

2）  7.1.2の「視覚補助装置が可動物で遮られないこと」
について，前回会議では“ショベルは 2 姿勢で
評価する（但し姿勢は未決定）”だったが，最終
的には姿勢は決めずに，“バケットが地上より上
の全ての範囲”となった。要約は下記の通り。

・  まず，図 A.3 のメーカが決めた走行姿勢にて，
12 m 視界円及び 1 mRB を評価する。

・  直接視界が不可能な場合は，視界補助装置（ミラー
やカメラ等）を備えること。

・  バケットが地上より上の全ての範囲で，ブームを
操作した時に 1 mRB 用の視界補助装置の全てが
同時にブームで遮られないようにしなければなら
ない（対応例：ミラー 2 個装備）。

・  視界補助装置での 1 mRB 評価の Eye space は 405 
mm とする。

3）  Table 1 について，今回の Amendment では改
訂しないことになった。

 　  前回の“Sector F は全形状とも eye space ＝
205 mm とし，マスキング「300」とする”等は，
次回の Full Revision で見直すことになった。
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 　  但し，3 月の ADCO Task Force で視界性向上
を報告済のため，欧州当局が Table 1 を見直し
なしで承認するか不透明なため，DIS 案文での
確認が必要と思われる。

4）  7.3 のミラー性能要求については，具体的な議論
はなかったが，5 点要求以外の要求のため，DIS
案文で元の文章（ミラー曲率の要求）に戻って
いるかを確認する。

5）  Table 2 について，機械質量の上限を table 1 に
合わせる。各機種内の質量区分も Table 1 に合
わせるべきとの意見もあったため，DIS 案文で
の確認が必要と思われる。

6）  Table 2 について，表中の文言をなくし，サイ
ドは一つの値とシンプルにした（表─ 1）。

●今後の検討案件
セクター F 内に，セクター A と類似の狭い範囲 F1

を 設 け る こ と（ 資 料 Doc N 44） を， 次 回 の Full 
Revision 時に検討される可能性あり。

5　今後の日程： 
●投票のための DIS 案文準備
●今回の議事録と DIS 案文を PL がメンバーに送付
● DIS 案文に対する投票を実施
● DIS 案文に対するコメントの受領
●   DIS コメントに対する WG 会議（12 月＠英国ロ

ンドン BSI，Gunnersbury）
●案文を ISO 本部へ提出
　  （＊「顕著な技術的なコメント」が無いとの前提で

FDIS はスキップを予定する）
　  ISO 事務局へ，2016 年 2 月 5 日までの公布を要

求する。EN474-1 の改訂（+A5）に間に合わせる
（Plan A）。間に合わない場合は要求文を EN474-1
の附属書に入れ込むことになる（Plan B）。

●   Full Revision の第 1 回 WG 会議開催予定（9 月
＠パリ）

※  今回の Amendment は，公布までに 1 回の投票し
かない非常にリスクのあるプランであるが，EN 
474 の改訂に合わせるべく推進する（PL 談）。

表─ 1

Machine Type Front Left&Right side Rear
Wheel Loader ＜8 ton 1.2 m 1.5 m 1.2 m
Wheel Loader 8＜m＜30 ton 1.5 m 1.5 m 1.2 m
Dozer ＜10 ton 1.5 m 1.5 m 1.2 m
Dozer 10 ton＜m＜18 ton 1.5 m 1.5 m 1.2 m
Wheel Excavator ＜20 ton 1.2 m 1.2 m 1.2 m
Wheel Excavator 20＜m＜25 ton 1.2 m 1.5 m 1.2 m
Crawler Excavator ＜20 ton 1.2 m 1.2 m 1.2 m
Crawler Excavator 20＜m＜40 ton 1.2 m 1.5 m 1.2 m
Backhoe loader ＜15 ton 1.2 m ? 1.2 m
Rigid-frame dumper ＜50 ton 1.2 m 1.2 m 1.2 m
Articulated-frame dumper ＜50 ton 1.5 m ? 1.2 m
Graders ＜15 ton 1.5 m 1.2 m 1.2 m
Soil and Landfill Compactors ＜10 ton 1.2 m ? 1.2 m
Soil and Landfill Compactors 10＜m＜35 ton 1.5 m ? 1.2 m
Rollers ＜25 ton 1.2 m 1.5 m 1.2 m
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02-144 WIT 地盤改良管理システム 若築建設

▶ 概　　　要

既に多くの現場で適用が進みつつある CIM（Construction 

Information Modeling）は，調査・測量・設計段階から 3 次元

モデルを導入し，モデルに関連する施工情報，品質情報，出来

形情報を連携することで，施工管理ならびに施設の維持管理の

効率化，高度化を図るものです。

地盤改良工は施工範囲が地中不可視部であり，施工状況，出

来形等を直接視認することができません。その上，既設構造物

と近接することも多く，改良仕様が地盤状況に応じて変化する

ケースや，土質によって同一断面で薬液注入工法，高圧噴射工

法，機械撹拌工法，締固め工法など複数種の地盤改良を施工す

るケースがあり，平面図，断面図等だけでは完成後の形状，施

工手順をイメージすることが困難です。

また，同一工事に異なる工法の地盤改良がある場合，施工管

理記録は工法種類別に整理されることが多く，直接携わった者

以外が，膨大な施工管理記録の中から必要な情報へ円滑にアク

セスすることは困難です。

そこで弊社は，土木計画・設計用ソフトウェアパッケージを

使用して，地盤改良体の 3 次元モデル化を行い，出来形，品質

情報を属性データとして 3 次元モデルへ取込むことで各種関連

資料を一元管理するシステムを構築し，この度，地盤改良工事

の実施工へ適用しました。

▶ 特　　　徴

1）  建設 ICT 情報（改良体座標等）を基に，地盤改良体を 3

次元モデルで表示します。これにより，完成形状や既設

構造物との取り合いを視覚的に認識でき，要注意箇所を

事前に把握することや，発注者，近隣住民との合意形成

に有効です。

2）  地盤改良体 3 次元モデルに，施工管理記録，出来形情報，

品質情報等を属性データとして取込み，表示します。膨

大な施工管理記録をひも解くことなく，地盤改良体に関

する情報をシステム上で瞬時に確認することができます。

3）  地盤改良体 3 次元モデルに取込んだ出来形，品質情報を

基に，3 次元モデルを色分け表示します。例えば締固め

工法の場合，地盤改良体 3 次元モデルに書き込んだ使用

砂量を基に，3 次元モデルを色分け表示し，全体の施工

記録の傾向を俯瞰できます。

4）  地盤改良体 3 次元モデルに書き込んだ施工情報（施工日）

を基に，施工の進捗状況をアニメーション表示できます。

5）  動態観測記録を，施工の進捗状況と連動して同一画面で

アニメーション表示できます。

6）  地盤調査結果，施工機のキャリブレーション結果，地盤

改良体毎の施工記録（帳票），チェックボーリング結果，

環境調査結果等あらゆる施工情報をシステム上にひも付

け（リンク）し，一元管理できます。

7）  本システムは，あらゆる地盤改良工法に適用することが

できます。

▶ 用　　　途

・地盤改良工における施工管理，品質管理の高度化

▶ 実　　　績

・津松阪港津地区（栗屋町屋）2 工区堤防（改良）本体及び防

護矢板設置工事

▶ 問 合 せ 先

若築建設㈱　建設事業部門　技術部

〒 153-0064　東京都目黒区下目黒 2-23-18

TEL：03-3492-0285

図─ 1　モニタ表示例
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04-371
山岳トンネル

安全対策 ･ 省エネ制御システム
「TUNNEL EYE」

㈱錢高組
㈱イー・アイ・ソル
㈱流機エンジニアリング

▶ 概　　　要

山岳トンネル工事では，入坑者の入坑状況把握や，作業環境

改善等の安全管理の充実が求められる。また，トンネル掘削作

業のために多くの電気機器が利用されているが，工事の安全を

確保できる範囲でエネルギー消費量を削減することが望まれ

る。

本システム「TUNNEL EYE」は，IoT（モノのインターネッ

ト）の仕組みを用いて，入坑者の位置情報や作業環境濃度を計

測するセンサーと，現場の施工機械や電気機器をインターネッ

トでつなぎ，電気機器（工事照明や換気装置等）を作業に適し

た状態に自動制御することで，安全管理の向上と省エネルギー

化を両立させたものである（図─ 1）。

当システムを「高松自動車道　志度トンネル工事」（施工：

錢高組）で試験的に導入し，その実用性を確認した。

▶ 特　　　徴

RFID タグを用いた入坑者位置や工事車両の運行管理と，作

業環境濃度をリアルタイムに計測する技術，また，使用電力量

の計測や，濃度計のデータを利用した換気ファンの出力制御を

行うシステムを連動させていることが特徴である。例えば，入

坑管理情報と施工機械（電気機器）の稼働情報（電流値）を用

いて，サーバーで作業工程を分析・判断し，工事照明や換気装

置を作業に適した状態に自動制御する（特許出願中）。また，

作業環境濃度の情報に応じて，換気装置の風量を自動制御で変

更し，換気の確実性を高める。各種の情報は Web 画面で全て

閲覧できるため，入坑管理や坑内作業環境等の安全管理情報と

省エネルギー化のための使用電力量の把握や，デマンド監視等

を一元管理することができる（図─ 2）。以下に，本システム

の機能を示す。

（1）安全管理の向上

①アクティブ RFID タグで坑内作業の情報管理

・入坑位置・行動履歴把握（100m 毎のリーダー）

・工事車両（大型ダンプ，生コン車等）の運行把握

②作業環境濃度のリアルタイム監視

・温度，湿度，CO2，CO，O2，CH4，粉塵，風速等

・濃度上昇時の警報メール，パトライト通知

（2）省エネルギー化

①換気装置の自動制御（例）

・  作業工程判断により，粉塵発生作業前に風量を高め，粉塵

発生が少ない作業の場合は風量を低く自動制御

・  作業工程判断に加え，作業環境濃度（各種ガス，粉塵等）

の設定値（閾値）により，換気装置の風量を自動制御

②工事照明の自動制御（例）

・  作業工程判断により，ずり出し中等の大型ダンプの　　　

往来が多い場合は，照度を向上する自動制御

・  作業が少ない場合は，通路照度 20 ルクス（最暗部）を確

保できる程度に間引きで節電する自動制御

③デマンド監視

主要な電気機器の使用電力量をそれぞれ計測し，30 分の　

最大需用電力（デマンド値）を予測する。上限設定値（閾値）

を超える場合には，警報メールで通知。

▶ 用　　　途

・山岳トンネル（NATM）工事

▶ 問 合 せ 先

㈱錢高組　技術本部　技術研究所

〒 102-8678　東京都千代田区一番町 31　TEL：03-5210-2440

㈱イー・アイ・ソル

〒 108-0014　東京都港区芝 5-33-7　TEL：03-6722-5040

㈱流機エンジニアリング

〒 108-0073　東京都港区三田 3-4-2　TEL：03-3452-7400

図─ 1　システムの概要

図─ 2　閲覧画面の一例（左 : メイン画面、右 : デマンド監視）
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04-372
HDL（Crowning High Dense Lining 

System）工法
（クラウン部密充填ライニングシステム）

前田建設工業

▶ 概　　　要

当社はこれまで，覆工コンクリートの品質及び耐久性の向上

を実現すべく技術開発に取り組み，覆工マルチ工法を開発して

いる。当工法は多くの施工実績を積み重ねるとともに，コンク

リートの品質，耐久性向上の効果も確認している。

そして，さらなる品質向上をめざし，天端の充填圧アップと

平準化および充填状況の可視化を可能にする工法，クラウン部

密充填ライニングシステム（略称：HDL 工法）を開発した（写

真─ 1）。HDL 工法は天端部に多機能型スライド式型枠を設置

し（写真─ 2，3），増設した 7 ケ所の打設口から天端部コンク

リートを密充填圧入する工法で，天端に打設口を増設して圧入

高さを低くすることで，充填圧入の効果が発揮しやすくなる。

覆工マルチ工法と HDL 工法を組合せる事で，覆工コンクリー

トの隅々までバイブレータを用いて均一に締固めることによ

り，空洞のない高品質化・長寿命化を実現できる。各工法の相

乗効果により，竣工時のひび割れ発生率は標準工法の 1/10 以

下に低減できるとともに，トンネル覆工コンクリート特有の竹

割り縞模様も少なく出来映えも向上する。また，コンクリート

締固め作業のシステム化・自動化，遠隔操作による省人化によ

り，従来比約 2 割の労務費削減を実現することが可能である。

さらに HDL 工法により，高密度な覆工を可視化しながら確実

に構築することが可能である。

▶ 特　　　徴

① HDL 工法では，センター吹上口からの打設時間が 30 分に

短縮でき，流動性を確保できる（覆工マルチ工法は 90 分，

標準工法は 2.5 時間以上）。

②充填圧のアップ（妻側で 4 倍程度向上）と，平準化ができる。

③スランプ保持・打設時間の短縮・高い充填圧がさらに高度化

され，空隙のない高密度な覆工ができる。

④天端の充填状況を可視化できる（無筋区間）。

⑤竹割模様の無い，出来映えの良い覆工ができる。

⑥充填性，密度，ひび割れ抑制，出来映え，可視化など覆工に

関する課題の多くを解決できる。

▶ 用　　　途

・山岳トンネルの覆工コンクリート工事

▶ 実　　　績

・道路の山岳トンネル工事（延長：479 m，内空面積：106 m2）

▶ 問 合 せ 先

前田建設工業㈱　土木事業本部　土木設計部

〒 102-8151　東京都千代田区富士見 2-10-2

TEL：03-5276-5166

写真─ 1　HDL工法全体図（模型）

写真─ 2　スライド式型枠全景（実証実験時）

写真─ 3　スライド式型枠先端部の圧力計とバイブレータ
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04-373
覆工コンクリート
施工管理システム フジタ

▶ 概　　　要

山岳トンネルにおける覆工コンクリートはトンネルの内面を

覆う構造物であるため，高品質化，長寿命化への要求が高まっ

ている。そのためには，施工方法や施工管理，適切な維持管理

が非常に重要であるが，施工中はコンクリート打込みに従事す

る作業者や施工管理担当者の勘に頼ることが少なくなく，また

維持管理時には施工状況の記録が残っていない場合がある。

そこで，覆工の打込み状況をリアルタイムに可視化するとと

もに，施工状況を電子化（データ化）できる『覆工コンクリー

ト施工管理システム』を開発した。覆工ウォッチャーⓇと圧力

ウォッチャーⓇ等の計測技術を用いて，コンクリートの打込み

位置とセントル（移動式型枠）に作用するコンクリートの圧力

をリアルタイムに測定し，コンクリートの施工状況を大型モニ

タに3次元表示させるとともにデジタル保存できる（写真─1）。

▶ 特　　　徴

①施工管理システム

覆工ウォッチャーを用いた打込み管理システム，圧力ウォッ

チャーを用いた圧力監視システム等の計測結果をリアルタイム

に 2 次元あるいは 3 次元的に図化，表示することにより，コン

クリートの打込み状況をリアルタイムに把握することができる。

②覆工ウォッチャーⓇ

覆工ウォッチャーは，国土交通省の新技術情報提供システム

（NETIS）に登録されている技術（KT-140049-A コンクリート

充填ウォッチャー）を覆工用に改良したものである。コンクリー

トの打込み位置が把握できるため，決められた打込みステップ

や打込み速度の遵守，打ち重ね時間などの管理に役立つ。また，

型枠内に複数設置することにより，より正確にコンクリートの

打込み位置を把握することが可能となる（図─ 1）。

③圧力ウォッチャーⓇ

圧力ウォッチャーは，セントルの表面に圧力センサを設置し，

セントル全体に作用する圧力状況を監視するものである。圧力

が左右均等になるように打込み位置や高さ，時間等の管理に役

立つほか，コンクリートの密充填が可能となり，天端部の空隙

発生を防止することができる。また，複数の圧力値を設定する

ことにより，圧力レベルを色で識別して綿密な充填管理ができ

る（図─ 2）。

▶ 用　　　途

・山岳トンネル工事

▶ 実　　　績

・山岳トンネル（延長 L ＝ 963 m，内空断面積 A ＝ 88.9 m2）

▶ 問 合 せ 先

㈱フジタ　広報室

〒 151-8570　東京都渋谷区千駄ヶ谷 4-25-2

TEL：03-3402-1911

写真─ 1　大型モニタでのコンクリート施工状況の 3次元表示

図─ 1　覆工ウォッチャーによるコンクリートの打込み位置を表示

図─ 2　��圧力ウォッチャーによるセントルに作用する圧力状況の表示
（圧力レベルを色分けにより表示）
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11-100
タブレット・IC カードを利用した
コンクリート運搬・施工時間の

管理・集計システム
安藤ハザマ

▶ 概　　　要

構造物の建設において，コンクリートの品質管理は非常に重

要である。中でも，コンクリートの練混ぜから荷卸しおよび打

ち終わりまでの時間（以下，「運搬・施工時間」という。）は，

JIS A 5308 レディーミクストコンクリート（日本工業規格），

コンクリート標準示方書（公益社団法人土木学会）および

JASS5 鉄筋コンクリート工事標準仕様書（一般社団法人日本

建築学会）の規格・基準書等に準拠して厳密に管理できるよう，

工事現場で管理台帳を作成している。

管理台帳の作成は手書きのため，システム開発会社やゼネコ

ン各社が省力化に取り組んでいるものの，サーバーを利用する

既存のシステムは，導入・運用コストが割高となっていた。

開発したシステムは，タブレット・IC カードを用いて，コ

ンクリートの運搬・施工時間をスピーディーに管理・集計のう

え帳票化するものである（図─ 1）。品質管理情報は，インター

ネット回線を経由せず IC カードに直接記録されるため，シス

テム構成の小規模化と導入・運用コストの低減が可能となった。

▶ 特　　　徴

①品質管理

・運搬・施工時間が規格・基準書の許容値であるか否かをタブ

レットで確認できるため，練混ぜから荷卸しまでの時間およ

び練混ぜから打ち終わるまでの時間のいずれかでも超過した

コンクリートは打設前に排除できる。

②省力化

・品質管理情報としての運搬・施工時間が自動で集計・帳票化

されるため，業務の省力化が図れる。

・品質管理者は自動集計された帳票を場所を選ばずタブレット

で確認できるため，作業性が向上する。

③手軽な小規模システムで経済的

・品質管理情報の記録には，安価な IC カード（FeliCa）を使

用する。

・IC カード 1 枚に生コン車 1 台を対応させ，繰返し使用する

ため経済的である。

・IC カードへの読み書きは，タブレットに搭載の NFC リーダ

ライタを利用するため，専用の外付けリーダライタ機は不要

となる。

・品質管理情報は，インターネット回線を経由せず IC カード

に直接記録するため，システム構成の小規模化と，導入およ

び運用にかかるコストの低減が可能となる。

▶ 用　　　途

・コンクリートの練混ぜから荷卸しおよび打ち終わりまでの時

間の管理・集計（帳票出力）

▶ 実　　　績

・トンネル工事（国土交通省）2 件

・橋梁下部工事（国土交通省，宮城県）2 件

▶ 問 合 せ 先

安藤ハザマ　土木事業本部土木設計部　

〒 107-8658　東京都港区赤坂 6-1-20

TEL：03-6234-3670

図─ 1　システムの概要説明図
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表─ 1　PC58UU-6 の主な仕様

【主な仕様：キャノピ仕様】

PC58UU-6

機械質量 （t） 5.200

エンジン定格出力　ネット（JISD0006-1）
 （kW/min － 1［PS/rpm］）

28.3/2400
［38.5/2400］

標準バケット容量（JIS A 8403-4） （m3） 0.22

標準バケット幅（サイドカッタ含む） （m） 0.610（0.680）

全長（輸送時） （m） 5.350

全幅（輸送時） （m） 2.000

全高（輸送時） （m） 2.540

後端旋回半径 （m） 1.080

作業機最小旋回半径（オフセット時） （m） 1.070

価格 （百万円） 8.05

問合せ先：コマツ　コーポレートコミュニケーション部　

〒 107-8414　東京都港区赤坂 2-3-6

写真─ 1　コマツ　PC58UU-6　超小旋回ミニショベル
（一部オプションが含まれる）

▶〈02〉掘削機械

16-〈02〉-09
コマツ
ミニショベル
 PC58UU-6

’16.2 発売
新機種

オフロード法（＊1）2014 年基準に適合した超小旋回ミニショベ

ルである。排出ガス後処理システムとしてコマツディーゼルパティ

キュレートフィルタ（KDPF），電子制御クールド排出再循環（EGR）

システム，コモンレール式最適燃料噴射システムなどの環境対応技

術を織り込み，NOx（窒素酸化物）と PM（粒子状物質）の排出量

を大幅に低減している。また，E（エコノミー）モード，オートデ

セル，オートアイドルストップ機能を新たに採用すると共に，エン

ジンと油圧システムを最適に制御する独自の電子制御システムの採

用により燃料消費量を従来機に比べ 4％低減（＊2）している。

横転時保護構造 TOPS（＊3）対応のキャノピ／キャブ，作業機

レバーニュートラル検出機能，セカンダリエンジン停止スイッチ，

およびシートベルト未装着警報などを新たに加え安全性を高めてい

る。また，干渉自動回避，深さ測定，高さ自動停止などの UU シリー

ズ独自の先進機能を織り込んで作業効率の向上を図っており，これ

らの情報を見やすく表示するため 3.5 インチカラー液晶多機能モニ

タを採用している。

整備面ではコマツの超小旋回機では初となるフロアチルトアップ

構造の採用により，機体内部の整備作業性を大幅に向上させている。

位置情報やサービスメータ時間（SMR）情報に加え，燃費情報や

負荷頻度など取得可能なデータが大幅に増えた KOMTRAX の装備

により，機械稼働の「見える化」を進めている。

＊1．特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律。
＊2．  従来機との比較（コマツテスト基準による）。実作業では作業

条件により異なる場合がある。
＊3．  Tip-Over Protective Structures。ISO 12117（JIS A 8921）に

適合。

▶〈05〉クレーン，インクラインおよびウインチ

16-〈05〉-04
タダノ
ラフテレーンクレーン
 GR-1450EX

’16.04 発売
新機種

海外市場における資源開発等の大型プラント建設・メンテナンス

に用いられる移動式クレーンの大型化，長尺化，狭所への進入性へ

の要望を受け，海外市場向けに 2013 年 8 月に発売された製品をも

とに，港湾やプラントの構内等で使用される大型移動式クレーンの

ニーズに応えるため，国内での発売となったものである。

シングル伸縮シリンダ機構およびクラス最長の 61.0 m の高強度

ラウンドブームを採用している。さらに油圧でジブのチルト角が自

在に操作可能な 2 段バイフォールドパワーチルトジブ装着により最

大地上揚程 78.2 m を実現している。

コンパクトな 3 軸キャリヤは狭所への進入が容易で機動力があ

り，カウンタウエイトやアウトリガの自力着脱可能な分解搬送シス

テム，クレーン作業時にキャブ（運転席）を最大 15 度傾けられるキャ

ブチルト機能を搭載している。

クレーン作業時や走行時の燃料消費情報を常に表示する『燃料消

費モニタ』，クレーン作業中の不要なエンジン回転数を制御する『エ

コ ･ モード』，および作業中の油圧ポンプ吐出量の最適制御をはか

る『ポジティブ・コントロール』等により低燃費化を図っている。

さらに，携帯通信によるクレーンの稼働状況の掌握と，GPS によ

る位置情報確認，また保守管理のための情報をウェブサイトでサ

ポートするテレマティクス Web 情報サービス 『HELLO-NET』 を

装備している。
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表─ 2　GR-1450EXの主な仕様

クレーン諸元

最大クレーン容量 （t × m） 145 × 2.5

最大地上揚程

　ブーム （m） 60.0

　ジブ （m） 78.2

最大作業半径

　ブーム （m） 54.0

　ジブ （m） 60.3

ブーム長さ （m） 13.1 ～ 61.0

ジブ長さ （m） 10.3，18.0

キャリア諸元

エンジン名称 カミンズ QSB6.7+SCR Tier4F

エンジン最大出力 （kW｛PS｝） 201｛270｝/2,000 min － 1｛rpm｝

エンジン最大トルク
 （N × mm｛kgf × m｝）

990｛101｝/1,500 min － 1｛rpm｝

全長 （m） 16.190

全幅 （m） 3.315

全高 （m） 3.785

車両総重量 （t） 91.2

価格（税別） （百万円） 165.0

注）価格は，装備等により異なる。
本機は車両登録ができないため，公道走行できない。

問合せ先：㈱タダノ　マーケティング部

〒 130-0014　東京都墨田区亀沢 2-4-12

写真─ 2　タダノ　GR-1450EX　ラフテレーンクレーン

16-〈05〉-05
コベルコ建機
クローラクレーン
 SL16000J，SL16000J-H

’16.05 発売
新機種

大型の橋梁工事，製鉄所・発電所などの建設工事，メンテナンス

工事に使用されるラチス式ブームを装備したクローラクレーンであ

る。

従来機に対し，つり上げ能力の向上，作業範囲の拡大を図ると共

に，輸送性を改善し，組立・分解作業を容易とし作業時の安全性を

高めている。またエンジン排出ガス基準，低騒音基準を満たしてい

る。

最大つり上げ荷重は，S ブーム，H ブーム，L ジブの 3 種類のブー

ムの組み合わせと，カウンタウエイト台車，パレットウエイトの使

用により，SL16000J は 1,000 t，SL16000J-H は 1,250 t となっている。

カウンタウエイト台車，パレットウエイト共に，後端の取付け位置

は，19 m ～ 25 m の範囲で設定可能である。

国内輸送に適合するよう一部部材を除いて輸送幅 3.2 m 未満，輸

送質量 32 t 以下を達成している。またブームの長さも 10 m 以下に

することでトレーラ輸送を容易にしている。

組立・分解作業に対しては組立補助の油圧シリンダー，外部油圧

源などが設定されている。運転室は幅 1.8 m の幅広キャブで，汎用

機種と同様に ISO に準拠したレバー配置となっている。

環境に対しても，オフロード法 2011 年基準適合エンジンを搭載

し，低騒音型建設機械の指定を受けており，環境省のグリーン購入

法特定調達品目の判断基準を満たしている。

表─ 3　SL16000J，SL16000J-H の主な仕様

SL16000J SL16000J-H

最大つり上げ荷重 （t） 1,000 1,250

最大ブーム長さ （m） 85 150

ラッフィング最大つり上げ荷重 （t） 250 550

ラッフィング最大ブーム長さ＋
ジブ長さ （m）

85 ＋ 75 95 ＋ 85

80 ＋ 95 －

巻上ロープ速度 （m/min） 110 ～ 3 110 ～ 3

ブーム起伏ロープ速度 （m/min） 2×40～2×2 60 ～ 2 

ジブ起伏ロープ速度 （m/min） 60 ～ 2 60 ～ 2 

旋回速度 （m － 1） 0.9 0.9

走行速度 （km/h） 1.2 1.2

作業時質量 （t） 745 867

接地圧 （kPa） 146 170

定格ラインプル （t） 22 22

カウンタウェイト台車質量 （t） － 500

伸縮ビーム付きパレットウェイト質量 （t） － 500

（注） （1）速度は負荷によって変動します。
 （2）  作業時質量、接地圧はブーム、カウンタウエイトの構成によっ

て変わります。
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問合せ先：  コベルコ建機㈱　クレーン事業本部　開発本部 

クレーン開発部

〒 674-0063　兵庫県明石市大久保町八木 740

写真─ 3　コベルコ建機　SL16000J-H　クローラクレーン
※SHLラッフィングジブ仕様

▶〈08〉トンネル掘削機および設備機械

16-〈08〉-01
鹿島建設
揺動型掘削機
 R-SWING 機

’16.02 製作
新機種

都市部の交通渋滞がもたらす周辺環境への影響に対し，対策の一

環として道路の地下立体交差化が進んでいる。また，都心の再開発

プロジェクトなどにおいては，テナントの利便性向上のため，建物

と駅を地下でつなぐ地下連絡通路のニーズが高まっている。

これらの建設工事にあたって，地表面から掘り下げる従来の開削

工法では地上に交通規制が多く発生してしまうこと，またシールド

工法などの非開削工法では，発進・到達立坑の用地確保が難しいこ

とや短い距離の工事ではコストが割高になってしまうこと，土被り

の小さい箇所には適用が難しいことなどの課題がある。

本機は，地上発進・地上到達が可能で，トンネルへのアプローチ

部とアンダーパス部を一度に構築できる矩形（長方形）断面の揺動

表─ 4　�R-SWING機の主な仕様

形　状 矩形

掘削外形（幅）最小～最大 （m） 4.6 ～ 9.2

掘削外形（高さ）最小～最大 （m） 3.6 ～ 9.0

適用地盤 N 値 20 程度の粘性土・砂層

適用土被り （m） 5 ～ 10 程度

適用地下水位 （MPa） 0.1 程度

価格 お見積り

（注）掘削外形は変更可能

型掘削機 3 連 R-SWING 機である。

本機は，掘削機の上部に装着した屋根（ル―フ）を突き出した状

態で先行掘削することにより地盤沈下などを防止し，周辺環境への

影響を最小限に抑えながらトンネルを構築することができる。

掘削機本体部（幅 2.3 m ×高さ 2.7 m）とルーフ部（幅 2.3 m ×

高さ 0.9 m）の基本ユニットを必要に応じてブロックのように組み

合わせ，小断面から大断面まで，用途に応じた断面調整を可能にす

る構造としている。

本機は，別の工事で使用した 2 連 R-SWING 機（幅 4.85 m ×高

さ 3.6 m）に基本ユニットを各々 1 基追加し，基本マシンにスペー

サーなどを挟み込むことで，今回適用する通路の矩形断面寸法（幅

7.25 m ×高さ 4.275 m）に対応した掘削機としている。また，全て

のユニットは汎用のトラック輸送ができるサイズまで容易に分割が

写真─ 4　鹿島建設　R-SWING機　揺動型掘削機

図─ 1　R-SWING機のユニット組み合せ例
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可能であり，繰り返しの利用もできるため，掘削機のコストを抑え

ることができる。

一般的なシールド工事では，掘削機の組立を溶接作業で行い，解

体をガス切断作業でそれぞれ行うが，両作業ともに作業時間を要し

ている。本機は各ユニット間をボルトのみで短時間に接合できる機

構であるため，従来の掘削機で多くの時間を要した組立・解体工程

と比較し，約 50％の大幅な工程短縮を図っている。

問合せ先：鹿島建設㈱　本社機械部技術 3 グループ

〒 107-8348　東京都港区赤坂 6-5-11

16-〈08〉-02
流機エンジニアリング
トンネル工事用大型集塵機
 RE-2400QDP

’15.04 共用
新機種

トンネル工事中の換気方式である「吸引捕集方式」の専用集塵機

である。「吸引捕集方式」は粉じんの発生量が最も多い切羽直近（1D

以内，D：トンネル幅員）で粉じんを拡散させずに直接吸引処理を

行なうため集じん機の吸込口に「伸縮風管」を接続している。これ

までは従来型の集じん機に「伸縮風管」をオプションとして追加し

ていたため，圧力損失が増加した分の動力を増設することで運用し

てきたが，本機は専用機として再設計を行い従来機の 40％の動力

で同様の能力を発揮する。従来機ではオプション対応であった集じ

ん機で捕集した機内の堆積粉じんの「自動回収装置」を標準搭載し

メンテナンス性の向上を図っている。

また，従来機同様に切羽の環境に応じて「高速運転・中速運転・

低速運転（又は停止）」を自動制御することにより，ランニングコ

ストの低減を図っている。

表─ 5　RE-2400QDPの主な仕様

処理風量 （m3/min） 2,400

吐出清浄度 （mg/m3） 0.1 以下

集じん効率 （％） 99 以上

実働力（伸縮風管接続時） （kW） 83

寸法（L × W × H） （mm） 2,869 × 12,963 × 3,387

基礎価格 （百万円） 93

問合せ先：㈱流機エンジニアリング　

〒 108-0073　東京都港区三田 3-4-2

写真─ 5　流機エンジニアリング　RE-2400QDP
トンネル工事用大型集塵機（工場内）

写真─ 6　RE-2400QDP　機械掘削の切羽の状況

▶  〈12〉モータグレーダ，ロードスタビライザ，締固
め機械およびソイルプラント

16-〈12〉-01
範多機械
ディープスタビライザー
 HCS500

’16.07 発売
新機種

路床土にセメントや石灰を路上混合方式で添加混合する地盤安定

処理工法に使用する排ガス 2011 年基準適合のディープスタビライ

ザーである。

軟弱地盤の多い国内では，路床土にセメントや石灰などの固化材

を添加し，スタビライザーやバックホウで撹拌して路床の支持力を

高める工法が広く適用されているが，2004 年からディープスタビ

ライザーの販売が終了されていた。

従来は現地盤の起伏によって車体が傾いた場合，オペレータの勘

にたよって混合ドラムを上下させていたが，深さ自動制御装置によ

り，本体の姿勢を検出し，混合深さを常に一定に保つことができる。

最大掘削深さは 1,000 mm，最大混合深さは 800 mm で，ドラムは

左右 650 mm スライドし，本体に対して 5 度傾くチルト機構および

表─ 6　HCS500 の主な仕様

運転質量 （kg） 約 26,300

全長 （mm） 9,450

全幅 （mm） 2,980

全高（作業時） （mm） 約 3,000

全高（回送時） （mm） 約 3,800

接地圧 （kg/m2） 0.42

混合幅 （mm） 2,000

最大掘削深さ （mm） 1,000

最大混合深さ （mm） 800

エンジン 　

　　総排気量 （cc） 11,906

　　定格出力 （kw） 370

　　排ガス規制 暫定 4 次

価格（税別） （百万円） 99
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写真─ 7　範多機械　HCS500　ディープスタビライザー

ロータ回転数を作業状況に応じ低速・中速・高速に可変できる機能

を搭載している。

また，複数カメラの画像を合成した俯瞰画像を操縦席から確認で

きる「バードモニター」をオプション設定して安全性の向上を図っ

ている。

問合せ先：範多機械㈱　特販・特機部

〒 175-0091　東京都板橋区三園 1-50-15

▶〈19〉  建設ロボット，情報化機器，タイヤ，ワイヤロー
プ，検査機器等

16-〈19〉-02
日立建機
ICT 油圧ショベル
 ZX200X-5B

’16.6 発売
新機種

各種 ICT 機能を搭載した油圧ショベルであり，情報化施工や日

本・欧州（EU StageⅢB）・北米（EPA Interim Tier 4）の排ガス

規制に対応しているほか，超低騒音型建設機械の指定を受けている。

2D マシンガイダンス（MG），マシンコントロール（MC），3D

システムとの連携機能を搭載しており，それらの組合せにより，シ

ステム仕様として 4 つのバリエーション（2DMG，2DMC，3DMG，

3DMC）が可能である。

2D マシンガイダンス機能は，姿勢センサから得られる機械の姿

勢情報と，モニタへ入力した施工目標面に基づいて，オペレータへ

表示や音によるガイダンスを提供するものであり，小規模な工事や

衛星測位が困難な場所において有効なシステムである。また，バケッ

トを地面に設置しスイッチを押すだけで，基準点と施工目標面を容

易に設定することができるなど，スイッチ式ボタンやアナログ入力

を備えたレバー装置を用いている。

マシンコントロール機能としては，施工目標面を掘り過ぎること

なく掘削が可能となる「掘り過ぎ防止機能」を搭載しており，施工

表─ 7　ZX200X-5B の主な仕様

標準バケット容量 （m3） 0.8

運転質量 （kg） 20,100

エンジン定格出力 （kW/min － 1） 122/2,000

最大掘削半径 （mm） 9,920

最大掘削深さ （mm） 6,670

最大掘削高さ （mm） 10,040

最大ダンプ高さ （mm） 7,180

最大掘削力（昇圧時） （kN） 143

旋回速度 （min － 1） 11.8

走行速度 （km/h）　低／高 3.5/5.5

全長 （mm） 9,660

全幅 （mm） 2,860

全高 （mm） 3,160

後端旋回半径 （mm） 2,890

最低地上高さ （mm） 450

標準小売価格 （百万円） 37.5（3DMC）

注）単位は国際単位系（SI）による表示。価格は工場裸渡し，消費税別。

問合せ先：日立建機㈱　経営管理統括本部　ブランド・コミュニ

ケーション本部　広報戦略室　広報・IR 部　広報グループ

〒 110-0015　東京都台東区東上野二丁目 16 番 1 号

写真─ 8　日立建機　ZX200X-5B　ICT 油圧ショベル

目標面に対してフロントをリアルタイムに半自動制御することで施

工効率を向上させている。また，バケット角度を一定にする「バケッ

ト角度保持モード」により，バケット操作を気にすることなく，アー

ムとブームの操作だけで法面を仕上げることができる。

3D システムの機能としては，トリンブル社製の 3D 機器を搭載

することにより施工目標面となる 3D 設計データを取り込み，車体

システムと連動させることで，3D 施工に対応可能なマシンガイダ

ンスやマシンコントロールを実現させている。3Dマシンコントロー

ル機では，衛星測位および姿勢センサによる機械の位置・姿勢情報

と，施工目標の 3D 設計データに基づいて，機械のフロントをリア

ルタイムに半自動制御をおこなうことが可能である。



110 建設機械施工 Vol.68　No.11　November　2016

1．はじめに

国土交通省では，建設事業に使用される主要な建設資材の年間需

要量の見通しを公表することにより，建設資材の安定的な確保を図

り，円滑な建設事業の推進に資することを目的として，昭和 51 年

度より「主要建設資材需要見通し」を毎年公表している。

本稿では，平成 28 年 8 月 9 日に公表した「平成 28 年度主要建設

資材需要見通し」の概要を報告する。

2．対象建設資材

平成 28 年度主要建設資材需要見通しでは，「①セメント」「②生

コンクリート」「③骨材，砕石」「④木材」「⑤普通鋼鋼材，形鋼，

小形棒鋼」および「⑥アスファルト」の 6 資材 9 品目を対象とし，

需要見通しを推計・公表している。

3．需要見通しの推計方法

平成 28 年度の主要建設資材の需要見通しは，「平成 28 年度建設

投資見通し（国土交通省総合政策局情報政策課建設経済統計調査室

　平成 28 年 7 月 29 日公表）」の建築（住宅，非住宅），土木（政府，

民間）等の項目ごとの建設投資見通し（実質値）に，建設資材ごと

の原単位（工事費 100 万円当たりの建設資材需要量）を乗じ，さら

に各建設資材の需要実績等を考慮して，平成 28 年度の主要な建設

資材の国内需要の推計を行った。

4．平成 28 年度主要建設資材需要見通し

（1）概況（平成 27 年度および平成 28 年度）

平成 27 年度の主要建設資材の需要量実績は，同年度の建設投資

見込み（名目値）が前年度比 0.6％の減少で，うち建築部門は 2.1％

の増加となったものの土木部門は 3.5％の減少となり，平成 26 年度

の実績値と比べて全ての資材が減少となった。

平成 28 年度の主要建設資材の需要見通しは，同年度の建設投資

見通し（名目値）が前年度比 1.6％の増加で，うち建築部門は 1.8％

の増加，土木部門は 1.4％の増加と見通されていることから，全て

の資材において昨年度実績値と比べて増加と見通される。

平成 28 年度主要建設資材需要見通しは，図─ 1 および表─ 1 の

とおりである。

（2）主要建設資材の需要見通し

①セメント，②生コンクリート

平成 27 年度における需要量実績は，セメントが前年度比 6.3％減

少の 4,267 万 t，生コンクリートが前年度比 7.4％減少の 8,708 万 m3

であった。平成 28 年度については，セメントが前年度比 0.8％増加

の 4,300 万 t，生コンクリートが前年度比 1.1％増加の 8,800 万 m3

と見通される。

③骨材，砕石

平成 27 年度における需要量実績は，骨材が前年度比 7.1％減少の

23,100 万 m3，砕石が前年度比 6.3％減少の 11,697 万 m3 となると推

計される。平成 28 年度については，骨材が前年度比 1.3％増加の

図─ 1　平成 28年度主要建設資材需要見通し
（注）棒グラフは，平成 27 年度の実績値（骨材・普通鋼鋼材・形鋼は推計値）と平成 28 年度見通し値との対比です。

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 　5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0
対前年度比（％）

4,300万ｔ
前年度比 0.8％

セ メ ン ト
950万m3

前年度比 3.1％

木　 材
2,020万ｔ

前年度比 1.7％

普通鋼鋼材
8,800万m3

前年度比 1.1％

生コンクリート
23,400万m3

前年度比 1.3％

骨　 材
130万ｔ

前年度比 1.0％

アスファルト

平成 28 年度 主要建設資材需要見通し
国土交通省土地・建設産業局　建設市場整備課
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23,400万m3，砕石が前年度比0.9％増加の11,800万m3 と見通される。

④木材

平成 27 年度における需要量実績は，前年度比 0.4％減少の 921 万

m3 であった。平成 28 年度については，前年度比 3.1％増加の 950

万 m3 と見通される。

⑤普通鋼鋼材，形鋼，小形棒鋼

平成 27 年度における需要量実績は，普通鋼鋼材が前年度比 5.7％

減少の 1,986 万 t，うち形鋼が前年度比 1.1％減少の 452 万 t，小形

棒鋼は前年度比 7.1％減少の 770 万 t となると推計される。平成 28

年度については，普通鋼鋼材が前年度比 1.7％増加の 2,020 万 t，う

ち形鋼が 1.8％増加の 460 万 t，小形棒鋼が 1.3％増加の 780 万 t と

見通される。

⑥アスファルト

平成 27 年度における需要量実績は，前年度比 3.2％減少の 129 万 t

であった。平成 28 年度については，前年度比 1.0％増加の 130 万 t

と見通される。

5．主要建設資材需要量の推移

主要建設資材の国内需要量推移を表─ 2 および図─ 2 に示す。

各主要建設資材の需要量実績，需要見通しの対象は，次の（1）～（8）

のとおりである。

（1）セメント

国内メーカーの国内販売量に海外メーカーからの輸入量を加えた

販売等の量を対象としている。「内需量」＝「国内販売量」＋「輸入量」。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 27 年度までは実績値で，（一社）

セメント協会の「セメント需給実績」の値を用いている。

（2）生コンクリート

全国生コンクリート工業組合連合会組合員工場の出荷量とその他

の工場の推定出荷量とを加えた出荷量を対象としている。「出荷量」 

＝ 「組合員工場出荷量」 ＋ 「その他工場推定出荷量」。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 27 年度までは実績値で，全国

生コンクリート工業組合連合会・協同組合連合会の「出荷実績の推

移」の値を用いている。

（3）骨材

国内における供給量を対象としており，輸入骨材も含んでいる。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 26 年度までは実績値で，経済

産業省の「骨材需給表」をもとに算出した値である。平成 27 年度

は推計値で，経済産業省の「砕石等統計年報」「砕石等統計四半期報」

「骨材需給表」をもとに算出した値である。

（4）砕石

メーカーの国内向け出荷量を対象としている。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 27 年度までは実績値で，経済

産業省の「砕石等統計年報」「砕石等統計四半期報」をもとに算出

した値である。

表─ 1　主要建設資材の需要量実績値及び推計値

資材名称 単　位
需要量 伸び率

H26 年度
実績値

H27 年度
実績値

H28 年度
見通し

27/26 28/27

セメント 万 t 4,555 4,267 4,300 ▲ 6.3％ 0.8％
生コンクリート 万 m3 9,401 8,708 8,800 ▲ 7.4％ 1.1％
骨　材 〃 24,875 23,100 23,400 ▲ 7.1％ 1.3％

砕　石 〃 12,478 11,697 11,800 ▲ 6.3％ 0.9％
木　材 〃 925 921 950 ▲ 0.4％ 3.1％
普通鋼鋼材 万 t 2,107 1,986 2,020 ▲ 5.7％ 1.7％

形　鋼 〃 457 452 460 ▲ 1.1％ 1.8％
小形棒鋼 〃 829 770 780 ▲ 7.1％ 1.3％

アスファルト 〃 133 129 130 ▲ 3.2％ 1.0％
（注）1．  本見通しは，「平成 28 年度建設投資見通し （国土交通省総合政策局 情報政策課 建設経済統計調査室平成 28 年 7 月

29 日 公表）」をもとに推計したものである。
　 　2．  各資材の対象は，セメントは〔内需量〕，生コンクリート，砕石は〔出荷量〕，木材は〔製材品出荷量〕，骨材は〔供給量〕，

普通鋼鋼材，形鋼は〔建設向け受注量〕，小形棒鋼は〔建設向け出荷量〕，アスファルトは〔建設向け等内需量〕。
　 　3．  本見通しの有効数字は，セメントは〔100 万 t〕，生コンクリート，骨材および砕石は〔100 万 m3〕，木材は〔25 万

m3〕，普通鋼鋼材，形鋼および小形棒鋼は〔10 万 t〕，アスファルトは〔5 万 t〕。
　 　4．  平成 27 年度需要量のうち，骨材，普通鋼鋼材，形鋼は推計値を使用しているため，見込み値（イタリック体）。
　 　 　その他の資材については実績値。
　 　5．▲はマイナス。
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（5）木材

国内メーカーの製材品出荷量を対象としており，建設向け以外の

量を含んでいる。また，製材用素材として外材を含んでいる。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 27 年度までは実績値で，農林

水産省「製材統計」の値を用いている。

ただし，平成 22・23 年度実績値には，東日本大震災の影響により，

平成 23 年 2 月～ 6 月の岩手県，宮城県および福島県分の出荷量は

含まれていない。

（6）普通鋼鋼材および形鋼

国内メーカーの国内建設向け受注量を対象としている。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 26 年度までは実績値で，（一社）

日本鉄鋼連盟の資料の値（国内向け受注総量から国内建設向け受注

量を推計したもの）を用いている。

平成 27 年度は推計値で，（一社）日本鉄鋼連盟の資料の値（国内

向け受注総量から国内建設向け受注量を推計したもの）および国土

交通省「主要建設資材月別需要予測」をもとに算出した値である。

（7）小形棒鋼

国内メーカーおよび国内販売業者からの国内建設向け出荷量を対

図─ 2　主要建設資材需要量の年度推移
（注）グラフの見方・  実線（生コンクリート，骨材，砕石，木材，普通鋼鋼材）については左軸， 点線（セメント，小形棒鋼，形鋼，アスファルト）につい

ては右軸を参照。
・  平成 27 年度の需要量は，骨材については推計値，その他の資材については実績値。
　  ただし，木材の平成 22・23 年度実績値には，東日本大震災の影響により，平成 23 年 2 月～ 6 月の岩手県，宮城県および福島県分の出

荷量が含まれていない。
・平成 28 年度の需要量は，見通しの値。

〈出典〉　 　　　　○セメント … （一社）セメント協会（セメント需給実績）
○生コンクリート … 全国生コンクリート工業組合連合会・協同組合連合会（出荷実績の推移）
○骨材 … 経済産業省 （骨材需給表）
○砕石 … 経済産業省 （砕石等統計年報，砕石等統計四半期報）
○木材 … 農林水産省 （製材統計）
○普通鋼鋼材…（一社）日本鉄鋼連盟　資料
○形鋼…（一社）日本鉄鋼連盟　資料
○小形棒鋼…経済産業省「鉄鋼需給動態統計調査」
○アスファルト…石油連盟　（石油アスファルト統計月報）
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象としている。ただし，海外メーカーからの輸入量は含まれていな

い。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 27 年度までは実績値で，経済

産業省「鉄鋼需給動態統計調査」の値を用いて算出している。

（8）アスファルト

国内メーカーの建設向けストレートアスファルト内需量のうち，

燃焼用および工業用を除いた国内建設向け等内需量を対象としてい

る。「建設向け等内需量」 ＝ 「国内建設向け内需量」 ＋ 「建設向け輸

入量」。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 27 年度までは実績値で，石油

連盟の「石油アスファルト統計月報」の値を用いている。

6．おわりに

「主要建設資材需要見通し」は，国土交通省のホームページ（統

計情報のページ）　で公表しているので参照されたい（http://

www.mlit.go.jp/statistics/details/kgyo_list.html）。
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建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化 
工事高 施工高民　　　間

官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製 造 業 非製造業

2009 年 100,407 66,122 12,410 53,712 24,140 5,843 4,302 66,187 34,220 103,956 128,839
2010 年 102,466 69,436 11,355 58,182 22,101 5,472 5,459 71,057 31,408 107,613 106,112
2011 年 106,577 73,257 15,618 57,640 22,806 4,835 5,680 73,983 32,596 112,078 105,059
2012 年 110,000 73,979 14,845 59,133 26,192 4,896 4,933 76,625 33,374 113,146 111,076
2013 年 132,378 89,133 14,681 74,453 31,155 4660 7,127 90,614 41,463 129,076 120,941
2014 年 139,286 80,477 16,175 64,302 43,103 4822 10,887 86,537 52,748 138,286 125,978
2015 年 141,240 96,068 19,836 76,235 35,633 4993 4,546 95,959 45,281 141,461 141,136

2015 年 8 月 9,178 5,975 1,867 4,108 2,455 370 378 5,928 3,251 142,165 10,141
9 月 14,360 10,758 1,572 9,187 2,877 450 274 10,831 3,529 143,650 14,223

10 月 8,754 5,681 1,632 4,049 2,439 377 258 5,862 2,893 141,723 10,835
11 月 10,045 5,942 1,466 4,477 2,670 417 1,016 6,293 3,752 140,930 11,339
12 月 14,004 9,426 1,855 7,572 3,210 390 977 10,085 3,919 141,461 13,853

2016 年 1 月 9,081 5,789 1,017 4,772 2,189 344 758 6,103 2,978 144,221 9,496
2 月 9,906 6,887 1,360 5,527 2,394 443 183 6,520 3,386 142,223 10,642
3 月 23,414 15,234 1,823 13,411 7,211 557 411 15,157 8,257 144,084 18,435
4 月 9,838 6,613 1,786 4,827 2,588 503 135 6,103 3,736 143,928 8,278
5 月 11,022 8,540 1,160 7,380 1,609 642 231 8,464 2,559 146,155 9,119
6 月 12,993 8,802 2,009 6,793 3,555 404 232 8,832 4,161 145,673 12,638
7 月 9,061 6,800 1,179 5,622 1,874 276 110 6,169 2,891 146,252 9,138
8 月 10,444 6,552 1,178 5,374 3,135 375 382 6,439 4,005 － －

建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　  　月 09 年 10 年 11 年 12 年 13 年 14 年 15 年 15 年
8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 16 年

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月

総　   　 額 7,492 15,342 19,520 17,343 17,152 18,346 17,416 1,195 1,336 1,433 1,237 1,413 1,265 1,441 1,539 1,405 1,304 1,548 1,289 1,337
海 外 需 要 4,727 11,904 15,163 12,357 10,682 11,949 10,712 715 806 804 761 950 835 872 1,039 910 762 934 763 772
海外需要を除く 2,765 3,438 4,357 4,986 6,470 6,397 6,704 480 530 629 476 463 430 569 500 495 542 614 526 565

（注）2009 ～ 2011 年は年平均で，2012 ～ 2015 年は四半期ごとの平均値で図示した。
2015 年 8 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査
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■路盤・舗装機械技術委員会 幹事会　
月　日：9 月 6 日（火）
出席者：山口達也委員長ほか 9 名
議　題：①上期総会の式次第について　

②省エネ運転マニュアル改訂に関して
③コマツ粟津工場見学会に関して　　
④その他報告…1）L2-Tech 認証につ
いて，2）委員交替について　

■除雪機械技術委員会
月　日：9 月 12 日（月）
出席者：江本平委員長ほか 13 名
議　題：①除雪現場見学会について　　

②協会中期事業計画について　③除雪
機械技術委員会の取組について　④平
成 29 年度の新規テーマについて　　
⑤情報化施工技術の検討　⑥除雪 ICT
化の官民推進組織の紹介　⑦小型除雪
機械の事故防止について　⑧機械部会
他委員会の活動について　⑨アンケー
ト内容について　

■トンネル機械技術委員会 幹事会　
月　日：9 月 13 日（火）
出席者：加藤誠幹事ほか 6 名
議　題：①省エネ事例の報告状況につい

て　②省エネ事例についての内容討議
③今後の推進の仕方と個別ワーキング
の展開について　④見学会の報告書完
成について　

■基礎工事用機械技術委員会
月　日：9 月 14 日（水）
出席者：関徹也委員長ほか 13 名
議　題：①委員交替挨拶　②工場見学会

について　③ L2-Tech 認証について
④基礎工の掲載原稿について　⑤土木
学会の立坑掘削に関する発表資料の紹
介

■ダンプトラック技術委員会
月　日：9 月 16 日（金）
出席者：田中哲委員長ほか 4 名
議　題：①各社のトピックスについて 重

量自動計測システム　②過積載の悪影響
についての討議　③最大積載量につい
ての検討　④次期テーマについて ⑤L2-
Tech 認証について　⑥ i-Construction
について

■ショベル技術委員会　
月　日：9 月 26 日（月）
出席者：尾上裕委員長ほか 8 名

議　題：①地球温暖化対策検討分科会の
審議内容について報告　②機械災害に
ついての過去の検討資料について　　
③林業伐出機械 Q&A 案について　　
④バウマ展示会の写真提供について　
⑤その他

■路盤・舗装機械技術委員会 総会
月　日：9 月 27 日（火）
出席者：山口達也委員長ほか 27 名
議　題：①委員長より挨拶　②平成 28

年度の委員会活動計画について　③道路
建設機械に関わる技術発表…1）モータグ
レーダ 12M3，2）スタビライザ HCS500， 
3）アスファルトフィニッシャー HA90C
④新技術の普及促進…1）複数ローラ
の一元管理，2）i-Construction の協会
の取組　⑤コマツ粟津工場見学の案内
⑥協会からのお知らせ…建設機械要覧
2016 電子ブックの紹介

■コンクリート機械技術委員会
月　日：9 月 29 日（木）
出席者：大村高慶委員長ほか 10 名
議　題：①前回議事録確認　②工場見学

について　③ JIS 見直し JISA8613　
④ ISO DIS19711 の投票結果について
⑤ ISO 定期見直し…ISO-18650-1 Part2
について議論　⑥ ISO 国際会議の予
定，内容について　⑦次期委員長につ
いて

■情報化機器技術委員会　　
月　日：9 月 30 日（金）
出席者：白塚敬三委員長ほか 6 名
議　題：①平成 28 年上期の活動報告の

まとめ　②規格関連…1）ISO15143 の
内容を把握して EagleJCMAS を見直
す議論，2）ISO19014（8 月会議開催）
の動向共有，3）ISO13766 の動向共有
③今期活動項目の情報共有…準天頂衛
星とガリレオの情報信号の言語共通化
④その他情報交換…複数ローラの一元
管理システム等

■マテリアルハンドリング WG

月　日：9 月 8 日（木）
出席者：小野朝浩主査ほか 9 名
議　題：①マグネット仕様機の低騒音対

応について　②林業 Q&A に対する疑
問点の討議　

■ L2-Tech 認証制度 環境省と製造業部会，
機械部会代表者 意見交換
月　日：9 月 23 日（金）
出席者：阿部里視機械部会副部会長ほか

9 名
議　題：① L2-Tech 認証の主旨につい

（2016 年 9 月 1 日～ 30 日）

行 事一覧
て　②本制度に対する質疑，応答　　
③今後の進め方について等

■建設業部会夏季現場見学会
月　日：9 月 6 日（火）～ 7 日（水）
参加者：佐藤康博部会長ほか 15 名
発注者：北海道胆振総合振興局
①工事名：伊良原ダム
発注者：福岡県
施工者：大成・フジタ・岡本土木 JV
場　所：福岡県京都郡みやこ町犀川横瀬

29
内　容：ムコンクリートの打設型枠・鉄

筋ほかの準備工，基礎処理工，原石採
取工（廃棄岩・表土処理工含む），骨
材製造工，濁水処理工，原石山法面保
護工視察

②工事名：大分川ダム
発注者：国土交通省 九州地方整備局
施工者：鹿島・竹中土木・三井住友 JV
場　所：大分県大分市廻栖野 3039-2　
内　容：情報化施工／ロックフィルダム

の堤体盛り立て視察
■機電交流企画 WG

月　日：9 月 14 日（水）
出席者：落合博幸主査長ほか 5 名
議　題：① 10 月の機電技術者意見交換

会について・シャッフル等について　
② 9/29 開催建設業部会について　　
③機電職員確保に向けた PR 活動パン
フレット作成について検討・8 月中旬
締切原稿の確認・次工程（原稿作成）
の担当割り　④その他

■建設機械事故調査 WG

月　日：9 月 20 日（火）
出席者：松藤敏夫主査長ほか 7 名
議　題：①公表に向けたデータの精査・

見直し・8 月中旬締切の公表用再検討
結果見直し　② 9/29 開催建設業部会
での WG 発表内容について　③その
他

■三役会
月　日：9 月 27 日（火）
出席者：佐藤康博部会長ほか 4 名
議　題：① 9/29 建設業部会について　

②各 WG 報告　③第 20 回機電技術者
意見交換会について　④その他

■建設業部会
月　日：9 月 29 日（木）
出席者：佐藤康博部会長ほか 22 名
議　題：①部会長挨拶　②平成 28 年度

建設業部会活動計画　③各 WG 報告・
機電技術者交流企画 WG・建設機械事
故調査 WG・クレーン安全情報 WG　
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④その他・夏季現場見学会報告・国土
交通省「建設施工の地球温暖化対策検
討分科会」についての報告・部会員の
皆様からのご意見，ご提案

■レンタル業部会
月　日：9 月 8 日（木）
出席者：渡部純部会長ほか 11 名
場　所：①分科会活動状況報告　②秋季

現場見学会　③各社の取組事項，部会
員共通の問題，課題について　④その
他

■機関誌編集委員会
月　日：9 月 7 日（水）
出席者：田中康順委員長ほか 20 名
議　題：①平成 28 年 12 月号（第 802 号）

の計画の審議・検討　②平成 29 年 1
月号（第 803 号）の素案の審議・検討
③平成 29 年 2 月号（第 804 号）の編
集方針の審議・検討　④平成 28 年 9
～ 11 月号（第 799 ～ 801 号）の進捗
状況の報告・確認

■建設経済調査分科会
月　日：9 月 14 日（水）
出席者：山名至孝分科会長ほか 4 名
議　題：①（仮）「建設企業の海外展開

産業の活性化」原稿検討（古澤）・フォ
ロー済現状 + 国際市場の実績で構成
②その他

■新機種調査分科会
月　日：9 月 27 日（火）
出席者：江本平分科会長ほか 5 名
議　題：①新機種情報の持ち寄り検討　

②新機種紹介データまとめ　③その他

支部行事一覧

■  平成28年度除雪機械技術講習会（第3回）
月　日：9 月 8 日（木）
場　所：小樽経済センター
受講者：125 名
内　容：①除雪計画　②除雪の施工方法

③冬の交通安全　④除雪の安全施工　
⑤除雪機械の取り扱い

■  平成28年度除雪機械技術講習会（第4回）
月　日：9 月 15 日（木）
場　所：道北経済センター
受講者：93 名

内　容：上記第 3 回と同じ
■平成 28 年度情報化施工推進連絡会

月　日：9 月 28 日（水）
場　所：さつけんビル 6 階会議室
出席者：石塚芳文事務局長ほか 39 名
議　題：①平成 27 年度の取組状況　　

②「i-Construction」について　③ JCMA
の取組について　④事務局体制につい
て　⑤活動方針（案）について　⑥そ
の他

■平成 28 年度 i-Construction（ICT）実機
セミナー
月　日：9 月 7 日（水） 
場　所：宮城県岩沼市 日本キャタピラー 

仙台・岩沼 ICT センター 
受講者：36 名
内　容：①建機操作コース：ICT 建機

操作体験 3DMC BD・3DMG BH　②
測器コース：UAV（ドローン）・点群
処理ソフト・3 次元計測・レーザスキャ
ナ

■除雪講習会事前打合せ
月　日：9 月 8 日（木）
場　所：支部会議室
出席者：稲村正弘施工部会長ほか 3 名
内　容：除雪講習会用パワーポイント改

訂作業
■田瀬ダム機械遺産調査検討委員会

月　日：9 月 12 日（月） 
場　所：支部会議室 
出席者：北上川ダム統合管理事務所 佐

藤伸吾所長ほか 10 名 
内　容：①機械遺産登録申請書作成に向

けた作業経緯と申請書作成の方向性に
ついて　②機械遺産登録申請書（案）
③機械遺産登録に係るスケジュールに
ついて 

■平成 28 年度 i-Construction（ICT）実機
セミナー
月　日：9 月 14 日（水）
場　所：宮城県大郷町 コマツ IoT セン

タ東北
受講者：16 名
内　容：①建機操作コース：ICT 建機

操作体験 3DMC BD・3DMG BH　　
②測器コース：UAV（ドローン）・点
群処理ソフト・3 次元計測・レーザス
キャナ

■特殊工事現場研修会（建設部会）
月　日：9 月 15 日（木）～ 16 日（金）
場　所：仙台湾南部海岸深沼南工区 井

土浦地区堤防復旧工事
出席者：河本高広建設部会長ほか 8 名

内　容：①仙台河川国道事務所発注の工
事現場視察　②盛土工・CSG 製造工・
CSG 打設工等

■除雪講習会
①天童会場
月　日：9 月 27 日（火）
場　所：山形県天童市 べにばなスポー

ツパーク
受講者：222 名
②奥州（1）会場
月　日：9 月 29 日（木）
場　所：岩手県奥州市 奥州市文化会館
受講者：182 名
③奥州（2）会場
月　日：9 月 30 日（金）
場　所：岩手県奥州市 奥州市文化会館
受講者：154 名

■ i-Construction 実技講習会
月　日：9 月 15 日（木）
場　所：北陸地方整備局北陸技術事務所

構内
出席者：宮村兵衛事務局長事前調査

■親睦ゴルフ大会
月　日：9 月 27 日（火）
場　所：日本海カントリークラブ
出席者：小林鶴雄運営委員ほか 13 名

■建設機械施工技術検定実地試験
月　日：9 月 2 日（金）～ 5 日（月）
場　所：愛知県刈谷市「住友建機販売㈱

愛知教習センター」
受験者：1 級　延べ受験者 145 名，2 級

延べ受験者 328 名
■コマツ IOT センター中部見学会

月　日：9 月 8 日（木）
参加者：34 名
内　容：i-Construction の ICT 土工デモ

ンストレーション見学
■技術・調査部会

月　日：9 月 26 日（月）
出席者：青木部会長ほか 11 名
議　題：技術講演・発表会の発表テーマ

の選出について
■建設施工研修会（映画会）

月　日：9 月 28 日（水）
場　所：名古屋市中小企業振興会館
参加者：約 60 人

■講習会講師派遣
月　日：9 月 30 日（金）
主　催：岐阜県（公財）岐阜県建設研究

センター
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場　所：岐阜県瑞穂市総合センター
参加者：約 60 人
内　容：「平成 28 年度技術力向上セミ

ナー」において i-Construction の ICT
を活用した機械施工について講義を実
施した

■  建設用電気設備特別専門委員会（第428回）
日　時：9 月 1 日（木）
場　所：中央電気倶楽部 会議室
議　題：①前回議事録確認　②「JEM-

TR236 建設工事用 400V 級電気設備施
工指針」の審議

■工場見学会
月　日：9 月 14 日（水）
場　所：コベルコ建機㈱大久保事業所
出席者：河村謙輔広報部会長以下 23 名
内　容：コベルコ建機㈱大久保事業所工

場見学
■意見交換会事前打合せ

月　日：9 月 16 日（金）
場　所：エル・おおさか
出席者：松本克英事務局長以下 21 名
内　容：意見交換会事前打ち合わせ　

■建設技術展 2016 近畿 幹事会
月　日：9 月 21 日（水）　
場　所：大阪マーチャンダイズ・マート

ビル
出席者：松本克英事務局長
内　容：①「建設技術展 2016 近畿」の

準備状況について　②出展企業等につ
いて　③審査員について

■第 2 回開発普及部会
月　日：9 月 8 日（木）
場　所：中国支部事務所
出席者：飯國卓夫部会長ほか 5 名
議　題：①第 39 回新技術・新工法発表

会の準備について　②新技術活用等現
場研修会の準備について　③土木機械
設備現場研修会について　④協賛事業
への参加について　⑤その他懸案事項
等

■第 2 回施工技術部会
月　日：9 月 14 日（水）
場　所：中国支部事務所
出席者：齋藤実部会長ほか 6 名
議　題：① I-CON（情報化施工）関係

行事（案）について　②平成 28 年道
路除雪講習会（案）の企画について　
③その他懸案事項

■第 3 回施工技術部会
月　日：9 月 28 日（水）
場　所：中国支部事務所
出席者：齋藤実部会長ほか 5 名
議　題：① I-CON（情報化施工）関係

行事（案）について　②平成 28 年道
路除雪講習会（案）の企画について　
③その他懸案事項

■平成 28 年度建設機械施工技術検定【実
地】試験
月　日：9 月 3 日（土）～ 4 日（日）

場　所：日立建機日本㈱四国支店構内（善
通寺市）

受検者：1 級：107 名　2 級：318 名　計
425 名（延べ人数）

試験監督者：小松修夫総括試験監督者ほ
か 12 名

■協賛事業「平成 28 年度大規模津波防災
総合訓練」実行委員会（第 2 回）
月　日：9 月 27 日（火）
場　所：高知市文化プラザかるぽーと（高

知市）
出席者：畠中秀人四国地方整備局企画部

長ほか実行委員会構成 91 機関から 86
名（支部からは岩澤委式事務局長が出
席）

■建設機械施工技術検定試験
月　日：8 月 29 日（月）～ 9 月 10 日（土）
場　所：コマツ教習所㈱九州センタ
受験者：1 級 243 名，2 級 677 名

■企画委員会
月　日：9 月 21 日（水）
出席者：久保田正春企画委員長ほか 10

名
議　題：①建設機械施工技術検定実地試

験結果について　②本部理事会資料に
ついて　③運営委員会の開催について
④九州技術フォーラム 2016 について
⑤ i-Construction（情報化施工）講習
会について　⑥建設行政講演会につい
て　⑦その他
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四 　 国 　 支 　 部〒 760-0066 高松市福岡町 3-11-22 電話（087）821-8074
九 　 州 　 支 　 部〒 812-0013 福岡市博多区博多駅東 2-4-30 電話（092）436-3322

先日まで汗ばむ日が続いていたか
と思っていたら，突然寒さが増し，
北国からは初雪の便りが届くように
なりましたが，読者の皆様はいかが
お過ごしでしょうか。

11 月号のテーマは「土工特集」で，
2013 年 9 月以来，ほぼ 3 年ぶりと
なります。

今月号の巻頭言は渡辺当協会業務
執行理事に「ICT による建設施工
の生産性向上に向けて」と題して，
i-Construction 施策におけるトップ
ランナーとしての ICT 土工の「生
産性向上」について，その方向性を
示していただきました。

また，行政情報では渡部 都市再
生機構復興支援統括役に「CM 方式
を活用した震災復興事業の現状報
告」と題して，復興版 CM 方式導
入により，事業上流段階からの民間
の技術力活用による施工効率の最大
化・工程短縮等の成果について，ご

解説いただきました。
技術報文では，機械土工を中心に，

最もホットな話題であるi-Construction
／情報化施工や，建設ロボット関連，
UAV（ドローン）を使った航空測
量等の関連最新情報，さらに最近の
補強土や軟弱地盤対策等をご執筆い
ただきました。いずれも，大変興味
深い内容となっておりますので，ぜ
ひご一読いただきたいと思います。

昨年の国勢調査では，調査開始以
来約 100 年で，初めて日本の人口が
減少に転じたと，先日報じられまし
た。人口減少社会においても，この
豊かな日本社会を維持するために
は，経済成長は不可欠であり，その
実現には生産性向上は，乗り越えな
くてはならない課題であることを，
再認識した次第です。

最後になりましたが，ご多忙中に
も関わらず，執筆を快諾いただいた
執筆者の方々，また仲介の労をいた
だいた方々には深く感謝するととも
に，厚くお礼申し上げます。

 （岡本・竹田）

12 月号「防災，安全・安心を確保する社会基盤整備特集」予告
・次世代社会インフラ用ロボット現場検証の評価結果（H27 年度）　・総合的な都市防災対策の
推進　・臨海部防災拠点マニュアル　・熊本地震における災害対策用機械の活用　・震災から 5
年を迎える河口部堤防の復旧復興状況　・東日本大震災からの復旧・復興の着実な進展　・仙台
湾南部海岸堤防復旧プロジェクト　・東日本大震災からの鉄道復旧　・凍土方式による陸側遮水
壁の造成　・工事を支える 2 つの「見える化」　・早期復興に応えたるために取り組んだ現場運
営の紹介　・進化した橋脚・基礎の耐震補強　・類例なき道路宅地一体補強　浦安市の市街地液
状化対策　・首都圏の重要導水施設が改築完了　・締固めによる木曽三川下流域堤防基礎耐震化
の事例紹介　・浜岡原発の防波壁，両端に盛り土を配して完成　・徳島に国内最大級の無動力陸
閘ゲート　・水陸両用バックホーで仮設道路を省く福島県の離岸堤復旧工事　・災害復旧用無線
遠隔操縦ロボットによる森林伐採

本誌上へ 
の広告は  有限会社 サンタナ アートワークスまでお申し込み、お問い合せ下さい。

　　　　〒 103-0013　東京都中央区日本橋人形町 2-21-5　井手口ビル 4F　TEL：03-3664-0118　FAX：03-3664-0138
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【年間購読ご希望の方】
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一般社団法人 日本建設機械施工協会

巻頭言　ICT導入による建設施工の生産性向上に向けて
CM方式を活用した震災復興事業の現状報告行政情報● マシンコントロール機能を搭載した油圧ショベルの開発

● UAV 搭載レーザ計測システムの開発
● 大分川ダム建設工事
● 大規模土工事におけるICT施工とCIM化への対応
● 近頃の土工技術　他

技術報文

アスファルトプラントの変遷（その3）部会報告

海洋探査技術の現状交流の広場


